
 

 
 

第 3 章 
障害別にみた特徴と雇用上の配慮 
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第１節 肢体不自由者
第２節 視覚障害者 
第３節 聴覚・言語障害者
第４節 内部障害者 
第５節 知的障害者
第６節 精神障害者
第７節  発達障害者 
第８節  その他の障害者 
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1 肢体不自由の種類と特徴 

⑴ 肢体不自由の種類と特徴 

肢体不自由とは左右の上肢（手・腕）と下肢（足）、

体幹（背骨を中心とした上半身と頸部）のいずれかの

部位において、日常生活上の動作が困難となるような

運動機能の障害が発生し、永続する状態をいいます。

脳の運動中枢、運動神経、筋肉、骨、関節などのいず

れかに外傷・疾患・欠損・変形などが生じることで起

こりますが、その原因はさまざまです。 

厚生労働省の「平成28年生活のしづらさなどに関す

る調査（全国在宅障害児・者等実態調査）❶」による

と、在宅の肢体不自由者数は193万人（うち、65歳未

満は58万人）で、在宅の身体障害者手帳所持者全体の

約半数（45％）を占めています。65歳未満の人の障害

程度をみると、重度（１、２級）51.7％、中度（３、 

４級）35.6 ％、軽度（５、６級）12.5 ％となります。

障害原因については、「平成18年身体障害児・者実態

調査」では事故（交通事故、労働災害、その他の事

故、戦傷病・戦災）16.1％、疾患22.4％、出生時の損

傷3.0％、加齢4.0％、その他（不明、不詳を含む） 

54.5％となっています。 

令和４年の同調査によると、在宅の不自由者数は 

 

 

158万人で、在宅の身体障害者手帳の所持者全体の 
38％を占めています。 

①  障害の部位と内容 

障害部位では、上肢、下肢、体幹の一部分に障害

が発生する場合と、特定の部位だけではなく広範囲

に生じる場合があります。障害の内容では、先天性

の形成不全、切断などのように身体部位を失ってい

るために運動機能を喪失している場合と、身体部位

はあるものの運動機能の制限や喪失が生じている機

能不全の場合があります。障害の表し方は一般に、

障害部位と障害の内容によって表現します。たとえ

ば、右上肢機能障害、左下肢切断などです。広範囲

に障害がある場合には片まひ（左右どちらかの半身

のまひ）、対まひ（両下肢のまひ）、全身性運動機能

障害（多肢及び体幹の障害）などの表現も用いられ

ます。また、運動機能障害の程度・状態では動作が

ぎこちない程度のもの、全く動かないもの、意図し

たのとは異なる動きとなってしまうもの、関節の動

きに制限が生じるものなど、さまざまなものが見ら

れます。 

 

表１  身体障害者手帳を所持する在宅の肢体不自由児・者の年齢階級別人数 （単位：千人） 

合計 0〜19歳 20〜29歳 30〜39歳 40〜49歳 50〜59歳 60〜64歳 65歳以上/不詳 
1581 59 52 32 88 154 113 1084 

（資料出所）厚生労働省「令和４年生活のしづらさなどに関する調査(全国在宅障害児・者等実態調査)」より作成 

表２  身体障害者手帳を所持する在宅の肢体不自由児・者の障害区分・等級別人数（65歳未満） （単位：千人） 

 総数 1級 2級 3級 4級 5級 6級 
総数 498 150 125 69 76 51 27 
肢体不自由(上肢) 199 76 62 27 15 10 9 
肢体不自由(下肢) 182 34 29 21 59 24 16 
肢体不自由(体幹) 69 19 21 14 0 15 0 
肢体不自由(脳原性運動機能障害・上肢機能) 29 16 6 4 1 1 1 
肢体不自由(脳原性運動機能障害・移動機能) 18 5 5 2 1 1 1 

（資料出所）厚生労働省「令和４年生活のしづらさなどに関する調査(全国在宅障害児・者等実態調査)」より作成 

❶  当該調査における在宅とは「施設入所以外」を指す。 

第1 節 
肢体不自由者 
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②  身体障害者障害程度等級表(身体障害者福祉法施

行規則別表第5号)での区分 

身体障害者障害程度等級表では、肢体不自由の級

別について上肢、下肢、体幹のほか、脳の運動中枢

に原因があって姿勢や運動に障害が生じているもの 

（脳原性運動機能障害）を区分するために「乳幼児

期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害（上

肢機能）」、「同（移動機能）」を設けています。乳幼

児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害

は、主に脳性まひを指しています。等級別の人数は

表２のとおりです。 

⑵ 随伴障害およびその他の留意点 

①  随伴障害 

肢体不自由が生じた原因によっては、運動機能の

障害だけではなくさまざまな障害が併せて発生する

ことがあります。たとえば、障害部位の痛覚、温・

冷感などの感覚の低下・喪失のほか、体温調節機能

の低下、排尿・排便機能の障害、てんかん発作、知

能の障害などです。また、さまざまなタイプの言語

障害を伴うこともあります。随伴障害が生じる場合

でも、その程度は人によってかなり違いがありま

す。日常生活の中で対応に気をつければよい程度の

ものもありますが、継続的に医療管理が必要なもの

や職場の中での配慮が必要なものもありますので確

認しておく必要があります。なお、医師などの専門 

2 雇用上の配慮 

⑴  基本的な考え方 

運動機能の障害はあくまでも個人の属性の一つで

す。また、障害の状況は類似していても、性格や経

験、適性、蓄積した技量、特技などは個人によって異

なります。したがって、肢体不自由者の雇用において

は、一般の場合と同様に、その人の職業的資質や資産

にまず注目することが基本となります。その上で、運

動機能障害が職務遂行上で特に制限となるのかどうか

を考えることが大切です。また、採用に当たっては、

合理的配慮としてどのような措置を講ずるかについて

十分に検討することが重要となります。 

なお、肢体不自由の原因や機能障害の種類に応じて

共通するような配慮事項もありますが、個々の違いに

ついて考慮することを忘れてはいけません。 

家に照会する際には、本人のプライバシーに十分配

慮しなければなりません。 
②  障害の予後と二次障害の防止 

肢体不自由の障害は程度が変化しない固定的なも

のが多いのですが、進行性・変動性の病気が原因と

なっている場合は障害の変化や進行を想定する必要

があります。また、障害によっては、身体的な負荷

が長期間加わることで関節などに二次的な不調が生

じることがあります。過重な負荷とならないよう作

業内容・時間などについて配慮を行うことや定期的

な受診によって予防することが肝要です。また、休

日・就業時間外の十分な休養のほか、スポーツなど

を通じた健康の維持・増進が特に推奨される場合も

あります。 
③  障害発生の時期による影響 

肢体不自由は先天的（出生前の受障）にも後天的 
（出生後の受障）にも発生します。先天性など早期

に障害が発生した場合には、障害を補うための動作

が熟達する反面、社会生活・日常生活上での諸々の

経験の幅・蓄積に影響が生じる場合があります。ま

た、成長後に障害が発生した場合には、自分の障害

を受け容れること、生活や仕事などの将来設計を切

り替えることなどの多大な心理的負担を経験するこ

とが少なくありません。 

 

 

 

 

 

⑵ 職種や職務内容についての考え方 

①  残存能力の活用 

障害の部分に注目するあまり、できないことばか

りが目についてしまうことがありますが、職業活動

は人間の能力のすべてを使うわけではありません。

非障害部位を使って仕事をすることは可能です。ま

た、運動機能に制限があるとしても、一部に可能な

動作が残っていることも少なくありません。非障害

部位の活用はもとより、治工具・補助具なども活用

しながら障害部位の残された動きを補助的であって

も有効に使うことができるよう配慮する必要があり

ます。 
②  職種・職務内容の調整 

原則として、障害の有無のみによって配置を決め 
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ることは不適切です。合理的配慮を行った上で、労

働能力を適正に評価することが前提となります。そ

の上で、柔軟に検討するのが望ましいと言えます。

たとえば、空席のある職種の職務要件に適する人を

選別するのではなく本人の能力に適する職種を選択

的に探すこと、既存の職種内容を固定的に考えるの

ではなく職務内容を組み合わせや工程を変えるなど

によって遂行可能な職務に再構成するなどです。 

⑶ 設備の改善・補助具の活用 

肢体不自由者の動作上の制限を補うために、状況に

応じて設備の改善・補助具の活用などの合理的配慮が

求められます。これらは生産性に関係するだけではな

く、職場適応を進める上においても重要なポイントと

なります。たとえば次のようなものがあります。 

◦細かな動作ができないなどの制限を補うために、機

械化、治工具・補助具を使用する。 

◦ 車いすを利用したままで作業する場合などの作業姿

勢の制限を補うために、作業台・机の高さの調整、

配置の変更を行う。 

◦ 下肢障害者の移動上の制限を補うために、通路を整

頓する、作業座席の配置を工夫する、手すりをつけ

る、スロープを設置する、エレベーターを活用する。 

◦ トイレの改造や洗浄便座の導入、通勤に自動車を使

用する場合には駐車場を確保する、体温調節が難し

い場合などで室温調整に留意したり体温調節しやす

い服装の着用を認める。 

⑷ 通勤・体調管理等への配慮 

車いすを利用する下肢障害者や体力に制限がある障

害者などでは自動車通勤となることが多くなります。

交通事情などのために通勤の負担が強くなる場合に

は、時差出勤や在宅勤務の検討が望まれます。 

また体調や通院に配慮した休暇休憩も考慮する必要

があります。 

⑸ キャリア・技能の向上についての配慮 

研修先の物理的環境の問題からOFF-JTの機会が限

られることがないよう代替手段を含めて配慮する必要

があります。 

⑹  精神面への配慮 

職場適応を促進するためには、物理的な環境の整備

のほか、精神的な側面への配慮や対応が非常に重要で

あることは言うまでもありません。障害者それぞれの

個性や事情のちがいがあるため、対応はケースバイケー

スで考えなければなりませんが、障害者を採用する組

織が共通して配慮すべき点には、障害者の不安や遠慮

及び希望への対応と、個人尊重の姿勢があります。新

規に採用される場合であっても在職中に受障した場合

でも、職場の要求水準を満たすような仕事ができるか、免

職（解雇）されないか、同僚との人間関係を（再）構

築できるか、迷惑をかけないかなどの不安が強くなり

がちです。また、遠慮があり配慮して欲しいことを言

い出せないこと、逆に何かの配慮を提案された時に本

当は必要がない場合でも言い出せないことがあるかも

しれません。このような心理を理解することがまず重

要になります。また、一緒に働く同僚に対する配慮や

理解を促すことも重要な合理的配慮になります。設備

の改善等を行った場合、その障害者のためだけに特別

の配慮をしているという不満を同僚が持つことがない

よう、事前にあるいは普段から障害者に対する理解や

配慮を促すような働きかけが望まれます。また、人事

担当者や受入部署の職員など一部の人の努力だけで職

場適応の促進を図るのではなく、障害者、人事担当者、

同僚が相互に立場を理解し合うことができるよう、フォ

ーマル、インフォーマルなさまざまな機会を日常的に

活用していく工夫が大切です。 

⑺ 重度障害者、重複障害者への配慮 

脳性まひ、脳血管障害、頚髄損傷に代表される中枢

性の障害は、障害部位の範囲が広く、重度障害になり

やすいことに加え、随伴障害を生じることも多くなり

ます。また、肢体不自由の程度は軽いものの、採用に

あたっては知覚や認知等の随伴障害に関する配慮が欠

かせない人もいます。このような重度障害者、重複障

害者の場合には個別的な配慮が一段と必要となりま

す。詳しくは第２章「障害者の雇用管理上の留意点」

の第６節「障害者の健康と安全」や第３章「障害別に

みた特徴と雇用上の配慮」の第８節「その他の障害

者」の「２   高次脳機能障害」をご参照下さい。 

（倉本義則） 
 

 

〈注〉厚生労働省において所要の修正を加えております。 
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標準型 

自走式・後輪駆動型。長時間の使用が考えられるため、疲れにくいこと、乗降（移乗）
性がよいことが望まれる。 

屋外用は、坂道、段差、悪路等が想定されるため、操作性、安定性がよく、強度が高い 
ことが求められる。大きめのキャスターが用いられる。 

スポーツ型 
使用者の身体サイズやスポーツ能力に合った、動きやすいものであることが望まれる。

軽量で高強度。駆動輪にキャンバー角をつけ、安定性と旋回性の向上を図っている。個々 
のスポーツの特徴が加味されている。バスケットボール用、テニス用等がある。 

介助用 
介助者が介助、操作しやすい機能を備えていることが望まれる。標準型よりも小径の大

輪車とキャスターから構成されているもののほか、4輪ともキャスターを取り付けた簡易型 
もある。介助者用のパワーアシスト機能が付加されたものもある。 

片手操作型 
片まひ者用。ハンドリムが健常側に２本あり片側で左右の車輪が個別に操作できる。駆 

動レバーを進行方向に倒すだけで操作できるタイプもある。 

リクライニング型
ティルト型 
リフト型 

背もたれの角度が自由に調節できるタイプ。その他、座面と背もたれ角度を保持したま
ま角度を調節できるティルト型や、ティルト機能とリクライニング機能の両機能がついて
いるティルト・リクライニング型、ベッドや床への移乗を容易とするため上下昇降機能が 
付いたリフト型がある。 

スタンドアップ型 
アームレストに付いているレバーを握り、使用者がプッシュアップするとバックレス

ト、シート、フットレストが連動して動き、立ち上がる機能をもつタイプ。手動式のほか 
電動式もある。 
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3 義肢・装具・車いす 
 

義肢・装具・車いす等の補装具は、運動機能障害を

もつ肢体不自由者の機能を補完代償し、作業や移動等

を支援する重要な役割を担っています。眼鏡や補聴器

等、肢体不自由以外の身体障害者用の補装具もありま

すが、ここでは、義肢・装具や車いすの種類と特徴に

ついて述べます。 

⑴  義肢 

義肢は、切断等により四肢の一部を欠損した場合

に、元の手足の形態又は機能を復元するために装着、

使用する「人工の手足」と定義され、上肢切断者用の 

義手と下肢切断者用の義足があります。 
また、その構造によって殻構造義肢と骨格構造義肢

があります。 

⑵  義手 

人間の生活は上肢の操作能力に大きく依存してお

り、上肢を失うことは日常生活・社会生活上の大きな

障害になります。手の機能は物の表面の微妙な感触を

とらえたり、細かい仕事をしたり、重い荷物を持ち上

げたりと多様であり、その機能を完全に代替する義手

の開発は容易ではありませんが、いろいろな義手が実 

表３  車いすのタイプと特徴 

レディメイド型 
車いす専門店、介護用品店、デパート等で市販されている標準規格既製品の車いす。価 

格的に購入しやすい。 

モジュール型 
あらかじめ製作された部品の組替えにより、より短納期で、より本人の障害程度に適合 

した車いすを製作するシステム。購入後の身体条件の変化にも対応可能。 

オーダーメイド型 
利用者の身体条件に合わせて採寸し製作するので、身体への適合度が優れている。一般 

には、医師等の処方で義肢製作所や車いすメーカーが製作する。 
 

 

電動車いす 
バッテリーをもち、モーターで駆動する車いす。手動車いすを操作する駆動力がない人

が利用する。ジョイスティック操作により制御する。 走行速度は4.5km/hと６km/hが規 
定されている。 

ハンドル式電動 
車いす 

高齢者用の電動車いすのイメージがあり、シニアカーとよばれている。ハンドル方式で 
操作方法がイメージしやすい。 

パワーアシスト型 
補助動力付き車いす。悪路や坂道走行、段差乗り越え等で大きな駆動力が必要なとき電 

動補助力でパワーアシストする車いす。 
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跳 

図１  標準的な車いすの各部の名称 
 

 

用化されています。 
義手は切断部位によって肩義手、上腕義手、肘義

手、前腕義手、手義手などがあります。また、その使

用目的によって装飾用、作業用、能動式、動力式など

があります。 

⑶  義足 

下肢は身体を支え、歩行する機能をもっています。

上肢のように細かい操作を要求されることはありませ

んが、大きな荷重に耐える機能が要求されます。義足

は切断端に装着され、前述の二つの機能を受け持ちま

すが、それだけではなく、腰掛けたり、座ったりと

いった、さまざまな活動に対応できるものでなければ

なりません。 

義足は外観よりも作業に主眼をおいた作業用義足

と、日常生活で使用するための機能と外観を整えた常

用義足に分けられます。また、切断部位によって膝か

ら下の下腿義足、膝から上の大腿義足、股関節の機能

を失った場合の股義足などがあります。 

⑷  装具 

装具は、四肢や体幹の機能障害の軽減を目的として

使用する補助器具として定義され、治療のために使用 

する医療用装具（治療用装具）と、治療が終わり、機

能障害が固定した後に変形の防止や日常生活動作の向

上のために使用する更生用装具があります。 

一般的に装具は、その対象部位により、上肢装具、

体幹装具、下肢装具に分類されます。 

⑸  車いす 

車いすは、歩行が困難な人が移動を目的として使用

する機器で、その名のとおり「車の部分（移動機能）」

と「いすの部分（座位保持機能）」から構成されてい

ます。車いすは補装具として位置づけられており、処

方は医師が行うことになっています。下肢が不自由な

方が主な対象ですが、心臓に障害を持っている方で長

時間の歩行が困難な方なども利用することがありま

す。なお、介護保険制度により高齢者が福祉用具貸与

として利用する車いすについては、医師の処方は不要

です。 

車いすの技術的進歩は著しく、アルミ合金製フレー

ムの実用化を契機に車いすの軽量化が進んだり、モー

ターを駆動輪に組み込んだ簡易型電動車いすや補助動

力付き（パワーアシスト型）車いすが開発され、普及

しています。さらに、モジュール型車いすが普及し、

試乗してみて不具合な点を短時間で手直しすることが 
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可能になり、最適な車いすを取得しやすくなりました。 
①  車いすの種類と特徴 

ひと言で車いすといっても実際にはたくさんの種

類があります。手動型と電動型、自走用と介助用、

レディメイド型とオーダーメイド型等がありますの

で、そのタイプと特徴を表３に示します。また、標

準的な車いすの各部の名称を図１に示します。 
②  車いす使用者が働きやすい職場環境 

車いす使用者には次のようなハンディキャップが

あります。 

ア 場所によっては（部屋や廊下幅の狭さ、段差

等により）自由な移動が制限されます。 

イ   座位のままのため手の届く範囲が限られま

す。（床のものを拾いあげたり、高い棚のファ

イルを出したりすることは難しいなど。） 

ウ 通常、車いすの高さは固定されているため作業

姿勢の高低の調節が難しいです。 

ハンディキャップを解消し、働きやすい職場環境

にするためのポイントを次に示します。 

ア 車いすの通行には90㎝以上の幅が必要です。

イ  段差はなるべく解消し、あっても２㎝以下に 

します。 

ウ  扉は自動ドアか、引き戸にします。 
エ  手の届く範囲は上方で床上約150㎝、下方で床

上約40㎝が目安となります。作業に必要な器材

や部品の配置は、レイアウトや収納箱の角度等

の工夫が必要です。またリーチャーなどを利用

すると手の届く範囲が広がります。 

オ 機械等の操作位置が高すぎたり低すぎたりする

と、無理な姿勢で作業することになりますから、

通常の車いす座位姿勢で無理なく作業ができる

高さに工夫することが必要です。高さの調節に

は、作業台を置いたり、機械を床に埋め込んだ

り、座面昇降式の車いすや立位がとれる車いす

を使用します。 

（髙木憲司） 

【参考文献】                   １）

大川嗣雄ほか「車いす」医学書院，1987.    ２）神

奈川県労働部編「身体障害者の雇用促進のため 

に：作業工程分析と職場施設改善」 
３）労働省，日本障害者雇用促進協会「障害者雇用事

業所における施設設備の改善に関する研究」平成２

年度研究調査報告書-10，No.16. 

４）労働省，日本障害者雇用促進協会「障害者雇用事

業所における施設設備の改善に関する研究Ⅲ」平成 

４年度研究調査報告書-４，No.22. 

 

 

 

◇◆◇  肢体不自由者の雇用事例（製造業） ◇◆◇ 

～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～ 

 

肢体不自由のある社員を雇用した後は、当該社員の声を聴きながら、環境整備を進めた。 
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2第 節
視覚障害者

図２　ランドルト環と視距離・視角の関係

7.5mm 

1.5mm 

視距離 5m

視角 1分 

1 視覚障害とは

視覚障害には、視力が全くない全盲の状態と、視機
能が低下して日常生活や勤務等に支障をきたすロービ
ジョン（弱視）の状態があります。ロービジョンにお
いても視力や視野などの違いにより、その見え方はさ
まざまです。

視覚の機能には、形態覚、光覚、色覚などがありま
す。視力は形態覚の機能を表すための指標として用い
られています。視力が低下するということは空間の解
像度が低下することで、形の識別が難しくなります。
光覚の機能が低下すると、明るさや暗さへの対応が困
難になることがあります。また、コントラストが低下
することで文字の読み速度が低下することもありま
す。色覚に障害がある場合は、コントラストの差が低
い色の間での判別ができなくなることがあり、カラー
資料の中の必要な情報を見落としてしまうことがあり
ます。

⑴　視覚の機能

図１に目の構造を示しました。カメラに例えると、
角膜と水晶体はレンズで、虹彩が絞り、網膜がフィル
ムとなります。外界の物体から到達した光は、角膜と
水晶体で屈折して、網膜に結像します。網膜上で結像
した情報が視神経を介して脳の視覚中枢に伝達され、
物体として認知されます。網膜上の結像がピンボケの
場合は、視覚中枢からピンボケの指令が出て、毛様体
が働き水晶体の厚さを調節することでピントを合わせ
ています。遠くを見る場合には毛様体が緩まり水晶体

が薄くなることでピントを調節します。一方で、近く
を見る場合には毛様体が収縮して水晶体を膨らませる
ことでピントを調節しています。老化により水晶体が
硬くなると毛様体によるピント調節力も衰えるために
近くが見えにくくなります。　

⑵　視力とその障害

視力は視標が網膜に結像する部分により変化しま
す。網膜の黄斑部に結像したときの視力を中心視力と
いいますが、このときの視力が最も高いです。従っ
て、網膜の黄斑部に障害がある場合には視力は低くな
ります。視野の周辺部分に結像したときの視力を周辺
視力といいますが、この部分の視力は低いです。網膜
の黄斑部には錐体細胞という視細胞が配置されている
ために視力が高くなっています。錐体細胞は明るいと
ころで機能し、また、色を感じることができます。視

図１　目の構造
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野の周辺部分には杆体細胞という視細胞が配置されて
いるために視力は低くなります。杆体細胞は暗いとこ
ろで機能し、色の判別はできません。物体の判別が
やっとできる程度の薄暗闇で見る景色は色の情報が欠
落した白黒の世界になります。

通常の視力は中心視力のことをいい、片眼ずつ測定
します。また、眼鏡やコンタクトレンズで矯正した後
の視力を対象として視覚障害を判定します。眼鏡やコ
ンタクトレンズで矯正して身体障害者福祉法で定める
以上の視力が得られる場合は、裸眼視力が0.1あるい
はそれ以下であっても、視力に障害があるとはいえま
せん。

視力が低下すると空間の解像度が低くなり形の識別
が難しくなりますが、その視力を測定するために文字
や記号などの視標が用いられます。わが国でよく用い
られているのはランドルト環です（図２）。ランドル
ト環は、直径7.5mm、線の太さ1.5mmの環で、1.5mm
四方の切れ目があります。この視標を5mの距離から
見て、1.5mm四方の切れ目が認識できれば視力1.0と
なります。このときの切れ目の幅を角度で表し、その
角度は視角1分となります。視角1分は60分の1度で
す。角度を用いることで測定距離が変わっても同じよ
うに視力を測定することができます。例えば、測定距
離2.5mで上記の視標を認識できた場合の視角は2分と
なるので、視力は1.0の半分の0.5となります。

眼で物体を見た時の光の結像の様子を図３に示しま
す。眼球における光の入射位置の角膜から網膜までの
距離を眼軸といいます。入射した光は角膜と水晶体で
屈折し、網膜で結像します。図３(a)のように正しく結
像している場合、すなわちピントが合っている場合を
正視といいます。図３(b)のように網膜の手前で結像
している場合は近視です。眼鏡やコンタクトレンズ等
の凹レンズによる調整で結像位置を網膜側に移動させ
ることによりピントが合うようになります。逆に、遠
視の場合は光の結像位置が網膜の後方になるので、老
眼鏡等の凸レンズによって結像位置を短縮して網膜で
結像するように調整することでピントが合うようにな
ります。

視距離を短くして視対象に近づいていくと、その網
膜像も大きくなり、近づいた分だけ大きく見えます。
視力が低い場合は視対象に顔（眼）を近づけて見るこ
ともあります。しかし、視距離を短くしても十分な大
きさを得られない場合や、眼を近づけられない場合
は、視対象を何らかの方法で拡大しなければならない

です。視対象そのものを拡大して見る他に、遠方の視
対象を拡大するのには単眼鏡を使用したりします。手
元近くの視対象を拡大するためには、レンズや拡大読
書器を用いたりします。

⑶　視野の障害

正面の１点を見つめて、眼を動かさないで見える範
囲のことを視野といいます。視野の障害は、それが欠
損している部分により全く異なった様相を見せます。
視野の範囲が外側から欠損して中心部分の視野が残っ
ている求心性視野狭窄、視野の中心部分が見えなくな
る中心視野欠損などがあります。

①　求心性視野狭窄

代表的な原因疾患として挙げられるのは、網膜色
素変性症と緑内障です。網膜色素変性症では、視野
の周辺部分から見えなくなり、欠損部分が中心に向
かってゆっくり進んでいきます。周辺視野の網膜上
には杆体細胞が配置されており、この杆体細胞は暗
いところで機能します。一方、中心視野に配置され
ている錐体細胞は明るいところのみで機能し、暗い
ところでは機能しません。したがって、周辺視野が
欠損すると夜盲になります。網膜色素変性症では、
視野欠損がゆっくり進むため夜に見えづらくなって
から初めて自覚する場合も少なくありません。

緑内障は眼圧が高くなり、視神経乳頭の部位で視
神経が圧迫されることにより視機能が低下します。

図3　正視・近視・遠視とその結像の様子

眼軸

(a) 正視

眼軸

(b) 近視

眼軸

(c) 遠視
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典型的な例では、輪状の暗点が出て、次第に周辺が
見えなくなり、中心部とその周辺に少し視野が残り
ます。

求心性視野狭窄の読みについてですが、視野の中
心部が正常であれば読みへの影響は比較的少ないで
す。しかし、視野が狭いため、行末から次の行の文
頭を見つけたり、ページのレイアウトを把握したり
という探索作業については著しく困難になります。
歩行に関しては、一般に視野が10度を切ると困難が
生じると言われています。視野が狭いため横方向か
らの人や車などの往来に気付きにくくなったり、曲
がり角や目印の探索に困難が生じたりします。
②　中心視野欠損

代表的な原因疾患として加齢黄斑変性症が挙げら
れます。中心視野の部位である黄斑部の機能が下が
り、中心視野に欠損が起こった状態になります。通
常の見る動作においては、視対象を視野の中心でと
らえて固視することを特に意識せずにおこなってい
ます。このように無意識のうちに中心視野で視対象
をとらえるのですが、その中心視野が見えない、あ
るいは見えにくい状態なので、読みと顔の認知に困
難が生じることになります。読みについては、視力
の高い中心視野に欠損があるために、周辺視野を活
用して文字を読む必要がありますが、周辺視野の視
力は中心視野に比べて低いため、視対象に極端に接
近する必要のある場合があります。欠損していない
周辺視野の部分で視対象をとらえる訓練がおこなわ
れることもあります。移動については、中心視野の
欠損のみによって移動が困難になるという事例はほ
とんどありません。

⑷　明順応と暗順応の障害

眼では、適度な明るさで視対象が結像するように、
虹彩が網膜に入る光量を調節しています。カメラでい
う絞りの機能と同等です。虹彩に病変があれば光量の
調節ができず、明るすぎてまぶしい、あるいは暗すぎ
て見えにくいといったことが起こります。角膜混濁や
白内障などにより、角膜や水晶体などの光が透過する
部分に混濁が生じると光が散乱し、まぶしさを感じる
こともあります。

このように適度な光量の調節ができなくなると、文
字の輝度のコントラストの低下が起こり、読みに支障
が出てきます。コントラストが低くなるに従い読むこ
とのできる文字サイズが小さくなっていきます。淡い

配色によるコントラストの低い文字は、視覚正常の人
であれば読むのに支障のない範囲であっても、光量の
調節機能が低下しているロービジョン者では読むこと
が難しくなることがあります。勤務する上では、カ
ラーがふんだんに用いられた資料を取り扱う機会があ
りますが、輝度コントラストの低い色の組み合わせが
ある場合には、文字や図などの情報が背景色に埋没し
てしまうこともあります。

照明の状態も読みに大きく影響することがありま
す。網膜色素変性症の場合、杆体細胞が配置されてい
る領域の視野が欠損していると夜盲となり、照明が低
下するとほとんど見えない状態になります。また、見
えにくいために目を近づけて見ると、頭の影が出来て
見えにくくなることがあります。このような場合、一
定の明るさが確保されるよう、影などができないよう
に照明に配慮する必要があります。一方、白内障など
で光が透過する部分に混濁があると、蛍光灯の明かり
や窓から入ってくる日光等の光により眩しさを感じ、
コントラストが低下することがあります。このような
場合、ブラインドやカーテンなどにより窓から入って
くる光を調節したり、照明を調節するなどの配慮が必
要になります。

⑸　色覚の障害

色覚は錐体細胞が担当しています。赤・緑・青それ
ぞれに対応する３種類の錐体細胞があります。例え
ば、赤に対応する錐体細胞では、赤い色に対応する波
長領域の光を受けると錐体細胞の受容器が反応しま
す。その結果、錐体細胞が興奮し、その情報が視覚中
枢に伝達されます。３種類の錐体細胞の興奮の度合い
により視対象の色が知覚されます。杆体細胞は周辺視
野に多く分布し、光の有無を感じるだけで色の識別は
できません。錐体細胞の機能が低下すると杆体細胞の
影響により全体的に色が白っぽくなったり、黒っぽく
なったりします。また、眼の状態により実際の色とは
違う色として認識している場合もあります。このよう
に、残存する錐体細胞の機能と杆体細胞の影響によ
り、色の知覚が難しくなったり、実際とは違う色に知
覚されたりします。

以上のように、視覚障害を考える上では、視力のみ
ならず視野についても考慮する必要があります。視野
障害の有無とその部位により、視覚障害のタイプも変
わってきますし、それに伴い配慮すべき事項も変わっ
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てきます。コントラストの低下や錐体細胞の状況によ
り、文字色と背景色との間の判別や色そのものの識別
が難しくなったりもします。身体障害者福祉法では、
視覚障害等級を視力の値と視野障害の程度によって定

めています。しかし、視覚障害の障害等級と実際の見
え方が対応しないこともあります。勤務の現場では、
個々人の眼の状態に合わせた状況の把握や配慮が必要
になります。

2 全盲・ロービジョン（弱視）者の利用する情報形態とPCの利用

全盲とは視力がゼロで、光覚もない状態をいいま
す。また、光覚ないし何らかの保有視力がある状態を
ロービジョン（弱視）といいます。視覚障害者全体に
占める全盲者の割合は、わが国ではおよそ20%、米国
では15%といわれています。視覚障害者の多くは視力
を有しており、さらにその多くは適当な支援機器を利
用すれば文字の読み書きなどが可能な人々であるとい
うことです。

視覚障害者の雇用上の配慮事項を考える場合、保有
視力の有無、特に文字の読み書きができる視力の有無
によって、その対応は異なります。ここでは、視力ゼ
ロで光覚もない厳密な意味での全盲に加えて、多少の
光覚はあるが、種々の支援機器を使っても残存視力で
は文字の読み書きができない人を含めて全盲としま
す。このような全盲者にとって重要な情報の形態は、
聴覚情報と触覚情報です。一方、支援機器を活用する
ことで残存する視力により文字の読み書きが可能な場
合をロービジョンとします。ロービジョンでは主に視
覚情報を活用します。近年では、視覚障害者が勤務す
る事務的職種やシステムエンジニア（SE）等の技術
的職種を中心として、多くの場合でPC（パーソナル
コンピュータ）の利用が必須となっていますが、PC
の利用についても、文字の読み書きができる視力の有
無によって対応が異なります。

⑴　全盲者の利用する情報形態と PC の利用

全盲者の場合は、視覚情報を利用することができな
いので、それを聴覚情報や触覚情報で代替しなければ
なりません。全盲者の情報伝達手段としては、まず初
めに点字を思い浮かべる人が多いと思います。点字は
大変重要なコミュニケーション手段ですが、すべての
全盲者が点字使用者ではありません。点字の習得は、
中途視覚障害にとって容易ではありません。特に中高
年で失明した人々にとって社会生活、とりわけ勤務の
場面で実用的に点字を取り扱うレベルに達することは
並大抵ではありません。点字が十分に使用できるレベ
ルにない場合は、音声情報が最も重要な情報となりま

す。一般に文字を読みながら熟考するような場合には
流れていく音声情報に比べ、能動的に読み進めること
のできる点字や普通文字の方が望ましいといわれてい
ます。

全盲者のPCの利用についても、視覚情報の替わり
に聴覚情報や触覚情報を利用します。聴覚情報の利用
の代表的なものはスクリーンリーダー（画面読み上げ
ソフト）です。PCの画面のテキスト情報を読み上げ
させることによりPCを操作します。文字の詳細読み
の機能があるので漢字や記号の詳細の確認もできま
す。文字入力についても、この詳細読みの機能により
同音異義語などの区別をつけることができます。この
ように、全盲者でもPCを活用することで電子化され
た情報にアクセスすることができます。また、PC上
においては、全盲者でも普通文字を扱うことができま
す。スクリーンリーダーの詳細については後で述べま
すが、ワープロソフト、表計算ソフト、プレゼンテー
ション用ソフト、データベースソフトなどが利用でき
ます。また、メールやインターネットの利用が可能で
すし、範囲は限られますが各種プログラミング言語の
利用が可能です。触覚情報の利用の代表的なものは点
字ディスプレイです。スクリーンリーダーの点字ディ
スプレイ表示機能により画面情報を点字で表示しま
す。基本的には、スクリーンリーダーで読み上げるこ
とのできる情報と同等の情報が点字ディスプレイでも
表示されます。スクリーンリーダーによる音声読み上
げと点字ディスプレイの併用も可能です。一般的に
は、メールアドレスや数式、そしてプログラミング言
語を取り扱う際には、音声読み上げよりは点字ディス
プレイを利用する方が速く正確に確認することができ
ます。また、電話で通話中のときなどでは、会話のた
めに聴覚情報を利用するので、点字ディスプレイを利
用してメモをしたり、電話相手に関する情報などを調
べたりすることができます。特に、電話での対応が多
い場合は点字ディスプレイの利用は効果的です。

このように全盲者でもPCを利用してかなりの範囲
の仕事ができますが、画像情報の取り扱いは現状でも
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困難な状況にあります。昨今、PC上や業務の上で配
布される資料には図や写真などの画像情報がふんだん
に用いられるようになりましたが、全盲者には画像情
報の理解が困難です。このような画像情報の取り扱い
に対処することが、全盲者の勤務を推進する上での課
題でもあります。

⑵　ロービジョン者の利用する情報形態とPC の利用

ロービジョン者は、主に視覚情報を利用し、普通文
字を取り扱いますが、一口にロービジョンと言って
も、その見え方は様々です。必要に応じてロービジョ
ン用レンズなどを用いるだけで文字の読み書きができ
る場合もありますし、常に拡大読書器を必要とする場
合もあります。視力や視野などの関係で一概には言え
ませんが、適切な支援機器を活用することで図形情報
を扱うこともできます。見え方が人によって違うの
で、その人の視力、視野、適切な光量、色の見え方な
どに応じた適切な作業環境や作業内容を設定すること
でより効率的な作業を行なうことができます。

ロービジョン者のPCの利用についても、基本的に
は視覚情報を利用することになります。Windowsの
場合はOS（基本ソフト）の機能である「ユーザー補
助」で表示するテキストの大きさの設定、文字と背景
色の設定、マウスポインタの大きさの設定など各種設
定ができます。ユーザー補助の設定で間に合わない場
合は、OSの画面拡大機能を利用したり、Zoom Text
などの画面拡大ソフトを利用します。機能の詳細は後
で述べます。また、眼の疲労を妨げたり、作業の正確
性を高めるためにスクリーンリーダーによる音声読み
上げを併用する場合もあります。

⑶　スマートフォン・タブレットの利用

2007年のiPhoneの発売以来、スマートフォン・タ
ブレット等の画面を触ることにより操作を行うことが
できるタッチスクリーン端末が普及してきました。視
覚障害者への普及率は７割程度といわれています。
Android端末はTalkbackという読み上げ機能を追加す
る等の設定の必要があり、初心者には少し敷居が高い
ですが、iPhoneはVoiceOverという音声読み上げ機能
やズーム機能・拡大鏡等の画面拡大機能が標準で装備
されているので、視覚障害の初心者でも比較的使いや
すい状況です。特に全盲者の多くはiPhoneを使用し
ています。

タッチスクリーン端末では、ホームボタンや電源ボ

タン、音量ボリューム調整ボタン等と、備えられてい
る物理的なボタンはわずかで、タッチスクリーン上に
配置されたボタン等を触れるジェスチャーにより操作
します。VoiceOver等の音声読み上げ機能を利用して
操作する場合には、まず初めに画面をタッチ（触る）
ことにより画面の内容を確認します（この時点では押
された場所の内容を読み上げるだけでボタンを押して
も実行されません）。内容を確認した後にボタン等を
押す場合には、そのボタンをダブルタップ（２回連続
押し）し、実行します。ダブルタップの他にスプリッ
トタップ（実行するボタンをタップしながら他の指で
違う場所をタップする操作）という方法もあります。
なお、タップとは画面を指先で軽くつつくジェス
チャーのことです。

上記のように画面上をタッチしながらボタンやテキ
ストの内容等を読み上げ、画面上に何があるかを確認
する方法の他に、フリックという操作で画面上の項目
を移動させながら画面上の内容を確認する方法があり
ます。なお、フリックとは、画面を軽くはじくような
ジェスチャーです。指を画面に触れて、すぐに縦方向
か横方向に素早くスライドさせながら指を離します。

以上のように、隅から隅までタッチしながら画面上
のどこに何があるかを探索し確認する方法と、フリッ
クにより画面上の項目を移動させながら画面上に何が
あるかを確認する方法があります。一般的には、操作
に慣れていない画面ではフリックにより全項目をしっ
かりと確認しながら操作し、どこに何があるかよく
知っている画面ではタッチによりボタン等をすばやく
押すようにしています。このように慣れていない画面
と慣れている画面とで操作方法を使い分けている場合
が多いです。

使用可能なアプリケーションは、メール、Webブ
ラウザ、カレンダー、時計機能、地図、一般的な設定
等比較的多くのアプリケーションがVoiceOverに対応
しています。視覚障害者の歩行を支援するナビゲー
ションソフトや、カメラで写した物体を画像認識し読
み上げさせるアプリケーション等もあります。Siriと
いう声でiPhoneを操作する機能により、アラームを
設定したり、天気予報を確認したり、電話帳に登録し
てある人に電話を掛けたりと音声操作の機能を活用し
ている場合もあります。なお、スクリーンカーテンと
いう機能を使用すると、画面が真っ暗な状態での
VoiceOverによる操作が可能で、視覚障害者のプライ
バシーを確保することができます。
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このように既にスマートフォン・タブレットは視覚
障害者にも普及していて、今後は勤務の場面でも益々

活用されるようになっていくと考えられます。

3 重度視覚障害者の雇用のポイント

視覚障害者のための雇用対策では、障害等級１，２
級の重度障害者に重点がおかれています。視覚障害の
場合、左右の視力の和が0.04以下、もしくは左右の視
野がおのおの10度以内で両眼視能率の損失率95%以上
が１，２級の重度障害者です。したがって、重度視覚
障害者という場合は、全盲者と、支援機器を利用すれ
ば普通文字の読み書きが可能な重度の視覚障害者が含
まれています。ここでは、重度障害者を念頭におい
て、雇用上の配慮事項について述べます。

視覚障害者の雇用にあたっては、⑴通勤と職場内移
動、⑵コミュニケーション、⑶職種・職務内容が最も
重要な配慮事項です。

⑴　通勤と職場内移動

重度視覚障害者を雇用するにあたって、雇用する組
織や人事担当者が特に心配するのは通勤における安全
です。自宅から職場までの通勤経路を単独で安全に歩
行できるのか、交通機関の乗り換えは大丈夫か、ラッ
シュ時の混雑に対処できるのかといったことが懸念さ
れます。しかし、彼らは特別支援学校（盲学校）や視
覚障害リハビリテーション施設で歩行訓練を受け、白
杖を使っての安全な歩行技能を身につけています。一
方、歩行技能は身につけていても、全く初めての場所
を重度視覚障害者、特に全盲者が単独で歩行するのは
大変困難です。したがって、数回程度にわたって通勤
経路の確認を支援者とおこなえば、それ以後は単独で
通勤することができます。最近では、盲導犬を利用す
る人も増えています。盲導犬は主人が仕事中には、待
機場所で静かに待っています。

全盲者の職場内移動についても特に問題はありませ
ん。初めに職場内を案内し、位置や経路を確認してお
けば、その後は単独で移動できます。同僚などといっ
しょに移動したり、外出するときはガイドヘルプ（手
引き）が便利です。視覚障害者がガイドする人の肘を
軽くつかんだり、肩につかまるなどの方法でガイドさ
れることになります。狭い場所を歩行する場合は、縦
に並んで２人が１列になるようにします。慣れている
ところなら、視覚障害者は単独で移動できます。いつ
もガイドヘルプが必要という訳ではありません。

きちんと歩行技能をもつ視覚障害者の場合は移動能
力は高いので、職場内での点字ブロックの設置や誘導
チャイムの設置、トイレの改造などは必要ありませ
ん。しかし、視覚障害者が通常使用する通路には日ご
ろから物を置かないように注意する必要があります。
外に開くタイプのロッカーの扉等も、開けたままだと
ぶつかってしまうことがあります。

ロービジョン者でも、夜盲がある場合や強い視野狭
窄がある場合は、必要に応じて通勤訓練をしておくの
が望ましいです。同じ通勤経路でも昼間と夜間では明
るさや照明の状況によって見え方が変わってきます。
また、視野が狭いと横方向から来た人や物体に気付く
のが遅れてぶつかりやすくなります。周りの者がこの
点に注意する必要があります。周囲の人たちに注意を
喚起する意味で、ロービジョン者が白杖を持つのも一
つの方法です。

明順応や暗順応の障害がある場合は、照明や採光に
配慮が必要です。見え方は個人により違うので、職場
のロービジョン者に確認するとよいでしょう。階段の
ステップや段差などで、そのエッジ部分とステップと
の間のコントラストが低い場合は、ロービジョン者が
識別しにくくなります。

⑵　コミュニケーション

昨今では、視覚障害者が働く職場では多くの場合
PCが配置され職場内のネットワーク環境が構築され
ています。職場内での情報伝達のために電子メールや
グループウェア上の掲示板などを利用している場合も
少なくないです。電子メールはスクリーンリーダーで
の読み上げには問題ありませんし、グループウェアに
ついてもある程度の製品でスクリーンリーダーでの読
み上げが可能です。スクリーンリーダーが対応してい
る環境では全盲者でも問題なく職場内で伝達された情
報を確認することができます。回覧文書が印刷物の場
合は、拡大読書器等で拡大して読むことのできる視覚
障害者は問題ないですが、全盲者の場合は周囲の人が
読み上げてあげる、あるいは、電子データを別途配布
するなどの方法があります。同じ部署の人の予定につ
いても、グループウェアで確認することができます。
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同じ部署の人の予定が分かっていれば、電話の取次ぎ
も行なえますし、話しかけるタイミングをはかったり
することができます。重度視覚障害者の場合、周囲の
状況の把握がうまくいかず、どのタイミングで話しか
けてよいのかわからずに、知らず知らずのうちにコ
ミュニケーション不足に陥ってしまうことがありま
す。職場内での情報伝達と、普段からの会話によるコ
ミュニケーションが重要になります。

視覚障害者に物や場所を指し示す場合には、「こ
こ」、「そこ」あるいは「これ」、「あれ」といった指示
代名詞ではなく、具体的に何がどこにあるかを伝えま
す。また、食器の配置を示すのに、「時計の何時の方
向にある」という説明のしかたもあります。

⑶　職場と職務内容

1990年代以降のIT（情報技術）の進展と普及によ
り社会は大きく変化し、勤務環境も大きく変わりまし
た。視覚障害者の職種と職務内容もその影響を大きく
受けています。従来、重度視覚障害者の職種の一つで
あった電話交換手は、ダイアルインサービスの普及に
より雇用の場が狭くなってきています。従来、全盲者
の職種の一つであったコンピュータプログラマについ
ても、コンピュータの利用環境が、キーボードにより
テキストを主体に扱うCUI（キャラクター・ユーザ・
インタフェース）から、マウスにより画面上のオブ
ジェクトを操作するGUI（グラフィカル・ユーザ・イ
ンタフェース）に変わり、視覚的な処理の比重が大き
くなったため全盲者がコンピュータプログラマとして
活躍できる場が狭くなっています。一方、インター
ネットの普及に伴いホームページの利用が進み、
Webアクセシビリティの診断という職種が全盲者の
職種の一つとして広がり始めています。

ここでは、Webアクセシビリティ診断、事務的職
種、ヘルスキーパーの職場と職務内容について述べて
いきます。

①　Webアクセシビリティ診断

インターネットが普及し、多くの人がWeb（ホー
ムページ）を利用するようになりました。今や仕事
の上でも日常生活の上でもWebの利用は欠かせな
いといえます。Webが一般に普及するに伴い、障
害者を含めすべての人がWebを利用できるように
する取り組みとしてWebアクセシビリティの概念
が提唱され、そのための規格が整備されてきまし
た。わが国においても、2004年６月にWebアクセ

シビリティがJISの規格として制定されています。
Webアクセシビリティとは、高齢者や障害者が
Webのコンテンツ（ホームページの内容）にアク
セスし、そこから情報を取得し、操作することがで
きることをいいますが、実際には高齢者・障害者が
情報取得しづらい、操作しにくいというページも少
なくありません。このようなWebページに対して、
Webアクセシビリティの達成度を診断し、その結
果、WebアクセシビリティのJIS規格を満たすWeb
ページに作り替えるのが、Webアクセシビリティ
診断の職務となります。JIS規格には強制力はあり
ませんが、工業標準化法により国や地方公共団体は
JIS規格を尊重しなければならないと定められてい
るので、府省や自治体がウェブサイトを外部から調
達する際にはWebアクセシビリティのJIS規格に対
応している必要があります。このことによりWeb
アクセシビリティの診断とそれに基づくWebペー
ジの修正という業務が形成されました。現在では、
このJIS規格への対応が一般企業にも広がってきて
います。

Webアクセシビリティの診断業務は、JIS規格等
の取り決めが守られているかを診断し、その結果に
基づきWebページに改良を施すという手続きをと
ります。診断プログラムにより自動で処理できる部
分はありますが、どうしても人間が確認しなければ
ならない箇所もあります。特に、スクリーンリー
ダーへの対応としてJIS規格で制定されている項目
についての診断は、スクリーンリーダーに精通して
いる全盲者が適しています。このような職務を遂行
するにあたっては、Webアクセシビリティに関す
る知識を持つことは当然として、その他に、Web
ページの記述言語であるHTMLや動的なWebペー
ジの構築に用いる言語であるJavaScriptなどWeb関
係の言語の習得が必要となります。

Webアクセシビリティの診断業務における全盲
者の勤務はまだ広がり始めた段階ですが、ITのさ
らなる進展や高齢化により、これからの成長が期待
されます。
②　事務的職種

オフィスのIT化が進んだ現在では事務的職種に
おいてもPCの利用は必須です。ワープロソフトや
電子メール、インターネットの利用はもちろんのこ
と、Excelなどの表計算ソフトやPowerPointなどの
プレゼンテーション用ソフトも業務の上で利用する
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のが当たり前の状況です。
これらのソフトの中でのテキスト情報の取り扱い

は問題なく、全盲者単独での業務遂行は可能です
が、写真や図等の画像については、全盲者では扱う
ことができないので、周りの人の手助けが必要にな
ります。

昨今では、マイクロソフト社のAccess等のデー
タベースソフトにより小規模なデータベースを構築
するような業務や、マクロ言語の記述によりExcel
の自動処理を行なう業務なども事務的職種の一部と
なっている場合もあります。事務的職種においても
ある程度PC操作のスキルが要求されるようになっ
てきています。

全盲者の電話での対応では、PCを操作しながら
相手と会話する必要があります。その際、スクリー
ンリーダーによる音声読み上げでは、電話と同じ聴
覚情報を用いることになるので、通話とPC操作を
同時に行なうのが難しくなります。その場合には
PC操作の際に点字ディスプレイを使うことで、通
話とPC操作を同時に行なうことができます。
③　ヘルスキーパー

理療（あんま・マッサージ・指圧、鍼、灸）は三

療ともいわれ、わが国の視覚障害者の伝統的な職業
です。また、就業する視覚障害者の中で三療に従事
する人が最も多いです。この長年にわたって蓄積さ
れてきた知識と技術を活用して、企業の従業員の疲
労の回復、心身のバランス調整、健康の増進にあた
るのがヘルスキーパー（企業内理療師）です。厚生
労働省、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構をはじめ関係団体の努力によって、ヘルスキー
パーを導入する企業が増えています。ヘルスキー
パーとして雇用される人は、特別支援学校（盲学
校）や専門養成施設での教育を受け、国家試験合格
後、病院や治療院で実務経験を積んだベテランも少
なくありません。設備は大がかりなものは必要な
く、医療用ベッドと簡単な治療機器をそろえれば十
分といわれています。

ヘルスキーパーの職場でもIT化が進み、多くの
職場で予約管理や業務日誌等の予定管理・文書処理
をPCで処理するようになってきています。PCの操
作スキルも要求されますが、多くの場合は基本的な
操作ができれば十分な状況です。

4 継続雇用・職場適応援助者（ジョブコーチ）

視覚障害者の多くは中途障害者のため、その対策が
欠かせません。その場合、まず大事になるのが在職中
に中途で障害を負った中途視覚障害者の雇用の継続を
図ることです。

中途視覚障害者の雇用継続を考える場合には、様々
なことを検討しなければなりません。これまでの業務
経験や技能・技術を生かしてどのような職務を遂行で
きるか、そのために必要な支援機器は何か、歩行や点
字の訓練の必要性などを検討する必要があります。

最近では、このような専門家として職場適応援助者
（ジョブコーチ）が注目されています。職場適応援助
者（ジョブコーチ）は、障害者の職場適応が円滑にお
こなわれることを目的として、職場に直接出向き、本
人や会社に対して作業遂行や職場内のコミュニケー
ションの向上支援、職務内容の設定に関する助言をお
こなう人です。ヘルスキーパーや事務的職種の新規雇
用における職場適応援助者（ジョブコーチ）による支

援もおこなわれていますが、雇用継続や復職のための
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援も行なわ
れています。視覚障害そのものや、訓練・支援の制度
に疎い中途視覚障害者とその職場にとって、このよう
な専門家の支援を受けられることは心強いです。

国及び地方公共団体の場合、職場適応援助者（ジョ
ブコーチ）による支援を受けることはできませんが、
国の機関❶においては、職場適応援助者（ジョブコー
チ）に類する専門家として労働局又はハローワークに
配置された職場適応支援者を利用することで同様の支
援を受けることができます（第２章第３節５参照）。

実際の支援の例は次のようになります。現状把握と
復帰に向けた計画策定の助言、歩行訓練等の諸手続き
の支援、勤務に向けた諸手続きの支援、復帰後の課題
点の把握とそれへの対応が、時系列で示した支援の例
になります。

職場定着に向けて障害特性を踏まえた雇用管理をど

❶　地方公共団体については、国の機関の支援に支障のない範囲で活用することが可能です。
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のようにしていくべきか、業務内容の設定をどのよう
にしたらよいかというように、中途視覚障害者本人の
みならず雇用する側もいろいろと悩みを持つ場合が少

なくありません。このような問題解決のために専門家
が職場に入っていき、系統的な就労支援をおこなうこ
とが重要になります。

5 就労支援機器・ソフト

これまで視覚障害者の職務におけるPCの利用につ
いて述べてきましたが、ここでは個別の就労支援機
器・ソフトの詳細について述べたいと思います。

⑴　拡大読書器

印刷物や写真等を拡大して画面に表示する機器で
す。ビデオカメラで撮影した画像をモニタ画面に表示
します。拡大倍率は、２倍程度から40倍、あるいはそ
れ以上で表示します。通常のカラー表示の他に、モノ
クロ表示や、それを反転させた白黒反転表示の機能も
あります。拡大読書器とPCの画面を切り替えて表示
したり、画面を分割し、両方の画面を表示させること
もできる機種もあります。

卓上型（「据置型」ともいう。）の他に、持ち運びが
可能な携帯型の拡大読書器も販売されています。出張
や会議が多い場合、複数の場所で仕事をする場合に便
利です。

⑵　画面拡大ソフト

PCの画面を拡大して表示するソフトです。部分的
に拡大表示したり、全画面で拡大表示したり、マルチ
モニタでPCの画面が２画面ある場合は１画面を拡大
専用画面にすることもできます。画面色を反転表示す
ることもできます。カーソルやマウスポインタの大き
さを変えたり強調表示することができ、カーソル位置
に追随する機能もあるので、文書が改行された際など
に便利です。

⑶　スクリーンリーダー（画面読み上げソフト）

PCの画面上のテキスト情報を音声で読み上げるソ
フトです。キー操作の状況を音声でフィードバックす
るので、どのような操作をしているかを逐次把握する
ことができます。日本語の同音異義語については、詳
細読みという辞書により漢字の詳細を読み上げ、同音
異義語を区別できるようになっています。電子メー
ル、Webブラウザ、ワープロ、表計算ソフト、プレ
ゼンテーション用ソフト、データベースソフト等の
様々なソフトを使用することが可能です。一方、画像
の細かい取り扱いが難しい、スクリーンリーダーに対

画像：インサイト社の卓上型拡大読書器オニキスHDデスクセット

画像　スカイフィッシュ社のスクリーンリーダーFocus Talk(フォー
カストーク)
独立行政人高齢・障害者雇用支援機構障害者職業総合センター研究部
門が1996年に開発した日本初のWindowsスクリーンリーダー
95Readerの後継ソフトで95Readerの優れた操作性を継承するとと
もに音質の向上や最新のWindows10への対応が図られている。
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応していないため操作ができないソフトがあるという
ような課題があります。

⑷　点字ディスプレイ

PCのテキスト情報を点字で表示する機器です。ス
クリーンリーダーの点字出力を表示します。電子メー
ルのアドレスや記号等の、音声読み上げでは記憶が困
難なテキスト情報については、点字で表示すると確認
が速くなったり正確性が増したりします。プログラミ
ング言語を扱う場合にも点字ディスプレイは有効です。

� （坂尻正次）

◇��　視覚障害者の雇用事例（医療・福祉業）　���
～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

病気により視覚に障害が残った職員Ａさんの職場復帰にあたり、どのような職場環境がよいか理解する
ために、視覚障害者を雇用する他企業を見学した。また、障害特性上、従来の業務を継続して行うことが
難しかったため、事務職への配置転換を進めることとした。支援機関と相談しながら、Ａさんの新たな業
務として、バイタルデータの入力や会議議事録の作成を設定した。Ａさんの業務遂行をサポートするため
に、中央障害者雇用情報センターの就労支援機器の貸出制度を活用❶し、拡大読書器、画面読み上げソフ
ト、画面拡大ソフトなどを整備した。切り出した業務は、これまで現場の職員が各自で入力、作成してい
たが、Ａさんが担当することにより、職員の負担軽減と業務の効率化につながった。

画像　KGS社の点字ディスプレイ　ブレイルメモスマートBMS40
点字表示部40マス表示、PCとの接続はUSB、点字入力キーを装備し
ている。

❶　�中央障害者雇用情報センターの就労支援機器の貸出制度を、国及び地方公共団体が活用することはできませんが、就労支援機器
ホームページの利用や、民間の事業主への支援に支障をきたさない範囲での展示コーナーの見学は可能です（第６章第１節参照）。
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3第 節
聴覚・言語障害者

聴覚障害の程度について

　聞こえの程度（聴力レベル）はデシベル（dB）という単位で表します。聴覚に障害のない人がやっと聞
こえる最も小さい音の平均が０db。普通の会話が60～70dB。電車の通るガード下が100dB。数字が大きく
なるほど聞こえが悪いことを示します。身体障害者福祉法の「障害程度等級表」には、聴覚障害として２、
３、４、６級の程度があり、それぞれ次のように定義されます（単独で１級、５級に相当するものはありま
せん）。
　２級　両耳の聴力レベルがそれぞれ100dB以上のもの（両耳全ろう）
　３級　両耳の聴力レベルが90dB以上のもの（耳介に接しなければ大声語を理解し得ないもの）
　４級　１　両耳の聴力レベルが80dB以上のもの（耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの）
　　　　２　両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が50％以下のもの
　６級　１　両耳の聴力レベルが70dB以上のもの（40cm以上の距離で発生された会話語を理解し得ないもの）
　　　　２　 一側耳の聴力レベルが90dB以上、他側耳の聴力レベルが50dB以上のもの

聴覚・言語障害は外見ではわかりにくいため、その
障害の本質が理解されにくい面があります。ここで
は、その障害を正しく理解するとともに、職業面にお
ける障害の特徴や職場におけるコミュニケーションな

どの雇用管理上の配慮事項について学びます。特に合
理的配慮の提供について、聴覚・言語障害の特性をふ
まえた対応について考えていきます。

1 聴覚・言語障害の理解

⑴　聴覚障害とは

聴覚障害とは、聴感覚に何らかの障害があるため全
く聞こえないか、聞こえにくいことをいいます。この
ような障害のある人を総称して聴覚障害者といいます
が、ほとんど聞こえず、手話など視覚的なコミュニ
ケーション手段を用いる人を「ろう者」、補聴器など
を用いて音声によるコミュニケーションが図れる人を
「難聴者」ということもあります。また、聴覚障害が
生まれつきではない人を「中途失聴者」という場合も
あります。
また、障害を受けた部位によって「伝音性難聴」と
「感音性難聴」及び両方が混じった「混合性難聴」に
わけることがあります。伝音性難聴の場合には補聴器
が有効なことが多いのですが、感音性難聴は聴神経が
障害を受けるため明瞭に聞きわけることができないと
いわれています。
さらに、音声言語の概念を習得する２～３歳までに
重度の聴覚障害が発生した場合を「言語概念習得以前
の聴覚障害」、それ以降を「言語概念習得後の聴覚障

害」と分類してとらえる場合があります。もちろん個
人差がありますが、前者の場合、聴覚を通して音声言
語を習得していないために発声が不明瞭で音声言語の
習得が不十分なことが多くあります。後者の場合には
比較的明瞭に発声でき、言語の理解にもあまり問題が
ないといわれています。
このように、聴覚障害といっても、全く聞こえなく
て発語の不明瞭な人、高い音ならわかる人、低い音な
らわかる人、発語ができるために「耳が聞こえないこ
と」が理解されない人、全く聞こえなくても発語がで
きる人などさまざまです。聞こえなくなった時期、教
育環境、聞こえの程度によって社会生活や職場で直面
する困難にも違いがあります。よって聴覚障害として
ひとくくりにするのではなく違いがあることを前提に
とらえていく必要があります。
しかしながら、いずれの場合にも聞こえに障害があ
るということは、音声による情報の獲得に困難がある
ばかりでなく、それによってさまざまな障害を引き起
こします。聞こえる人が耳をふさいで体験するような
状態をはるかに超えた困難さがあるといえます。
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⑵　言語障害とは

言語障害とは声を全く出せないか、声は出せても言
葉が不明瞭というように、音声や言語によって意思を
伝えることができない障害のことをいいます。聴覚障
害に起因する言語機能の損失、失語症などの言語中枢
神経の障害によるもの、咽頭の損失や障害・異常によ
るもの、発声筋のまひによるもの、口蓋裂など構音機
能障害によるものなど、その原因はさまざまです。言

語障害は、必ずしも聴覚障害と連動はしていません
が、聴覚障害者の中には言語障害を併せもつ人もいま
す。また、中途で言語障害となった人の場合、意思を
発声によって伝えられないもどかしさを強く感じるこ
とになります。
本節は、聴覚・言語障害者としてまとめています
が、以降は主に聴覚障害に焦点をあてて述べていくこ
とにします。

2 聞こえに障害があると…

⑴　言葉の習得が困難

聞こえる人の場合には、耳から周囲の人々の音声言
語を聞くことによって言葉を習得していきます。聴覚
障害者の場合、聞こえなくなった時期にもよります
し、個人差がありますが、聞こえの障害の結果として
言葉の習得が遅れがちです。先に述べたように、音声
言語の概念を習得する２、３歳の時期までに聞こえな
くなった場合には、言葉を獲得するのに相当の困難を
伴います。耳から入る情報は相当な量であるにもかか
わらず、その手段をもち得ないからです。
また、言葉を発する際にも、自分の発音が正しいか
どうかを耳で確認できないので、どうしても不明瞭な
発声になりがちです。

⑵　コミュニケーション障害が発生する

多くのコミュニケーションは音声言語を介して行わ
れるので、聴覚障害はコミュニケーション障害といえ
ます。加えて、外見からはその障害が見えにくいた
め、コミュニケーションについての正しい理解が得に
くい側面があります。例えば、聴覚障害者だからコ
ミュニケーションが全くとれないと考えられたり、逆
に補聴器さえつければあとは全く不自由がないと思わ
れたりします。また、中途失聴の場合、話すことがで
きると、「聞こえ」についても問題はないものと思わ
れて、全く配慮されないこともあります。このよう
に、自分の意思を十分に相手に伝えることのできない
もどかしさ、コミュニケーションの困難さに伴う聴覚
障害者の心の葛藤は相当なものです。
コミュニケーションは日常生活にとって欠くことの
できない要素です。職場においてもそれは何ら変わる
ことはありません。作業を進めるうえで障害が少ない

と考えられがちであった聴覚障害者は、生産現場を中
心にその雇用が進められてきましたが、職場における
コミュニケーションの難しさによる対人関係の問題
や、教育訓練上の配慮の問題が指摘されるようになっ
てきました。

⑶　情報障害が発生する

聴覚障害そのものは、「聞こえ」についての機能障
害といえますが、日常生活においては「聞こえ」の問
題に由来するさまざまな制限や制約があります。例え
ば、列車内で事故等による列車の遅れに関する車内放
送が聞こえないために、適切な迂回方法がわからず時
間をロスしてしまうなど不利益を被るような問題が発
生します。単に聞こえないだけでない「情報障害」の
側面に注目する必要があります。
また、聞こえる人は、耳から入る情報を自然に取捨
選択し、自分との関係を判断しています。ところが、
聴覚障害者にとっては、それが自分に関係する内容な
のか、そうでないのかは教えられない限りわかりませ
ん。もし本当に関係のない話だとしても、聴覚障害者
の人を前に数人で話をしていたとしたらどうでしょう。
「直接あなたには関係のない話だから、後で結果を伝
えてあげるよ」といわれても疎外感はぬぐえません。
さらに、情報が十分に得られないために、常識が欠
如していると見られてしまうことがあります。それ
は、聴覚障害者本人の責任であるように思われがちで
すが、その常識ともいうべきことが、音声言語以外の
方法で本人に伝えられてきたのかどうかを考えなけれ
ばなりません。
次にこれらの特徴を踏まえたコミュニケーション方
法について、見ていくことにします。
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　おはようございます。今日も、がんばろうね。
手話であいさつ

　手話は手の表現だけでありません。表情も大切にしながら相手に伝えようとする思いを込めてください。

おはようございます。 今日も、 がんばろうね。

❶

❶　障害者職域拡大マニュアル９「聴覚障害者の職場定着推進マニュアル」などを参考にしてください。

3 さまざまなコミュニケーション方法がある

コミュニケーションにはさまざまな方法がありま
す。聴覚障害者だからこの方法でと固定的に考えるの
ではなく、ある方法でうまくいかなければ別の方法
で、あるいはほかの方法を組み合わせて、と工夫して
コミュニケーションの輪を広げることが大切です。
コミュニケーションする相手が聴覚障害になった時
期、育った環境、教育の背景などによって使える方法
もさまざまです。また、場面によって方法を変えてい
くことも必要です。ここでは、職場でよく利用される
方法について、それぞれのポイントを紹介することに
します。

⑴　手話

手話は、聴覚障害者の「見る言葉」ともいえます。
手や表情を使って表します。専門用語の表現などに一
定の限界はありますが、聴覚障害者が気分的にも最も
リラックスできるコミュニケーション方法です。
よく、職場の上司や同僚から「手話を覚えるには相
当の時間がかかるのでは？」とか「とても手話通訳者
みたいには、うまくなれないですよ」といったことを
聞きますが、職場でまず大切なのは「手話をうまく使
えること」よりも「手話を使うことを理解すること」

です。ですから、ちょっとしたあいさつや気持ちだけ
でも手話表現することで、コミュニケーションの輪が
広がります。
手話を学ぶには地元の手話サークルに参加する、市
町村などで実施する手話講習会に参加するなどの方法
がありますが、もし、既に職場に聴覚障害者がいれ
ば、その人に教えてもらう、職場の手話サークルや手
話講習会で講師になってもらうという方法が効果的で
しょう。
ところで、手話は、聴覚障害者の生活の中から生ま
れてきた「見る言葉」です。大きくわけて主に講習会
などで使われている「日本語対応手話」と、主にろう
者が使っている「日本手話」とよばれるものがありま
す。前者は、音声言語としての日本語の語順に基本的
に１対１で対応していますが、後者は必ずしもその語
順と対応しているのではなく、その意味をとらえて表
現しています。日本手話は、見る言語本来の表現力を
備えているといった特徴があります。聞こえる人は、
自分が習った手話が絶対に正しいと思い込むのではな
く、手話による豊かな表現のすばらしさを、まず感じ
てほしいものです。
さらには、職場独自の専門的な表現については、そ
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こで通用するサインを決めておくことも、手話の使用の
有無をこえた重要なコミュニケーションとなりえます。
なお、平成23年８月に障害者基本法が改正され、手
話を含む意思疎通のための手段について選択の機会が
確保されることが明示されました（第３条）。手話が
言語として認められたことで、手話の重要性に対する
認識がさらに高まることが期待されます。また、手話
が言語であるという認識を踏まえ、手話言語に関する
基本理念や理解や普及の促進などをめざす手話言語条
例を策定する自治体も増えています。

⑵　指文字

50音を片手の指で表します。固有名詞や外来語など
手話表現が決まっていない単語を表すときに使いま
す。濁音や半濁音、長音や拗音などにも対応できま
す。手話表現を忘れてしまったときにも便利です。指
文字単独でコミュニケーションは行いませんが、手話
と交えて使います。

⑶　筆談

話したいことをお互いに紙に書いてやりとりする方
法です。絵や記号を書くのも一つの方法です。筆談で
コミュニケーションというと負担感を覚えがちです
が、実際に職場ではいろいろなメモをやりとりするこ
とが多いのではないでしょうか。特に、仕事上の重要
な指示などはメモの方が確実です。その意味で、一般
的なメモの延長であると思えば、筆談は気軽にできる
ものです。
ただし、二重否定や婉曲表現は避けるようにしま
す。「その方法を好まないわけではない」といった表
現はわかりにくく誤解のもとです。また、いいたいこ
とをそのまま文章で書けば完全に理解してもらえると
思いがちですが、相手の音声言語としての日本語の理
解力にもよりますので、伝わったかどうか確認する必
要があります。

⑷　空書

空文字ということもあります。空間に人差し指でそ
のまま単語を書いてください。「相手から見るとどの
ように書けば…」などと鏡文字にする必要はありませ
ん。同じ方向を向いて書けばさらにわかりやすくなり
ます。手話と交えて使うことも多く、固有名詞や数字
などを大勢の人たちに伝えるときにも便利です。

⑸　口話

口話には、「読話」と「発語」があります。読話
は、聴覚障害者が相手の唇の動きを見て何を話してい
るのかを理解する方法です。母音が同じ言葉である
と、口の動きは一緒になるので注意が必要です。例え
ば、「たばこ」と「たまご」は同じ母音ですから、話
の前後関係から判断できるようにしなければなりませ
ん。かといって必要以上に大声で、一音ずつ区切って
もかえってわかりにくいので、ゆっくりはっきり発音
することが大切です。
発語は、聴覚障害者自身が話すことですが、年齢や
訓練の状況によって差があります。初めは聞き取りに
くいこともありますが、慣れると結構わかってくるも
のです。わからないときはわかったふりをしてそのま
まにしないこと。後で大きな誤解につながります。聴
覚障害者も、「何度も聞かれることはそう苦痛ではな
いし、むしろ、ちゃんと聞いてくれているということ
でうれしい」と言っています。もし、どうしても通じ
ないときには、違う表現に変えてみるといった工夫も
必要です。

⑹　聴覚の利用

補聴器を使用して、残っている聴覚を利用すること
もあります。ただし、補聴器の効果にも個人差があ
り、明瞭に言葉を聞くことはできず、車のクラクショ
ンなど、音の認識のみの人もいます。補聴器のそばで
大声で話されるとガンガン響いてわかりにくいという
人もいます。また、補聴器は聞きたい人の声だけを大
きくすることはできないので、例えば地下鉄の中など
雑音が多いところではすべての音を拾ってしまうので
効果は低くなります。

⑺　TPOに応じたコミュニケーションが大切

以上のようにコミュニケーションにはさまざまな方
法があります。固定的に考えるのではなく、TPOに
応じて柔軟に手法を考えていく必要があります。例え
ば、作業指示など重要な事項は筆談で、昼食や休憩の
ときの和やかな雰囲気づくりは、たとえ覚えたてでも
手話を使ってというように。そしてコミュニケーショ
ンを円滑にするための要素、すなわち、表情や身振
り、手振りなど、どんどん取り入れていくことが大切
です。
場や環境の設定も円滑なコミュニケーションにとっ

第
3
章
　
第
3
節



108

第３章　障害別にみた特徴と雇用上の配慮

第
3
章
　
第
3
節

て大切な要素です。逆光であると、手話や読話が難し
くなります。相手と顔を見合わせることが必要で、例
えば、朝礼や研修の際、話し手が下を向いたり、黒板
で字を書きながら話したりすると、聴覚障害者の視野
からはずれてしまい、その瞬間、コミュニケーション
が成立しなくなります。
同時に、手話や相手の唇を読み取り続ける聴覚障害
者の負担も相当なものです。適宜、休憩を入れるなど

の配慮が必要です。
さらに、内容の確認方法の工夫も大切で、「わかりま

した」とうなずいたからといって本当にわかったかど
うか、違う方向から確認します。例えば、確認のため
に復唱してもらうとか、実物や絵で確認してみるとい
う方法が考えられます。相手の表情を見て話が正しく
通じているのかどうかも確認していく必要があります。

4 聴覚障害者の職業適性

長い間、聴覚障害者は木工、機械、印刷、理容、縫
製などの職種に多く従事していました。特別支援学校
（ろう学校）の高等部のコースを見てもこれらの職業
に就くための訓練をしているところが少なくありませ
んでした。しかし、これらの職種が特に聴覚障害者に
合っているということではなく、コミュニケーション
をさほど必要とせず、手に技術をつけるといった観点
からの結果といえましょう。
よって聴覚障害ゆえに作業遂行上不可能な職種はほ
とんどないということができます。
障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者
雇用の歩みを見ても、雇用義務化が導入された1976年
の改正以降、聴覚障害者については大企業を中心に雇
用が進んできました。
特に、通勤手段の確保、トイレの改造、エレベータ
の設置などの配慮が必要ないことから、雇用の機会は
ほかの障害者に比べると多くなっているといえます。
例えば特別支援学校（高等部）卒業者（2019年３月）
の就職率を状況別に見ると、聴覚障害（49.0％）、知
的障害（34.9％）、視覚障害（13.4％）、病弱・身体虚
弱（18.1％）、肢体不自由（5.9％）と、聴覚障害が他
の障害よりも高くなっています（「学校基本調査（文
部科学省）（令和元年度））。
一方、聴覚障害者の雇用が進むに従い、障害につい
ての理解やコミュニケーションの困難さからくる職場
の人間関係の問題や、教育訓練の問題が生じてきてい
ます。それは、また聴覚障害者が職場において昇進・
昇格の機会に恵まれないことや、新技術が職場に導入
されたときに研修を受ける機会が少ないといった問題
にもつながっています。
さらに、産業構造の変化に伴い聴覚障害者も事務職
やサービス産業部門に就職先を求めていく必要が生
じ、これまで以上に情報集約的な仕事への移行が進ん

でいきます。逆説的ですが情報を獲得することに障害
のある聴覚障害者が、ますますコミュニケーションや
情報収集の必要な仕事に従事していかなければならな
いという場面が多く発生しています。
最近では、特別支援学校（ろう学校）を卒業したあ
と、大学に進学したり、特定の職業技術よりも一般の
学習を進めていくコースを希望したりする聴覚障害者
も増えてきました。コンピュータの発達・普及なども
事務系の職種を希望する聴覚障害者の増加に拍車をか
けています。このように、聴覚障害者の雇用は、社会
的な条件の変化により、その内容を大きく変容させら
れているといえます。その中で、一般的な職業特性を
まとめてみることにします。

⑴　身体面での特徴

身体運動機能について障害の影響はほとんどありま
せん。健康管理や体力の点でも雇用上の問題になるこ
とは一般的にはありません。作業現場において危険を
知らせるパトライトの設置や非常時の退避手段の確保
などを除けば、作業を進めるうえでの特別な設備改善
などもあまり必要としません。

⑵　作業面での特徴

作業面でも、聴覚障害に起因して遂行できないもの
は、ほとんどないといっても過言ではありません。し
かしながら、音声言語としての日本語を扱うとなる
と、文章の読み書きなどが苦手な場合も多く、そのた
めに実際よりも学力面で過小評価されてしまうことが
あります。動作的な能力は高いのに、言語的な能力は
試験などでは十分に評価されないことがあり、多面的
に能力を評価していく必要があります。面接などでも
表現や言葉の使用方法などだけで評価してしまうと、
その聴覚障害者のもつ本来の力を見落としてしまうこ
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とになります。
以上のように、作業の理解や遂行において問題はほ
とんどありませんが、共同で作業を進める場合など、
内容の確認方法などを決めておかないとグループとし
ての作業成果が十分に現れないことがあります。

⑶　行動面での特徴

人間が社会生活において自然に耳から得ている情報

は少なくありません。当然、個人差はありますが、職
場における常識などが身についていなかったり、気づ
くのに時間がかかって常識に欠けていると判断された
りしてしまうこともあります。
次に、このような聴覚障害の職業特性を踏まえ、職
場における問題点とそれを解決するための方策につい
て考えてみることにします。

5 雇用上の配慮

職場における合理的配慮の事例として国の「障害者
差別禁止・合理的配慮指針❶」では聴覚・言語障害に
ついて、採用後の配慮事例として、業務指示・連絡に
際して、筆談やメール等を利用することや、危険個所
や危険の発生を視覚で確認できるようにすることなど
があげられています。これらはそのまま職場定着のた
めの雇用上の配慮にもつながるといえます。

⑴　職場のコミュニケーション

職場のコミュニケーションというと、１対１の作業
の指示上の問題に焦点があてられがちですが、職場外
でのインフォーマルな場面も含んだコミュニケーショ
ンについて考えることも大切です。コミュニケーショ
ンには、①内容の伝達と、②関係の伝達の二つの側面
があるといわれています。作業に関する指示、仕事上
の留意点など内容のコミュニケーションは、作業を進
めるうえで非常に大切であり、確実に内容が伝達され
るためには、前述のようなさまざまなコミュニケー
ション手段が駆使される必要があります。コミュニ
ケーションにおける関係の伝達の側面とは、話をする
相手との人間関係を形成するという機能です。上司と
部下なのか、あるいは同僚同士なのか、フォーマルな
関係なのか、インフォーマルなものなのか、コミュニ
ケーションのとり方によってその二者間の関係が伝わ
ることになります。
聴覚障害者はコミュニケーションが困難なことから、
仕事中は筆談でやりとりしてくれても、昼休みや仕事
帰りのときなど、職場の仲間の輪に入っていくことが
できずに寂しい思いをしていることが多くあります。
採用された直後は、同僚の関心も高く、いつでもどこ
でも習いたての手話でコミュニケーションの輪が広

がったのに、時間の経過とともにその機会も減っていっ
てしまい、寂しい思いをした聴覚障害者も少なくあり
ません。作業の場面やフォーマルな場面でコミュニケー
ションがとれていればそれで完全ではないのです。
それから、職場全体の情報に関するコミュニケー
ションの側面も忘れてはなりません。聴覚障害者は聞
こえる人のように作業をしていて、自然に周囲の音声
情報が入ってくるわけではありません。周囲の音声情
報には、職場全体にかかわる情報から、同僚のちょっ
とした動向などさまざまです。いずれにせよ、こうし
た情報から取り残されると、例えば、「組織のことを
わかっていない」、「気がきかない」といった評価に結
びついてしまうこともあります。また、組織あるいは
自分の所属する職場の現状や向かっている方向を知ら
されないまま、今、担当している仕事についてどんな
に「がんばれ」といわれても、全体におけるその位置
づけがわからないままに意欲を持続するのが難しいの
は当然です。
後にも述べますが、職場での会議や朝礼などで、聴
覚障害者にすべての情報を伝えるのは容易なことでは
ありません。しかし、こうした情報の保障は、聴覚障
害者の職場適応を考えるうえでもきわめて重要なこと
なのです。

⑵　職場配置

聴覚障害者の職場配置に当たっては、雇用している
聴覚障害者数にもよりますが、一つの職場に聴覚障害
者を集中配置するところと、分散させて配置させてい
るところがあります。いずれも長短があって、集中方
式では、情報の提供などが一元化でき効率的ですが、
コミュニケーションの取りやすさから当然のことです

❶　「差別禁止・合理的配慮指針」については、第４章第４節並びに資料編第５節及び第６節参照。
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が、聴覚障害者同士が固まりやすく、聞こえる職員と
の交流がもちにくいといわれています。一方、分散方
式では、聴覚障害者が孤立しやすく、情報提供の際も
非効率であるといったことが一般的にはいわれていま
す。しかしながら、同じ聴覚障害者だからうまくいく
かというとそうとは限らず最終的には本人の適性や能
力に応じて配置することが基本であり、いずれの方式
であれ、情報提供やコミュニケーションに配慮した職
場が求められます。

⑶　職場定着のための配慮

聴覚障害者の雇用をめぐっては、職場への定着の問
題がしばしば指摘されてきました。以下の表に示すよ
うなことを根拠に職場の人間関係が難しいといった理
由があげられますが、聴覚障害者個人の適応力の問題
というより、職場への適応上の問題に直面したとき、
十分に相談する機会や場がなく、結局は退職せざるを
得なかった聴覚障害者も多かったものと思われます。
かといって、聴覚障害があるから定着に問題がある

と短絡的にとらえるのではなく、些細なコミュニケー
ション不足が職場の人間関係に影響を与えて、結果的
に離職してしまうようなことを避けることが基本にな
ります。
自分の担当している仕事が職場や組織全体の中でど
のような位置にあるのか、将来、具体的にどのような
技能やマネジメント能力をつけていけば、昇進や昇格
の可能性があるのか、展望のもてる職場であることが
必要です。
職場においてキャリア・アップをめざすことのでき
る聴覚障害者も少なくありません。コミュニケーショ
ンや情報の保障に配慮した教育・訓練の機会があれ
ば、技能の向上や高いマネジメント能力の獲得は十分
に可能です。部下を管理するうえでコミュニケーショ
ン能力が必要だから聴覚障害者には管理職は難しいと
か、会議での発言が困難だからといった理由でキャリ
ア・アップの可能性を閉ざしているのでは、組織に
とって大きな損失です。また、それは聴覚障害者の働
く意欲を奪うことにもなります。

　

以下、聴覚障害者の職場定着やキャリア・アップに
必要な職場における情報保障の方法を見ていくことに
します。
職場全体の情報や、仕事を進めるうえで必要な情報
を提供していく方法がいくつかあります。職場におけ
る朝礼や会議では、部分的には理解できても、議論が
白熱してくると話し手が変わるのでついていけないと
嘆く聴覚障害者も少なくありません。以下、職場にお
けるいろいろな情報提供面における聴覚障害者に配慮
した伝達方法を紹介します。

表　障害の種類別、常用雇用身体障害者の前職退職の理由のうち個人的理由の内訳（複数回答）
（単位：％）

全　　体 視覚障害 聴覚言語障害 肢体不自由 内部障害

障 害 の た め
通 勤 が 困 難
賃 金 ・ 労 働 条 件
仕 事 の 内 容
会 社 の 配 慮 不 十 分
職場の雰囲気・人間関係
家 庭 の 事 情

16.6
 9.7
32.0
24.8
20.5
29.4
19.9

23.6
 9.7
23.6
26.4
16.7
25.0
20.8

 3.1
 7.8
35.6
30.8
22.4
35.6
23.2

20.0
 9.3
30.6
21.9
18.8
28.4
20.2

22.9
12.2
29.8
23.7
22.5
26.3
15.6

（資料出所）厚生労働省「平成25年度障害者雇用実態調査結果報告書」より

聴覚障害者の退職状況の特徴
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①　手話通訳

手話を使用する聴覚障害者については、手話通訳
を配置するのが効果的です。議論の場面などでも臨
機応変に対応が可能です。職員研修や定例の会議な
どについては手話通訳の配置が特に効果的です。
また、聴覚障害者本人の気持ちや考えを正確に理
解するために手話通訳は最も適切な方法といえま
す。
手話通訳については、事業所のある地域の手話通
訳派遣事務所や聴覚障害者の団体等に問い合わせる
とよいでしょう。また、障害者総合支援法に基づく
意思疎通支援事業により、市町村での手話通訳者の
派遣もさらに充実することが期待されています。も
ちろん、手話通訳を配置しても、予め資料を聴覚障
害者に渡しておいたり視覚的な資料の提示方法を併
用すると理解の度合いが高まります。
②　要約筆記

聴覚障害者においては、必ずしも手話を使用する
人ばかりではありませんので、要約筆記が用いられ
ることも多くなっています。基本的には音声情報を
即時に文字情報に要約して提示する方法です。
従来、講演会等では、話しの内容を要約しなが
ら、同時に透明のOHPシート等に書き込んでいき、
オーバーヘッドプロジェクタによってスクリーン等
に提示する方法が用いられてきましたが、近年で
は、パーソナルコンピュータをプロジェクタに接続
し、音声情報をテキスト変換して映し出す方法、す
なわちパソコン要約筆記が主流になっています。入
力には通常のワードプロセッサのみならず、専用の
ソフトウエアの利用によって入力速度の向上が図ら
れています。入力にあたっては、パソコンならでは
の単語登録機能を活用して、講演やプレゼンテー
ションの内容等に合わせた作業効率のアップが期待
でき、従来の手書きによる要約筆記に比べて情報提
供量が確保できるのも特徴です。入力にあたって
は、複数のパソコン要約筆記者が分担して1文を完
成させる方法等が取り入れられています。
③　ノートテイク

少人数の会合や、手話通訳、要約筆記などの手段
が取れないときに、聴覚障害者の横で、音声情報の
要旨をメモする方法です。場所を選ばすに利用でき
ることも利点の一つです。すべてを手書きでメモす

るのには限界がありますので、内容を要領よくまと
めるかがポイントになります。ノートやホワイト
ボードに手書きする代わりに、パソコンに入力をし
て、聴覚障害者が画面を見るという方法もよく行わ
れています。前出のパソコン要約筆記と同様、事業
所内で頻繁に用いられる用語や固有名詞等を登録し
ておけば、入力速度が向上し、その負担も軽減され
ます。
④　ICT（情報通信技術）の活用

FAXの普及によって聴覚障害者の連絡、特に緊
急時の連絡手段が確保されたように、電子情報機器
やデジタル機器の普及は、聴覚障害者のコミュニ
ケーションや情報獲得に大きな影響を与えていま
す。職場では、電子メールを利用してのコミュニ
ケーションや情報交換が次第に普及してきており、
電話を使用できないが、音声言語としての日本語を
十分に使いこなせる聴覚障害者にとっては有効な手
段となっています。携帯電話についても文字情報の
やりとりによって出先の聴覚障害者との連絡が可能
になっています。欠勤などの突発的な連絡などの場
合にも、携帯電話のメールやSNSを利用することで
対応が可能になっています。加えてタブレット端末
やスマートフォンの普及により、聴覚障害者と健聴
者との会話をサポートするアプリの活用も有効な手
立てのひとつです。
また、職場内での情報交換にメールを活用する例
も多く見受けられます。重要な連絡事項や情報につ
いては、事前に配信しておくことで、会議などの場
での情報保障を進めている事業所も少なくありませ
ん。
このように、先端技術の進展には大きな期待が寄
せられますが、その利用方法の学習機会などが保障
されないと聴覚障害者は恩恵が得られないことはい
うまでもありません。
さらにこれらの情報保障の手段に加え、偏った情
報のみが提供されるのを防ぎ、聴覚障害者の内面的
な問題や悩みに応えることのできる場として、職場
の手話サークルや職場定着のための組織化が効果的
と思われます。
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〈注１〉
職場定着の推進については、障害者職域拡大マニュアルNo.9「聴覚障害者の職場定着推進マニュアル」を参考にしてください。

〈注２〉
聴覚障害の特性を踏まえた職場における配慮については、障害者雇用マニュアルNo.76「身体障害者雇用の理解のために―障害部

位別の基礎知識―」、コミック版３「聴覚障害者と働く」、障害者職域拡大マニュアルNo.９「聴覚障害者の職場定着推進マニュア
ル」を参照するとよいでしょう。

◇��　聴覚・言語障害者の雇用事例（運輸業）　���
～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

手話のできる社員がいない中、聴覚障害者をトラックドライバーとして採用した当初は、手振りや筆談
により対応していたが、業務の指示内容が確実に伝わっているか等不安が生じていた。そのため、会社用
のスマートフォンを整備し、業務上の相談を管理職と直接やりとりできる体制を作った。またＳＮＳで聴
覚障害のあるドライバーのグループをつくり、出勤状況の確認、点呼、体調管
理、情報交換などのコミュニケーションを図った。聴覚障害があるドライバーは
一見すると障害のあることがわからないため、顧客の理解が得られるように、幹
部社員が顧客先に同行し挨拶をしたり、車に貼付する聴覚障害者を表す標識
（マーク）を名刺にも入れ理解を求めている。また、電子メモパッドを携帯し、
配送先でのコミュニケーション手段として活用することで、トラックドライバー
として活躍している。 聴覚障害者標識

（聴覚障害者マーク）

6 コミュニケーションあふれる豊かな職場を

聴覚障害者のコミュニケーションや情報の保障を考
えるうえで大切なことは障害のある人、ない人のどち
らか一方のみに無理や負担を強いないということで
す。最近では、聞こえない人が音声言語の世界に無理
に自分を合わせるのではなく、聞こえない人たち自身
の音声言語によらない豊かな文化を見直していこうと
いう動きも活発化しています。聞こえることを前提に
形成されてきた職場では、直ちに受け入れられにくい
かもしれませんが、このような考え方は、コミュニ

ケーションの基本を見つめ直すうえで多くの示唆を与
えてくれます。
人と人のコミュニケーションが不足しがちといわれ
る現代社会。聴覚障害のある人に配慮した職場は、だ
れにとってもコミュニケーション豊かで、情報が行き
交う働きやすい職場であるといえるのではないでしょ
うか。� （朝日雅也）
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4第 節
内部障害者

1 内部障害の定義と種類

身体障害者福祉法は、身体障害者の更生援護を目的
に制定され、身体障害の内容とその程度に応じて身体
障害者手帳を交付しています。それらの障害の中で心
臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、膀胱又
は直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイル
スによる免疫機能障害、肝臓機能障害の七つが内部障
害と総称されています。これらの内部臓器障害は、そ
れぞれ血液循環、血液浄化、呼吸、排泄、消化、免疫
（感染防御）、代謝などの生命を維持するという重要
な機能の障害であり、これらの臓器の本来の働きが障

害されることにより日常生活活動が制限されることと
なります。

身体障害者福祉法の中に、1967年に心臓機能障害と
呼吸器機能障害が、1972年に腎臓機能障害が、1984年
に膀胱又は直腸機能障害が、1986年に小腸機能障害
が、1998年にヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能
の障害が取り入れられました。また、2010年4月に新
たに肝臓機能障害が加えられています。今後も医療や
社会状況の変化によっては、さらに新たな内部障害が
更生医療の枠組みに組み込まれることも考えられます。

2 内部障害の統計

本邦では５年ごとに身体障害者の実態調査を行って
いました。2006年の調査では、全国の身体障害者数
（在宅）は357万6000人と推定されています。このう
ち61.8%が65歳以上です。その中で内部障害は109万人
で30.5%でした。内部障害数の内訳では、多い順に心
臓機能障害59万5000人、腎臓機能障害23万4000人、膀
胱又は直腸機能障害13万5000人、呼吸器機能障害9万
7000人、小腸機能障害8000人、ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能障害1000人でした。全体としての身体
障害者数は前回調査時（2001年）より7.3％増加して
いましたが、内部障害についてはその増加率は26％と
各種障害の中では最も大きいものとなっています。身
体障害者の原因を疾患別にみると、頻度の多い順か
ら、心臓疾患10.1%、脳血管疾患7.8%、骨関節疾患
6.8%、腎臓疾患4.7%、リウマチ性疾患2.8%となってお
り、内部障害の原因疾患では、心臓疾患、腎臓疾患の
頻度が高く、年々増加傾向を示しております。

なお、2006年の調査以降、上記と同じ手法での全国
的な身体障害者の実態調査はなされていませんが、ほ

ぼ同様の手法で在宅障害児・者を調査した「平成23年
および平成28年生活のしづらさなどに関する調査（全
国在宅障害児・者実態調査）」によると、在宅の身体
障害者手帳所持者数でみると平成23年（2011年）時は
386万4千人、平成28年（2016年）時は428万7千人と推
計されています。身体障害者手帳所持者のうちの内部
障害の者でみると平成23年時は93万人（24.1%）、平成
28年時は124万1千人（28.9％）でした。機能障害別の
内訳をみると、平成23年時は頻度の多い順でみると、
心臓機能障害59万1千人、腎臓機能障害19万5千人、ぼ
うこう・直腸機能障害10万6千人、呼吸器機能障害6万
9千人 、小腸機能障害7千800人、肝臓機能障害5千人、
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害3千400人と
なっています。平成28年時は頻度の多い順でみると、
心臓機能障害73万人、腎臓機能障害25万3千人、ぼう
こう・直腸機能障害14万9千人、呼吸器機能障害8万3
千人、肝臓機能障害1万5千人、ヒト免疫不全ウイルス
による免疫機能障害7千人、小腸機能障害2千人となっ
ています。
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3 心臓機能障害

身体障害者福祉法での身体障害者手帳交付にあたっ
ての心臓機能障害の等級基準は、主に、①不整脈、②
虚血性心疾患（狭心症・心筋梗塞）、③心筋症などに
より心臓の本来の働きが障害され、このため日常生活
活動が制限されるものとされており、障害程度により
１級（自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される
もの）、３級（家庭内での日常生活活動が著しく制限
されるもの）、４級（社会での日常生活活動が著しく
制限されるもの）と決められています。

⑴　代表的心疾患

①　不整脈

心臓のリズムをつくり出す洞結節のパルスの発生
が不規則になったり、刺激を伝える刺激伝導系以外
のところから異常なパルスが発生したり、あるいは
正しくパルスが伝わらなかったりすると、心拍数が
異常に速くなったり遅くなったり、又はリズムに乱
れを生じたりします。このような異常を不整脈とい
います。
②　虚血性心疾患

ア　狭心症

心臓を養っている冠状動脈の血流量が相対的、
あるいは絶対的に減少し、心筋の需要に応じきれ
ないため狭心痛発作を起こすもので、狭心痛発作
のほかに、胸部の絞扼感、圧迫感、灼熱感などが
短時間みられます。
イ　心筋梗塞

心筋を養っている冠状動脈の血流が途絶えた
り、あるいは極度の減少のために心筋が壊死し、
このため激しい胸痛が出現します。
ウ　心筋症

心筋症は心機能障害を伴う心筋疾患であり、拡
張型、肥大型、拘束型、不整脈原性右室心筋症な
どに分類されます。
エ　心臓弁膜症

心臓には三尖弁、僧帽弁、肺動脈弁、大動脈弁
と四つの弁があり、血液を一定方向に流すように
機能していますが、加齢・感染症・外傷・虚血な
どの問題によってこれらの弁の機能が障害された
ものをいいます。

オ　先天性心疾患

胎生期から乳児期においての心臓・大動脈系の
形成異常により引き起こされる、先天的な心臓・
大動脈系の異常を呈する疾患をいいます。
カ　心不全

原因疾患のいかんにかかわらず、心臓のポンプ
機能が障害され、身体の各臓器に十分な血液を送
れず、肺・肝臓・腎臓などに血液のうっ滞が起こ
る状態をいいます。心不全になると、息切れ・呼
吸困難・頻脈・チアノーゼ・浮腫などの症状を呈
するようになります。

⑵　心疾患患者の雇用上の一般的注意点

心疾患患者を雇用するうえで大切な点は、患者の状
態を正しく理解し、心臓の機能を考慮した仕事を心が
けることです。

状態観察のポイントとなるのは、顔色・脈拍・呼吸
状態・皮膚の色や状態・むくみの有無などです。脈が
速い（頻脈）、呼吸が荒く息切れがしている（呼吸困
難）、顔色が悪く四肢末梢が紫色に見える（チアノー
ゼ）、顔や四肢がむくんでいる（浮腫）などは、心不
全の徴候として大切です。これらの徴候がみられる場
合、心臓に負担がかかっていることが疑われ、座位で
の仕事でも長時間労働は心臓に負担がかかることが予
想されます。したがって、このような徴候がみられる
場合は、絶えず患者の状態を観察しながら、早めに専
門医の診察を受けるように指導することが大切です。
また、仕事中に少しでも変わったところがみられた
ら、休息をとり、心臓への負担を軽減します。

⑶　人工臓器

心臓機能障害において用いられる人工臓器として
は、主に不整脈に用いられる心臓ペースメーカー、さ
らに弁膜症に用いられる人工心臓弁、突然死の原因と
なることが多い心室頻拍や心室細動などの致死的不整
脈に対して用いられる埋め込み型除細動器があります。
①　心臓ペースメーカー

人工的電気刺激により心臓を興奮収縮させる装置
を心臓ペースメーカーとよび、刺激伝導系の何らか
の障害により、心臓に著明な不整脈（極端な徐脈あ
るいは心臓停止）を生じさせるような疾患に対して
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適応としています。生活上の注意点としては、ペー
スメーカーの感知部分に体外から電気的刺激が混入
し、誤作動することがあることで、例えば高エネル
ギーの電磁波を発生する家庭電気製品（電磁調理
器）、医療用機器、工業用機器について、使用しな
い・近づかない注意が必要です。
②　人工心臓弁

機能障害のため正常に働かなくなった弁膜の代用
として、機械的に又は他の動物の弁や心膜を加工
し、正常に近い弁機能をもたせようとしたものが人
工心臓弁であり、各種弁膜症で臨床症状や検査所見
の程度が悪いものが人工心臓弁置換術の適応となり
ます。生活上の注意点としては、人工心臓弁では血
の塊（血栓）が弁に形成されやすく、血栓が末梢に
飛んで塞栓症状を起こしやすくなります。これを防
止するために、血を固まりにくくする薬物（抗凝固

剤）を術後に服用させています。このため合併症と
してわずかの打撲程度でも出血しやすくなっている
ため注意が必要です。
③　埋め込み型除細動器（ICD）

埋め込み型除細動器（ICD=Implantable Cardioverter 
Defibrillatorの略）は、上述したように突然死の原因とな
ることが多い心室頻拍や心室細動などの致死的不整
脈に対して除細動治療を行うために、心臓ペース
メーカーと同じように体内に埋め込みを行う電気刺
激装置です。日常生活上の注意としては、心臓ペー
スメーカーと同じように、電磁波を発生する機器の
近くではICDの作動に影響が生じ、必要のない場面
で誤った刺激が発生し、電気ショックで痛みを伴う
ことがあるため、使用しない・近づかない注意が必
要です。

� （草野修輔）

4 腎臓機能障害

腎臓の機能が高度に障害されて体液の恒常性が維持
できなくなった状態を、腎不全といいます。腎機能が
正常の25～30%以下になると腎不全の状態となり、さ
らに腎機能が低下して10%以下になるといわゆる尿毒
症となり、人工透析療法や腎臓移植療法が必要となっ
てきます。腎不全には、急性に発症して腎機能が急激
に低下する急性腎不全と、慢性に経過する慢性腎不全
があります。

急性腎不全は、多くの場合可逆性であり、慢性腎不
全が透析導入後ほとんど離脱できず不可逆性であるの
と比べ、大きな違いがあります。急性腎不全の原因と
しては、腎毒性物質又は虚血による急性尿細管壊死に
よることが多く、慢性腎不全の原因疾患としては、糖
尿病性腎症❶が最も多く、次いで慢性糸球体腎炎で、
高血圧による腎硬化症も多い原因です。新規の透析の
原因疾患としても、糖尿病性腎症が最多です。

内部障害者の対象となるのは慢性腎不全ですので、
以下慢性腎不全について記述します。

⑴　慢性腎不全の臨床症状

慢性腎不全は数ヶ月ないし数年間にわたる持続性の
腎予備力の減退に基づく非可逆性の腎機能不全の状態
であり、臨床症状は多種多彩です。

①　精神・神経症状――頭痛、不安、不眠、精神障
害、けいれん、昏睡、末梢神経障害。

②　消化器症状――悪心、嘔吐、食思不振、下痢、
吃逆、口内炎、耳下腺炎、膵炎、胃腸炎、消化管出血。

③　循環器症状――心肥大、心不全、浮腫、心外膜
炎、高血圧、脳出血。

④　呼吸器症状――肺炎、呼吸困難、呼吸促迫。
⑤　造血器症状――貧血、出血傾向（腸管出血、鼻

出血）。
⑥　皮膚・粘膜症状――色素沈着、紫斑、かゆみ、

皮下出血。
⑦　眼症状――結膜炎、角膜のカルシウム沈着。
⑧　骨障害――腎性骨異栄養症（線維性骨炎、骨軟

化症）。

⑵　慢性腎不全の治療

慢性腎不全は生涯にわたって継続治療を必要としま
す。治療の要点は下記の４項です。

①　適度な運動、食事療法（蛋白質、食塩、水分制
限）。

②　増悪因子の除去（保温、感染の予防に配慮）。
③　対症療法（降圧剤、抗生物質などの投与）。
④　透析療法、腎移植。

❶　�糖尿病に特有な合併症として、腎症、網膜症、神経障害がある。この中で、生命予後に最も重要な関係を有するのが腎症である。
このため、尿蛋白の検査を欠かさずに実施して、早期に腎障害を発見し、治療することが大切である。
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⑶　透析療法

上記①②③の治療法で症状の改善が認められない場
合に透析療法が実施されます。

透析療法は失われた腎機能を代行し、血液を浄化す
る治療法ですが、腎機能すべてを代行するわけではあ
りませんので、同時に食事療法、薬物療法が必要です。

透析療法には腹膜透析と血液透析があります。
腹膜透析は患者自身の腹膜を透析膜として施行する

もので、透析効率は血液透析より劣りますが操作は簡
単で安全性も高く、在宅でも手軽に行える利点があり
ます。ただし、腹膜炎を合併する危険性があります。
腹膜透析としてはCAPD（連続携帯式腹膜透析：
Continuous Ambulatory Peritoneal Dialysis）が一般
的で、腹腔に腹膜透析用カテーテルを固定装着し、透
析液を腹腔内に入れたまま社会活動し、１日に３～４
回自分で注液、排液を行い透析液を交換する透析法で
あり、完全社会復帰を希望する患者、シャント（連結
口）作成が困難で血液透析の実施が困難な症例などに
用いられています。長期には腹膜が肥厚するため血液
透析に移行しなければならない場合があります。

一方、血液透析（人工腎臓）は人工半透膜の間を血
液を通過させ、透析を行うもので、透析効率がよく、
体液異常の改善が急激に起こりますが、血液を体外循
環させるために動・静脈のシャント（連結口）が必要
で、小手術を行う必要があります。現在、血液透析が
長期透析療法の主役となっており、平成10年から在宅
血液透析も保険収載されています。

合併症については、腹膜透析患者では腹膜炎の早期
発見に注意すること、血液透析患者ではシャントの管
理が重要です。

⑷　腎移植

腎不全の治療法としては非常にすぐれた方法で、全

身状態、腎臓の提供者などの状況が整えば、選択肢の
一つになります。移植後は、まず免疫抑制剤をきちん
と服用する必要がありますが、食事制限、透析のため
の頻回な通院などの生活上の制限は大きく減ります。
移植後半年を過ぎれば、通常の運動も可能となります。

⑸　腎機能障害者に対する雇用上の一般的注意事項

本人のプライバシーに配慮した上で、他の労働者に
対し以下に示す様な障害の内容や必要な配慮等を説明
する必要があります。

①　全身的な体力の低下を伴っていることが多く肉
体的重労働には適していません。ただし、近年は
不動による健康リスクの方が重要視されてきてお
り、レクリエーションレベルで本人の体力に合っ
た運動は積極的に勧められるようになってきてお
り、無理のない活動であれば参加は可能です。

②　体調の変動を伴うことが多いので、体調に応じ
た業務量の調整が必要です。

③　医学的管理は重要で、定期的に継続して医療を
受ける必要があり、定期的な通院に関する配慮が
必要です。

④　かぜなどの感染症に罹患しやすいので、その予
防を心がける必要があります。

⑤　長期間の療養の結果、精神的、心理的、経済
的、社会的にハンディキャップを負っている場合
は、温かい態度で接し、患者のもつ問題点を理解
し、それぞれに応じた援助を行う必要があります。

⑥　身体を寒冷にさらさないような温暖な勤務環境
が腎機能障害者には望まれます。

⑦　移植腎は腹部にあるので、腹部を圧迫するよう
な作業は、避ける必要があります。

� （佐久間　肇）

5 呼吸器機能障害

ヒトは呼吸により大気中の酸素を取り入れ、体の各
組織での化学的燃焼によって生じた炭酸ガスを体外に
排出することで生命を維持しています。このガス交換
の過程のどこかに障害が起こると、呼吸器の機能障害
が起こることになります。身体障害者福祉法でいう呼
吸器機能障害とは、病因を問わず、このような障害が
長期に続く慢性の呼吸器の機能障害を指しており、指

数（予測肺活量１秒率＝１秒量÷予測肺活量×100）
と動脈血酸素分圧及び行動範囲などを指標として障害
が判定され、その程度により１級（呼吸器の機能の障
害により自己の身辺の日常生活活動が極度に制限され
るもの）、３級（呼吸器の機能の障害により家庭内で
の日常生活活動が著しく制限されるもの）、４級（呼
吸器の機能の障害により社会での日常生活活動が著し
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く制限されるもの）の身体障害者手帳が交付されま
す。慢性の呼吸障害をきたす代表的な疾患は以下のと
おりです。

⑴　代表的な呼吸器疾患

①　慢性閉塞性肺疾患

広範な気管支の狭搾を示し、１秒率の低下をきた
すものをいい、以下の疾患が含まれます。
ア　慢性肺気腫

肺胞が破壊されて全体として肺が異常に膨張す
る疾患で、さまざまな程度の呼吸困難を訴えま
す。身体所見は努力呼吸、呼気延長（ゆっくりで
しか息が吐けない）などがみられ、進行するとチ
アノーゼもみられます。
イ　慢性気管支炎

慢性の咳と痰を主症状とし、進行すると呼吸器
の機能障害を示します。
②　拘束障害をきたす疾患

拘束障害とは肺、胸膜、胸壁の異常や、神経筋疾
患などのために肺の拡張が制限され、肺活量の低下
をもたらすものをいいます。肺結核、肺線維症、サ
ルコイドーシス、肺結核手術後の胸郭変形、広範な
胸膜癒着、ポリオ、筋萎縮性側索硬化症、重症筋無
力症などが原因となります。
③　慢性呼吸不全

慢性の呼吸器機能障害による低酸素血症や高炭酸
ガス血症のために、体にさまざまな異常を引き起こ
す病態です。前記の慢性閉塞性肺疾患が進行した
り、結核後遺症などによる肺活量の低下が加齢など
で進行すると、このような状態になります。神経
系、循環器、腎、消化器などの多くの臓器に深刻な
合併症を引き起こすようになります。

⑵　人工臓器

①　酸素療法のための機器

慢性呼吸不全による低酸素血症が進んだ患者には
酸素療法が有効であり、在宅酸素療法［Home 
Oxygen Therapyを略してHOT（ホット）と呼ば
れている）］により家庭や職場への復帰が可能とな
り、生活の質を高めることができるようになりまし
た。装置には、液体酸素装置と酸素濃縮装置の二つ
があります。在宅酸素療法は健康保険が適応されて
おり、下記の条件を満たした場合に開始されます。
ただし、HOTの導入に際しては、有効とされる他

の治療（薬物療法、呼吸器リハビリテーション）を
十分に行っても１ヶ月以上にわたり低酸素血症が持
続することを確認する必要があります。
ア　対象疾患

ア　高度慢性呼吸不全例

ただし、動脈血酸素分圧（PaO2）が55Torr
（mmHg） 以 下 の 者、 お よ びPaO2が60Torr
（mmHg）以下で睡眠時または運動負荷時に著
しい低酸素血症を来す者であって、医師が在宅
酸素療法を必要であると認めた者。適応患者の
判定にパルスオキシメータによる酸素飽和度か
ら推測し、PaO2を用いることは差し支えない。
イ　肺高血圧症

ウ　慢性心不全の対象患者

ただし、医師の診断により、心不全の重症度
分類で用いられるNYHA（New York Heart 
Association）Ⅲ度以上であると認められ、睡
眠時のチェーンストークス呼吸がみられ、無呼
吸低呼吸指数（１時間当たりの無呼吸および低
呼吸数をいう）が20以上であることが睡眠ポリ
グラフィー上で確認されている症例。
エ　チアノーゼ型先天性心疾患

チアノーゼ型先天性心疾患に対する在宅酸素
療法とは、ファロー四徴症、大血管転位症、三
尖弁閉鎖症、総動脈幹症、単心室症などのチア
ノーゼ型先天性心疾患患者のうち、発作的に低
酸素または無酸素状態になる患者について、発
作時に在宅で行われる救命的な酸素吸入療法を
いう。

　②�　NPPV（Noninvasive Positive Pressure 

Ventilation：非侵襲的陽圧換気療法）

NPPVは、気管内挿管や気管切開処置をせずに行
う換気療法で、フェイスマスクや鼻マスク、鼻プラ
グを通して上気道に陽圧を加え、肺の換気を補助す
る人工呼吸法であり、ポリオや筋萎縮性側索硬化
症、進行性筋ジストロフィーなどの神経筋疾患で、
呼吸筋の障害により換気機能が低下した場合に導入
されることが多い治療法です。後述のベンチレー
ターとは異なり気管内挿管や気管切開処置などをし
なくても良いため、食事や会話が可能です。NPPV
で使用するマスクやインターフェースとしては、
フェイスマスク、鼻マスク、鼻プラグ、マウスピー
スなどがあり、疾患内容や呼吸状態、患者の希望な
どを総合的に判断して適切なものを選択します。
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　③　ベンチレーター（人工呼吸器）

ポリオや筋萎縮性側索硬化症、進行性筋ジストロ
フィーなどの各種神経筋疾患などで、NPPVでの対
応でも呼吸運動がさらに低下してくると十分な呼吸
サポートが出来なくなり、ベンチレーターに頼らな
ければ生命を維持できなくなってきます。従来は長
期入院下での療養を強いられましたが、近年機器の
小型化が進み、在宅生活での人工呼吸器での呼吸管
理も可能となってきています。

⑶　呼吸器機能障害者雇用上の一般的留意点

慢性的な呼吸器機能障害者は、低酸素血症があって
も安静時は呼吸困難を訴えることはあまりありませ
ん。これは慢性の経過をとるうちに各臓器の代償機能

が働くようになっているためです。しかし呼吸の予備
能力が低いので、職種は障害の程度によりますが、肉
体的負担の少ない軽作業やデスクワークなどが向いて
います。雇用上大切なことは、障害についての理解と
個々の患者の状態を正しく把握することです。体調管
理のためには主治医の意見も聞いておく必要がありま
す。職場環境としては気管支粘膜が過敏になっている
ことが多いので、刺激ガスや温度変化（特に冷気）、
乾燥に留意します。HOTを導入している患者の場合
は、火気の取り扱いや室内の換気にも留意します。そ
の他、定期的な通院が必要となるため、勤務時間の配
慮も必要となります。

� （草野修輔）

6 ぼうこう又は直腸の機能障害

ぼうこう疾患で尿路（尿管）を変更し、腹壁に新た
な排泄口を造設したり、同様に、腸疾患で腸管の一部
分を切除したり、あるいは腸管の通過障害を起こして
便を肛門から排泄できない場合に、新たに肛門以外に
便の排泄口（人工肛門）をつくる必要を生じる場合が
あります。こうしてつくられた新たな排泄口をストマ
とよび、これを永久的に造設した方は、部位に関係な
く障害認定が行われます。また、ストマがない方で
も、直腸の手術や代用ぼうこう❶の使用により高度な
排尿機能障害がある方や先天性鎖肛に対する肛門形成
術や小腸肛門吻合術に起因する高度な排便機能障害が
ある方も、認定の対象となります（術後６ヶ月を経過
した日以降に認定します。）。

手帳１級から３級では医療費及び税金の障害者控除
が受けられ、手帳１級程度のいわゆる重度身体障害者
には、居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護等の
自立支援給付を受ける制度もあります。ストマ用装具
費の支給制度、交通運賃割引制度などもあり、福祉セ
ンター、身体障害者更生相談所などの利用もできます。

⑴　尿管ストマを必要とする代表的疾患

①　二分脊椎

椎弓癒合不全（脊柱管の背側が開いたままにな
る）により起こる先天性奇形で、脊髄や髄膜❷の形
成不全も合併します。脊柱管の内容の脱出を伴わな
い潜在性二分脊椎と、脱出を伴い体表へののう状膨
隆を認めるのう状二分脊椎があります。神経因性ぼ
うこう❸を示すのは、のう状二分脊椎のうち、のう
状膨隆の中に神経根や脊髄を含む脊髄髄膜瘤とよば
れるものに多くみられます。残尿が多く、ぼうこう
内から尿管に尿が逆流するために、適切な処置（導
尿❹処置やストマの造設）を怠ると、尿路感染❺を
繰り返して腎機能の低下を招きます。
②　ぼうこう癌

血尿で気づかれることが多い癌です。腫瘍が尿路
を塞いで排尿が困難になったり、ぼうこうの伸展が
悪くなると尿意が頻回になったりします。ぼうこう
の一部の手術であればストマが必要ないこともあり
ます。
③　子宮癌

婦人科領域の癌では最も多い癌です。しばしば癌
が子宮にとどまらず、ぼうこうや直腸にまで病変が
進展することがあり、子宮、ぼうこう、直腸を併せ
て取り除く手術が必要となることがあり、この場合

❶　ぼうこう全摘出後に腸管などを用いてつくられるぼうこうの代用となるもので、尿を蓄えることができる。
❷　脳あるいは脊髄を覆っている構造物で、外側から硬膜、くも膜、軟膜の３層よりなる。
❸　神経疾患に伴う排尿障害の総称。肺炎や褥瘡などとともに三大神経疾患合併症といわれる。
❹　カテーテルを尿道口からぼうこうに入れて、尿を排泄する操作。
❺　ぼうこう炎を代表とする尿の通過路における感染症。
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は、尿管と腸管の２種類のストマをつくることにな
ります。

⑵　腸管ストマを必要とする代表的疾患

①　大腸癌

海外に比較して日本では少なかったのですが、食
事の欧米化に伴い確実にその数は増加しています。
日本人の場合、大腸癌全体の60～70％が、S状結腸
と直腸に発生しています。早期の大腸癌は無症状で
すが、進行癌では、血便、便通異常が出現します。
直腸癌が多いので、指診といわれる肛門からの直腸
内部の触診が重要です。進行癌では手術療法が中心
となりますが、早期のポリープ型癌では、内視鏡的
治療も可能です。
②　腸閉塞（イレウス）

小腸や大腸において、腸管の内腔の通過が阻止さ
れた状態をいい、嘔吐、腹痛、便秘、排ガス停止な
どの症状が出ます。腸閉塞は機械的イレウスと機能
的イレウスに大別されます。機械的イレウスは、腸
管の癒着による屈曲や癌による狭搾などで、多くの
場合は腸管蠕動（ぜんどう）の亢進を認めます。機
能的イレウスは汎発性腹膜炎などに伴い生じるまひ
性イレウスが代表的で、この場合は腸管蠕動は減弱
～停止します。
③　クローン病

主として若い成人にみられる原因不明の疾患で、
消化管に線維化と潰瘍形成を伴う肉芽性炎症を起こ
します。腹痛、全身倦怠、下痢、下血が多い症状で
す。病巣が不連続で潰瘍が縦走する形態をとること
が特徴で、しばしば病変部で狭搾を起こします。内
科的治療にしばしば抵抗性があり、狭搾、閉塞を起
こした場合は切除手術が必要になることがありま
す。
④　潰瘍性大腸炎

30歳以下の成人に多いのですが、小児や50歳以上

の人にもみられる原因不明の炎症性疾患です。びら
ん、潰瘍を形成し、血性下痢を主徴とし、粘血便、
腹痛、血便がよくみられる症状です。基本的に、直
腸から病変は始まり、連続的に上部に広がります。
腸管壁の浅い部分（粘膜）の炎症で、分泌腺内の膿
瘍（腺窩膿瘍）が形成され、腸管の短縮、壁の硬化
が起こります。難治性の場合は、切除手術が必要に
なることがあります。
⑤　腸結核

肺結核に伴って起こることが多く、痰の嚥下とと
もに腸に到達して、病変を生じると考えられていま
す。粘膜下のリンパ組織の分布に沿って潰瘍が形成
されることから、小腸では輪状潰瘍を、大腸では分
布、形態ともに不規則といわれます。回盲部、回腸
に好発します。病巣部の生検検査、生検材料・痰・
胃液・便などの培養による結核菌の証明が診断上重
要です。

⑶　雇用上の注意

①�　術後の体力の回復状況や、他の合併症の有無な
どを十分に配慮した勤務時間・内容の設定、出勤
時間の決定などが必要であり、この際に主治医の
意見聴取も重要です。

②�　病院から退院し障害のない人の中で生活するよ
うになったとたん、とかく障害のない人と比較し
て自らの悲運を嘆き、周囲を気にして人との付き
合いに消極的になり、しだいに孤独感、疎外感を
増して家族や社会との断絶を招くこともありま
す。職場における上司、同僚の障害についての理
解と協力が重要です。

③�　多くの方は原疾患の経過観察やストマ管理のた
めに、定期的な医療機関の受診を要します。

④�　ストマ管理を要する方には、トイレ等にストマ
用具を置ける簡単な処置台の準備が必要です。

7 小腸機能障害

先天的原因や後天的原因によって小腸の切除を要す
ると、通常の経口による栄養摂取のみでは栄養の維持
が困難になる場合があり、障害認定の対象となってい
ます。該当すれば、１級（栄養所要量の60%以上を常
時中心静脈栄養法で行う必要のあるもの）、３級（栄
養所要量の30%以上を常時中心静脈栄養法で行う必要

のあるもの）、４級（永続的に小腸機能の著しい低下
があり、随時中心静脈栄養法又は経管栄養法を行う必
要のあるもの）に認定されます。小腸大量切除の場合
は手術時に、それ以外の小腸機能障害の場合は６ヶ月
の観察期間を経て認定されます。
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⑴　代表的原因疾患

前項（ぼうこう又は直腸の機能障害）で述べた腸疾
患のほかに、下記のようなものがあります。
①　上腸管膜血管閉塞症

腸管膜動脈の血栓症・塞栓症により腸管壁の壊死
を起こします。上腸管膜動脈に多く、この場合、病
変は小腸から右結腸に及びます。突然の腹痛、腹部
膨満、嘔吐、吐血、下血などの症状が出ます。腹膜
炎を起こすと予後が悪くなるので、外科的処置（腸
管切除）が急がれます。
②　外傷

事故による腹部の強い打撲や刃物による刺傷など
により、腸管の切除が必要となることがあります。
③　先天性小腸閉鎖症

先天的に小腸の内腔に閉塞を認めるもので、早期
に腸切除を要します。

⑵　中心静脈栄養法

従来、輸液といえば水分・電解質❶の補給が主体で
したが、現在では、病態により栄養補給の意味づけを
強くした輸液が可能となりました。末梢静脈からで
も、適当な輸液剤と脂肪乳剤を併用すると1,300kcal程
度の投与が可能とされます。しかし、末梢静脈からの
輸液は血栓性静脈炎❷の発生が高率であり、長期の栄

養管理には適しません。
そこで行われるのが、中心静脈栄養法です。これ

は、カテーテル先端を鎖骨の下から挿入し、中心静脈
に留置した状態で輸液管理を行う方法で、長期の、さ
らに高カロリーの輸液が可能となりました。カテーテ
ルの清潔維持、電解質や糖代謝異常出現の監視（血
液・尿検査）が必要であり、医療管理下で行われます。

小腸機能障害のために長期の中心静脈栄養法が必要
で、かつ一般状態が安定し、患者・家族の協力が得ら
れる場合、中心静脈栄養法を在宅で行う方法がとられ
つつあり、医療保険の適応対象にもなっています。こ
れにより、患者・家族の社会参加を助ける効果も出て
きています。輸液のシステムをジャケットやショル
ダーバッグに装填して移動が可能なものができてお
り、輸液を行いながらの就労も可能となってきました。

⑶　雇用上の注意

①　高熱環境の職場、肉体労働主体の職場などでは
発汗量も多いことから、電解質バランスの異常や
脱水状態をきたしやすくなるので、職場としては
不適当です。

②　中心静脈栄養法は厳重な医療監視下で行われる
べき方法であり、定期的な医療機関の受診は欠か
せませんので、定期的通院に配慮が必要です。

� （佐久間　肇）

8 ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害

ヒト免疫不全ウイルス（HIV: Human Immunodefi-
ciency Virus）は免疫機能を担う白血球を破壊しなが
ら数年～10数年をかけて増殖し、重篤な免疫不全の原
因となります。しかし、1980年代の治療法のなかった
時代や、現在でも発展途上国等で治療を受けられない
状況とは異なり、わが国では1990年代後半以降、治療
法の進歩により感染者でのHIVの増殖を抑えることが
できるようになり、服薬や通院を続けることで職業生
活が可能な人が多くなっています。現在では血液中に
HIVを検出できない程度に抑える治療も一般的になり、
その場合、感染の危険性もほとんどなくなっています。
その一方で、病気への誤解や偏見への心配から、職場
に配慮等を申し出にくく、心理的なストレスを抱えて

いる人が多いことも明らかになっています。平成10年
からは内部障害に追加され、医療費の自己負担が軽減
されるとともに、障害者雇用率制度の対象にもなって
います。病気についての正しい理解に基づき、安定し
た職業生活を送れるような支援が求められます。

⑴　HIVの基礎知識

HIVはウイルスですが、インフルエンザ、風邪、下
痢等のウイルスとは異なり、普通に生活している同居
者にも感染しない非常に感染力が弱いウイルスです。
HIVは感染者の血液、精液、膣分泌液、母乳に含まれ
ますが、空気中や水中では死滅してしまうため、直接
傷口や粘膜に接触しないと感染しません。また、少し

❶　�特定の溶媒に溶かしたときに、溶液が電気伝導性をもつようになる物質のことで、体内電解質とは、Na、Cl、K、Ca、Pなどが
重要視される。

❷　局所の感染に基づく静脈炎で、局所の静脈の肥厚と血栓の形成をみる。
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触れただけでは感染しません。また、服薬を継続して
いるHIV陽性者（発症の有無にかかわらずHIV抗体検
査が陽性であった人として、このように呼びます。）
の血液や体液中のHIV量は検査で検出できる限界未満
となっている場合が多く、その場合、感染の危険性は
ないとされています。

HIV感染についての不合理な「万が一」の心配は、
結果として、HIV陽性者の雇用差別につながります。
主な感染経路は、「性的感染」、「血液感染」、「母子感
染」となっています。コップの回し飲み、握手、涙・
汗、キス、同じ鍋をつつく、風呂やプール、トイレ、
せき、くしゃみ、シーツの共有等で感染することはあ
りません。血液感染といっても蚊やダニを介してHIV
が感染することはありません。

通常の職業生活では、HIVが他人に感染することは
なく、食品の取り扱い、美容師やマッサージ師など顧
客に接触する仕事でも制約はありません。職場の出血
事故で直接傷と傷が接触するという稀な事態にも、後
述の出血事故への適切な対処によって、感染の可能性
を限りなく少なくすることができます。社員寮等の共
同生活でも、衛生管理（カミソリ・歯ブラシ等の血液
がつきやすいものを共用しない等）や一般的な安全・
健康指導で十分です。

⑵　HIVによる免疫機能の低下

免疫機能とは一種の「防衛体力」です。空気中、食
べ物、様々な物には、細菌、カビ、ウイルス等が多く
存在しますが、人々が何の問題もなく生活できるの
は、免疫機能がこれらの異物を排除しているからで
す。HIVは、ヒトの免疫機能の中枢であるヘルパーT
細胞（血液中やリンパ節にある白血球の一種）に入り
込み、その内部で増殖を続け、これを破壊します。免
疫機能の低下は、ヘルパーT細胞の数（「CD4数」と
呼ばれる）の検査の他、日和見感染症（通常の免疫力
があれば問題を起こさない非常に弱い病原体による感
染症）の発症によっても分かります。

エイズ（AIDS）とは、HIV感染による重度の免疫
不全症候群のことを言い、後天性免疫不全症候群
（Acquired Immuno Deficiency Syndrome）の略で
す。通常の免疫力があれば発症することはない特定の
疾患が確認された時点でエイズと診断されます。

⑶　HIV感染症の治療と障害認定

現在、わが国では、エイズが発症した場合でも１～

２ヶ月の入院後、多くの場合、適切な治療を行うこと
で職場復帰が可能な例が多くなっています。治療を継
続することで、免疫機能は障害のない人と変わらない
レベルまで回復し、血液中のHIVも検出できない程度
に低下している人も多くなってきました。

免疫機能障害は、エイズ発症の有無や、血液検査の
データを含む12の指標項目を総合的に判断して認定さ
れ、おおまかに１～２級がエイズ発症、３～４級がエ
イズ発症前の免疫機能低下のレベルに相当します。前
述のように、適切な治療により免疫機能は回復します
が、現在HIVを完全に消失させる治療方法はないた
め、治療を中断するとHIVは再増殖し、免疫機能は低
下してしまいます。このため、服薬によって免疫機能
が回復している人も障害認定は継続しています。実際
の免疫機能低下の程度については、エイズの診断や障
害等級ではなく、免疫機能の検査値等での個別の確認
が必要です。

⑷　服薬・通院について

抗HIV薬は複数の錠剤を組み合わせて、各人の免疫
状態やライフスタイルに合ったものが選択されます。
かつては複数の錠剤を仕事中にも服薬する必要がある
など負担が大きかったのですが、最近では服薬回数が
一日に１回～２回と、仕事中の服薬の必要がなくなっ
てきています。また、HIV陽性者自身の健康管理も取
り組まれています。

通院は、特に体調に問題がない場合でも、予防的な
意義もあり、月１回から数ヶ月に１回、定期的に必要
です。

⑸　雇用上の注意点（合理的配慮を含む）

職場において、同僚の科学的に根拠のない恐怖や誤
解、偏見による差別や混乱が生じることを防止するた
めに、本人とのコミュニケーションや、情報管理、啓
発に慎重な対応が必要です。また、疾患管理と職業生
活の両立の支援、衛生管理や出血事故対処の一般手順
に留意します。
①　病気についての情報収集

既述のように、HIVによる免疫機能障害あるいは
HIV感染それ自体では、通常、職務遂行のための適
性と能力に直接関係しません。労働安全衛生法上の
「病者の就業禁止」にはあたりませんし、HIV感染
それ自体は免職（解雇）の理由に該当しません。
HIV感染を本人から告げられた場合に、それで過剰
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反応を起こすことなく、あくまで本人の適性と能力
に焦点をあわせ、病気により不利な扱いをしてはい
けません。そのことを明確に本人に示すことで、本
人の安心にもつながります。

また、HIV感染のことを明示することを望まない
人もいることから、一般的に採用選考時等に、HIV
感染についての情報の収集は行うべきではありませ
ん。健康診断も、HIV抗体検査証明が必要な国での
勤務といった、合理的・客観的な理由がある場合等
を除いて、HIV感染の検査は行わないことが原則で
あり、また、検査を行う場合には内容と理由を本人
に事前に周知すべきです。
②　情報の取り扱い

HIV感染については、本人の意思を確認し、情報
がむやみに拡大しないように関係者の秘密保持を徹
底します。健康管理に関する情報は、健康管理医等
必要最小限の担当者にとどめ、関係者の守秘義務を
徹底します。上司等による定期的通院への配慮等に
ついては「持病」、「内部障害」とだけ伝え、プライ
バシーや人権を最大限尊重します。また、後述の衛
生管理や出血事故対策は一般的な手順であるため、
職場全体にHIV陽性者がいることを伝える必要はあ
りません。

その他、人事や健康管理医、健康保険を扱う部署
などからの情報漏洩を不安に思うHIV陽性者が多い
ことから、これには法的な処罰規定があることを再
確認し、情報管理を適正に行えるよう関係者の認識
を高めておく必要があります。
③　正しい知識の啓発

HIV感染については誤解や偏見が根強いことか
ら、もし上司や同僚に病名を開示する必要があるな
らば、一般の健康をテーマにした研修等で、HIV感
染についての正しい知識を職場に啓発しておくなど
の配慮が必要です。開示しない場合でも、できれば
一般の健康教育の一環としてHIV感染症の現状につ
いての啓発をしておくことが望まれます。事前の啓
発が行われず、パニック等の過剰反応が起こった場
合でも、HIV感染症についての専門家を招いての説
明会や質疑応答で沈静化できた例があります。

HIV感染症の治療の状況は近年大きく進歩してい
るため、最新の情報に基づく啓発が重要です。
④　疾患管理と職業生活の両立の支援

服薬や定期的通院がなされていれば、HIV陽性で
あること自体が仕事上で問題となることはほとんど

ありません。HIV陽性者の職場での健康管理や安全
配慮に必要なことは、健康管理医等の専門の担当者
が相談や支援にあたることが、情報管理上からも適
切です。

一方、「病気がありながら働くこと」への職場の
理解についての本人の不安が大きいことから、仕事
の進め方について上司等が相談に乗る、職場の同僚
との親睦等で人間関係を向上させるといった一般的
な職場の取り組みが重要です。また、一般的に、少
し疲れた時に休憩でリフレッシュしやすくすること
は、HIV陽性者が仕事を安心して続けやすくするの
に効果的です。
⑤　衛生管理や出血事故対処の一般手順

HIVの治療が適切に行われていれば感染のおそれ
はほとんどなくなっており、職場での対策として
は、血液感染症を含む一般の感染症予防について
の、職場での一般の安全指導や健康教育の範囲で十
分です。また、職員寮等で共同生活をする場合でも
同様です。

具体的には、他人の血液や分泌物には直接触れな
い。これらは石鹸を使って洗い流すか、それができ
ない時はビニール袋等でしっかり包んでゴミに出
す。出血はなるべく本人が自分で処置する。カミソ
リ、歯ブラシ、タオル等の血液のつきやすい日用品
は他の人と共有しない。傷の応急処置を他人がする
必要がある場合には、ゴム手袋を着用し、血液等に
触れたらすぐに石鹸を使って流水で洗い流す。傷口
等の接触に備え人工呼吸ではハンカチ等をはさむ等
を注意する、などです。これらは、当然、HIV陽性
者自身も自覚をもって行います。

なお、以上のような配慮を行った上でも、例えば
治療が適切に行われていないHIV陽性者が出血して
意識を失い、他者が傷を負った手で誤って血液に触
れてしまった等、感染の危険性が生じる事態は想定
可能です。その場合は、迅速に医療機関を受診しま
す。HIVは感染力が弱く、さらに服薬継続中であれ
ばHIVウイルス量は低くなっており、必ずしも感染が
成立するわけではないので冷静な対応が大切です。
医療機関における暴露事故などでは感染防止のため
に、速やかな抗HIV薬の服薬が勧められています。

【参考文献】

１）高齢・障害者雇用支援機構，障害者雇用マニュア
ル102　HIVによる免疫機能障害者の雇用促進，2010.
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9 肝臓機能障害

肝臓は人体最大の臓器で「体内の化学工場」とも呼
ばれ、栄養素の分解や生合成、人体の害となる物質の
解毒等の重要な役割を担っています。様々な原因で肝
臓機能が永続的に著しく低下すると倦怠感や易疲労感
等の症状が強くなり、さらに進行すると延命のために
肝臓移植が必要となります。現在、わが国では年間
400名程度が肝臓移植を受け、成功率も高くなってい
ます。平成22年４月から、このような肝臓機能障害
が、内部障害に追加され、肝臓移植や移植後の医療費
の自己負担が軽減されるとともに、身体障害者手帳の
交付を受けた者については障害者雇用率制度の対象と
なっています。通院等をしながらの無理のない職業生
活や、肝臓移植の前後にわたる勤務継続のために、職
場での理解や配慮等が必要です。

⑴　肝臓機能とは

肝臓は500種類以上の生化学反応を同時並行で行っ
ていますが、主な機能として、代謝、解毒作用、胆汁
分泌があります。人体に必要な糖、脂肪・タンパク質
等のほとんどは肝臓で合成されています。また、血液
中のアルコールやアンモニア、薬物、ウイルスや毒素
等は肝臓において、解毒されたり分解されたりしま
す。さらに、古くなった赤血球を材料にして胆汁を作
り腸に送り出しています。

肝臓機能が低下すると、必要なエネルギーや栄養の
不足や血液中の成分の変化により、倦怠感や疲れやす
さ、腹水、血液凝固の低下等が起こったり、解毒作用
の低下によって、例えばアンモニアが脳に運ばれて意
識障害を引き起こしたり、胆汁分泌が減ると古い赤血
球の一部（ビリルビン）が血液中に増加し黄疸を引き
起こしたりと、様々な症状が表れます。

ただし、肝臓は「沈黙の臓器」と呼ばれ多少の障害
では症状が表れません。また機能回復しやすい丈夫な
臓器です。肝炎ウイルスによる肝炎も自然に治癒した
り、最新の治療による治癒が増えています。アルコー
ル性の肝障害も禁酒によって多くは回復します。

様々な肝臓の病気によって、肝細胞の壊死と再生を
繰り返すと、肝臓は線維化して硬くなり、再生能力も失
い肝硬変という最終的な状態になります。しかし、その

初期には、「だるい（倦怠感）」、「つかれやすい（易疲
労性）」といった程度の症状しか表れません。これは、
肝臓機能が低下しても、筋肉による代謝機能や、腎臓
による毒物の排泄機能等によって代償されているからで
す（この時期を「代償期」といいます。）。現在では、検
査や治療法の進歩等により、10～20年を代償期のまま
安定して過ごせる人もまれではなくなっています。

⑵　肝臓機能障害の状態像

肝臓機能障害として障害認定されるのは、原則的に
は、肝硬変が進行して全身倦怠感や易疲労感等の症状
が強く出てきた人や、肝不全❶で延命や抜本的な機能改
善のために肝臓移植が必要となった人たちです。先天
性の場合もあり、成人後の様々な病気の結果の場合も
あります。慢性肝炎等の長期の経過で肝不全になる場
合もあれば、急性肝炎で肝不全となることもあります。

肝臓移植が成功すれば、肝臓機能は通常レベルに回
復します。しかし、移植された肝臓が安定して機能し
続けるためには、拒絶反応（移植された臓器を異物と
して排除しようとする免疫反応）を抑えるための免疫
抑制剤を生涯服用する必要があり、また、感染症や病
気の再発等の予防のために定期的な外来受診が必要で
す。このような人たちも、肝臓機能障害として認定さ
れます。

⑶　肝硬変の管理

肝硬変であっても、安定した代償期で、自覚症状が
なければ普通に仕事ができますが、肝臓機能の悪化を
防ぐために、重労働や出張、残業等が制限されます。
また、食後は横になって休憩することで肝臓への血流
を増やすことが望まれます。また、禁酒は絶対です。
肝臓機能障害は自覚症状が表れにくいため、仕事で無
理をして、状態を悪化させることがあるので、本人の
自己管理とともに、周囲の理解と配慮も大切です。

倦怠感、易疲労性が強くなり、腹水や黄疸等の症状
がでてくると、定期的な検査や治療を受けながら、肝
臓移植の待機となります。

❶　肝臓機能がほぼ完全に失われた状態。
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◇��　内部障害者の雇用事例（サービス業）　���
～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

特例子会社の設立にあたって、免疫機能障害者を採用することとした。障害に対する正しい理解が、全
ての社員が安心して働くために必要と考えた社長の呼びかけにより、免疫機能障害のある社員、ハロー
ワークの雇用指導官や医療機関担当者が講師となり、経営層および社員向けの勉強会を実施した。社員の
正しい理解が促進され、免疫機能障害のある社員の能力発揮や雇用の拡大につながった。また、安定した
就労のためには定期通院が必要不可欠であることから、有給休暇に加え、通院休暇制度を創設したほか、
障害者職業生活相談員による定期面談を行い、働きやすい環境を整備した。

⑷　肝臓移植

現在、わが国では年間400名程度が、肝臓移植を受け
ています。わが国では、生体肝移植といって、近親者
等から肝臓の一部を移植する方法が多くなっています❶。

肝臓機能の検査結果によって、肝臓移植が決まって
も、すぐに移植手術が受けられるわけではなく、数ヶ
月～数年、検査や治療を受けながら通院または入院で
待機します。

一般的に手術予定日の１～２週間前に入院し、手術
後１～２ヶ月で退院となり、退院後２ヶ月程度は１週
間毎の受診、その後は状態の安定を見ながら月１回程
度の受診まで間隔を延ばしていきます。仕事への復帰
は人によって異なりますが、手術後、半年前後が多い
ようです。

移植された肝臓の拒絶反応を防ぐために、免疫抑制
剤を継続的に服用する必要があります。免疫が抑制さ
れると感染症を起こしやすくなりますが、抗生物質や
抗ウイルス薬を服用することで予防や治療ができます。

⑸　原因疾患について

肝臓機能障害の原因は、ウイルスやアルコールによ
る肝炎が肝硬変や肝がんに進行したもの、薬物による
もの、自己免疫によるものなど多様です。治療や通院
の必要性はこれらによっても異なります。ウイルス性
肝炎は血液の直接接触でしか感染せず、普通の職業生
活や一般的な出血事故への対応や衛生管理ができてい
る職場で他者に感染することはありません。

⑹　雇用上の注意（合理的配慮を含む）

①　本人の話もよく聞きながら、健康管理医等の専

門職により、仕事内容の検討や、治療と仕事の両
立を支えるための検討ができるようにします。本
人のプライバシーや人権を守るためにも、必要以
上に障害や病気のことを職場内に広げることは好
ましくありません。

　　具体的には、重労働や過労を避ける必要があり
ます。また、食後には横になって休憩できるよう
にします。肝臓移植後の免疫抑制剤によって感染
症にかかりやすくなるので、職場での手洗い等の
健康行動に気をつけるようにします。

　②�　個々の仕事の内容や進め方については、一方的
な業務や職域の制限ではなく、上司や同僚が本人
が仕事をしやすいように相談に乗るようにし、積
極的に業務改善への意見を本人に求める等の取組
が大切です。

　③�　また、勤務していた人が中途で肝臓機能障害者
となった場合、肝硬変の時期や肝臓移植の前後の
１年～数年間の通院や入院への配慮によって、勤
務継続を支えることができます。

　④�　通院が気兼ねなくできるようにします。特に症
状がなく、安定して勤務している時期でも、検査
や薬の調整のため、月１回程度の通院が必要で
す。肝臓機能障害は症状が表れにくいため、少し
でもおかしいと思った時に病院に行けるようにし
ます。

　⑤�　血液感染であるウイルス性肝炎がある場合、通
常の職業生活では感染することはないため過剰反
応を起こすことなく、他者の血液に直接触れな
い、カミソリ等の共用は行わない等、一般的な出
血事故や衛生管理への対応を確認します。

� （春名由一郎）

❶　世界的に見ると脳死の臓器提供者からの移植が多くなっています。
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第５節　知的障害者

5第 節
知的障害者

1 知的障害者とは

⑴　知的障害の概要

①　知的障害の定義と障害特性

知的障害の定義については様々ありますが、知的
障害者福祉法においてその定義は規定されていませ
ん。厚生労働省が行った「知的障害児・者基礎調
査」（2000年）では、「知的機能の障害が発達期（お
おむね18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障を生
じているため、何らかの特別の援助を必要とする状
態にあるもの」と定義されています。
知的障害者の障害特性として、人により個人差は
ありますが一般的に次のことが指摘されています。
〇�読み書き・計算など言語能力や数処理能力、抽
象的な概念の理解が苦手である
〇�金銭管理、移動などの日常生活面や社会生活能
力面に支障がある
〇�意思疎通能力や対人関係などのコミュニケー
ション面が未熟である
〇�新しい環境に適応することや、学習することに
時間がかかる等

②　主な発生原因

知的障害の原因については、先天性の遺伝子・染
色体異常、胎児期のアルコール・薬物等による影
響、周産期の酸欠状態による脳の損傷、出産後の脳
炎や脳の打撲による脳損傷などさまざまですが、原
因不明のことが多いようです。

⑵　知的障害の確認と療育手帳

知的障害者の確認については、原則として療育手帳
によって行われ、児童相談所、知的障害者更生相談
所、精神保健福祉センター等での判定に基づき都道府
県や政令指定都市から手帳が交付されます。
障害区分の判定基準については、主に知能検査によ
る知能指数（IQ）によりますが、その他身体障害等
の重複状況や社会生活能力などを総合的に勘案して判
断します。
療育手帳の障害区分は、国の指針ではA（重度）、B

（その他）の大きく二つに分けられていますが、自治
体によってその障害区分の表記方法は異なります。例
として、A1（最重度）、A2（重度）、B1（中度）、B2
（軽度）、（東京都の場合は1度（最重度）～4度（軽
度））など、概ね4段階に細分化されています。また、
療育手帳の名称も「愛の手帳（東京都）」、「みどりの
手帳（埼玉県）」と呼ばれている自治体もあり、各自
治体の裁量に委ねられています。
表１は、療育手帳の知能指数（IQ）による障害の
程度の判定基準の例です。

表１　療育手帳の知能指数（IQ）による判定基準の例

障害の程度 基準例
A１ 最重度 IQ20以下
A２ 重度 IQ35以下IQ21以上
B１ 中度 IQ50以下IQ36以上
B２ 軽度 IQ51以上IQ70以下

⑶　知的障害者数

知的障害者数については、「令和３年版障害者白
書」（内閣府）によると、知的障害児・者の在宅者数
が96万2千人、施設入所者数が13万２千人で、合計109
万４千人となっています。ただ、この数は主に療育手
帳を申請し、取得している人であり、支援の必要性の
ない人、障害者としての位置づけを避けたい人など、
手帳を申請していない人も多くいることが推測されま
す。
また、「平成28年生活のしづらさなどに関する調
査」（厚生労働省）では、在宅者数を年齢別にみると
18歳未満の知的障害児が約21万4千人（22.2%）、18歳
以上の知的障害者が約72万9千人（75.8%）です。ま
た、障害程度をみると在宅の知的障害児・者のうち、
｢最重度・重度｣ が37万3千人（38.8%）、｢中度・軽
度」が55万5千人（57.7%）、不詳が3万4千人（3.5%）
となっています。
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2 知的障害者の雇用の現状

⑴　知的障害者の雇用状況

厚生労働省の調査（「平成30年度障害者雇用実態調
査」）では、5人以上の常用労働者を雇用している事業
所において雇用されている知的障害者は約18万9,000人
と推定され、前回の調査と比べ大きく増加しています。
知的障害者の程度別の雇用状況では、重度が

17.5%、重度以外が74.3%、不明等が8.2%でした。
厚生労働省「令和２年度　障害者の職業紹介状況

等」から、令和２年度に就職した知的障害者は19,801
件（前年度比9.6%減）であり、うち重度は3,330件（重
度の割合は16.8%）となっています。
また、厚生労働省の「令和３年障害者雇用状況の集
計結果」によると、43.5人以上の常用労働者を雇用し
ている民間企業における障害別の雇用状況は、身体障
害者が60.1%、知的障害者が23.5%、精神障害者が
16.4%となっています。
一方、国の機関における障害別の雇用状況は、身体

障害者が60.7%、知的障害者が2.8%、精神障害者が
36.5%、都道府県の機関については、身体障害者が
83.4%、知的障害者が2.4%、精神障害者が14.2%となっ
ており、市町村の機関については、身体障害者が
81.7%、知的障害者が4.0%、精神障害者が14.3%となっ
ています。また、都道府県等の教育委員会について

は、身体障害者が77.2％、知的障害者が5.0％、精神障
害者が17.8％となっています。

⑵　就職先の業種・職種の傾向

厚生労働省「令和２年度　障害者の職業紹介状況
等」の調査から、知的障害者の産業別の就職状況で
は、医療、福祉（34.7%）が最も多く、卸売業､ 小売
業（16.1%）、製造業（15.9%）、サービス業（11.1%）
と続いています。また、職業別の就職状況でみると、
運輸・清掃・包装等の職業（46.8%）がほぼ半数を占
め、生産工程の職業（14.8%）、サービスの職業
（13.9%）、事務的職業（9.2%）、販売の職業（6.8%）
となっています。
これまで、知的障害者が雇用される職種としては、
その障害特性から製造補助作業、清掃業、クリーニン
グ業などの製造業を中心とした簡易な定型作業に偏っ
ていました。ただ、近年はパソコンを活用したデータ
入力・書類作成等の事務補助作業、デイサービス等の
福祉分野での介護補助、ホテル等のサービス業での軽
作業、農業分野での定型作業など、従来知的障害者の
就職が少なかった職域への進出が報告されていて、雇
用する側の取組みの工夫によりさらなる知的障害者の
職域の拡大が期待されます。

3 知的障害者の雇用のポイント

雇用した知的障害者がその能力を十分に発揮できる
ようになれば、組織にとって大きな戦力となります。知
的障害者の雇用管理のポイントについて考えてみます。

⑴　雇用管理面のポイント

①　障害特性の理解と職場内の合意形成

ひと口に知的障害者といっても、その能力や適
性、興味、体力などは異なり人によりさまざまで
す。IQの数値だけにとらわれることなく、一人ひ
とりの特性を理解することが大切です。特性に合わ
せた職務内容や職場環境を設定することにより、能
力が十分に発揮され組織にとって戦力となります。
採用に当たっては、特に配置部署の職員に対し
て、組織として障害者雇用の意義や取組み方針につ

いて事前に研修等を通して理解と協力を得るなど、
組織内の合意形成が必要です。組織全体が障害者に
対して共通認識を持ち、統一した対応や支援を行う
ことにより知的障害者が安心して働く環境をつくる
ことができます。
②　専任担当者（キーパーソン）の配置

知的障害者の場合、慣れない場所や新たな環境で
は不安や緊張が強く、適応するまでに時間がかかり
ます。また、複数の人から仕事の指示や説明を受け
ると混乱してしまうことがあります。このため専任
の担当者（キーパーソン）を決めて、指示系統を一
本化することが必要です。ただ、いったん作業内容
や手順を理解すると、適性が合えば簡易作業以外で
も正確に、淡々とこなすことができます。
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職務以外の生活面の課題についても、キーパーソ
ンが中心となり家庭等との協力のもと早期に対応す
ることが大切です。
③　職務内容の検討

知的障害者の場合、適職の見極めが難しいことか
ら、配置する職務内容については試行錯誤を繰り返
ししながら検討していく必要があります。採用前か
ら本人に関わってきた支援機関などからの情報やア
ドバイスを得ることも大切なことです。職務内容の
検討の際には、作業そのものだけではなく、作業を
行う場所、一緒に働く同僚などの職場環境について
も併せて検討する必要があります。
また、民間企業では、採用当初に必要に応じて職
場適応援助者（ジョブコーチ）を活用しながら職務
内容について検討することが、本人の能力を長期的
に最大限伸ばしていくことになります。
国及び地方公共団体の場合、職場適応援助者
（ジョブコーチ）による支援を受けることはできま
せんが、国の機関❶においては、職場適応援助者
（ジョブコーチ）に類する専門家として労働局又は
ハローワークに配置された職場適応支援者を利用す
ることで同様の支援を受けることができます（第２
章第３節５参照）。
④　作業指示・伝達の方法

知的障害者に指示を出す際には、その障害特性に
配慮し、言葉による説明だけではなく対象者の理解
力に合わせた指示の出し方が必要となります。その
際、仕事内容は全体を小さな作業単位で切り分けて
手順を説明することも大切です。具体的には、まず
指示者が実際にやってみせる、次に本人と一緒にやっ
てみる、そして一人でやらせて確認する、といった
手順を理解するまで時間はかかりますが、くり返し
根気よく進めていきます。そして、上手くできた時
には褒めることが本人にとって大きな自信となり、
勤務への意欲や作業能力の向上にもつながります。
また、作業手順の理解を高めるために、文字に替
えて図や写真、イラストを使ったマニュアルの作成
は効果的です。言葉を通しての理解は苦手でも、視
覚に訴えた図や絵による指示や説明で理解が早まり
ます。さらに、目盛りの読み取りなど数量の操作に
ついても、決められた量や長さにテープで印をつけ
るなどの工夫を行うことにより苦手を克服すること

ができます。
⑤　安全への配慮

働く環境の中には、取り扱いに注意が必要な機械
や薬品、危険な場所等が存在することがあります。知
的障害者は事前に危険を察知し、避けることが不得
手です。こうした場所を改善したり、回避の対応方
法、緊急時の避難方法など事前に安全確保のための
教育・訓練を徹底する必要があります。
特にてんかんを重複している知的障害者に対して
は、高所での作業や危険物の周囲での作業を避ける
など、発作を想定した対応を確認しておくことが大
切です。

⑵　雇用継続のポイント

知的障害者について安定した雇用を継続していくた
めのポイントをまとめてみます。
①　風通しの良い職場にする

知的障害者は意思表示が苦手であることから、仕
事や人間関係、職場環境に対する不満や悩みがあっ
ても自分から相談することは不得手なことが多く、
職場内で孤立してしまいがちです。このため、キー
パーソンを中心に周囲から日常的に声かけをした
り、職場内で定期的な話し合いの時間をつくること
が大切になります。
知的障害者の受け入れ態勢などについて、職場内
で十分な話し合いを行い改善していくことが、結果
的に障害のない職員にとっても働きやすい職場環境
となります。
②　組織内や人事担当者だけで抱え込まない

知的障害者が職場内で不適応などの課題が生じた
場合には、組織内や人事担当者だけで課題を解決す
るには限界があります。知的障害者が就職するまで
には、特別支援学校、就労支援などの福祉施設、ハ
ローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・
生活支援センターなど、地域の支援機関との関わり
があることが多く、各組織はこうした就労支援のノウ
ハウを熟知した支援機関と連携しながら課題解決を
図っていくことが効果的です。
国及び地方公共団体は、民間企業と異なり、採用
後に活用できる支援機関が限定されることに注意が
必要です。国及び地方公共団体が活用できる支援機
関については、第５章を参照してください。

❶　地方公共団体については、国の機関の支援に支障のない範囲で活用することが可能です。
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本人にとっても、以前関わりのあった支援機関と
は信頼関係ができていることが多く、安心して相談
や支援を受けることができます。こうした地域の社
会資源を大いに活用してください。
③　職場実習を通してミスマッチをなくす

知的障害者の採用に際しては、当人の特性と職務
内容や職場環境とのマッチングを十分に考慮するこ
とが必要です。ミスマッチを防ぐためには、面接だ
けではなく、職場体験を通して見極めていくのが有
効な方法です。実際に働く職場環境の中で、作業態
度、作業遂行力、意欲、対人態度などを長期間にわ
たり観察・評価することになります。実習を行う側
も、自己の適性を確認し、就職に対する不安を取り
除く機会になります。
各府省における職場実習の実施方法等について

は、「公務部門における障害者雇用マニュアル❶」第
４章第４節を参照して下さい。地方公共団体におい
ても各府省における取組を参考にしながら、各地方

公共団体の実情に応じて対応することが大切です。
このように採用前の段階で障害者の適性や能力を
じっくりと見極め、雇用する側と障害者側がともに
納得した上での採用が、その後の安定した勤務継続
の大きなポイントとなります。
④　生活面の配慮と家庭との連携

知的障害者の場合、職場における指示理解や職務
の遂行能力は比較的高くても、身辺処理や社会生活
面が未熟なことがあります。勤務を継続していくため
には、挨拶、返事、報告などの社会人としての基本
的なマナーや金銭管理、健康管理などの基本的労働
習慣を身につける必要があります。職場内ではこうし
た生活面の指導は障害者職業生活相談員をはじめと
したキーパーソンが中心となりますが、必要に応じて
外部の支援機関の活用の検討も必要となります。
また、遅刻や無断欠勤、体調不良等の本人の変化
を早期に察知し対応するためにも、家庭との連絡を
密にすることが長期の継続勤務に不可欠です。

4 知的障害者雇用の課題と取り組み

⑴　知的障害者雇用における課題

大企業の障害者雇用においては、特例子会社制度の
活用を中心に知的障害者の雇用を伸ばし成果を上げて
きました。独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構の「多様化する特例子会社の経営・雇用管理の現
状及び課題の把握・分析に関する調査」（2012）か
ら、知的障害者を多く雇用する特例子会社の課題とし
ては、「職域の拡大」、「作業能力の向上」、「本人の健
康状態」等があげられています。今後は、さらなる障
害者法定雇用率の引き上げに伴う障害者雇用の促進と
あわせて、上記の課題の解決が必要となります。加え
て、雇用管理や能力開発面の支援が整備され、柔軟な
勤務体制が可能である等、大企業ならではのメリット
を活用しながら、障害者の働く「質」の向上を目指し
ていく取組みが求められます。
また、中小企業については、大企業に比べて障害者
雇用率が低調であることから、知的障害者雇用を進め
るためには、実習制度や職場適応援助者（ジョブコー
チ）など地域の就労支援機関との連携・協力を最大限
活用することが必要と思われます。採用までの意思決

定や受け入れ態勢の整備など、大企業とは異なるきめ
細かな小回りが利くメリットを活かして、それぞれの
企業にあった人材の採用を積極的に進めていくことが
期待されます。
国及び地方公共団体については、民間企業に比べ
て、知的障害者の雇用割合が低くなっています。障害
者の採用においては、特定の障害種別を限定し、又は
排除して募集・採用を行うことは適当でないとされて
いますが、統一選考試験に限ることなく、障害特性を
考慮した個別選考や非常勤職員の採用を行う中で知的
障害者についても民間企業に率先するものとなるよ
う、各組織の特徴を活かし、積極的な採用に努めるこ
とが期待されます。

⑵　定着支援の強化と就労支援機関との連携

前述のとおり、近年知的障害者だけではなく、障害
者全体の雇用者数が大企業を中心に年々増加していま
す。反面、採用後に短期間で離職する障害者も多く存
在し、その対策が課題となっています。
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の
「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017）に

❶　�「公務部門における障害者雇用マニュアル」は以下URLより参照可能です。�
https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/jinji_b.html#saiyou
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◇��　知的障害者の雇用事例（製造業）　���
～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

特別支援学校から新卒者２人を採用したものの、これまで障害のない社員が行ってきた「作業説明を聞
いて記憶し、取り組む」方法では複雑で理解に時間がかかる、結果の良し悪しの判断が難しいという課題
があった。そこで写真入りの作業手順書を作成したほか、梱包する部品の取り間違いを防ぐバーコード照
合の導入や異常をすぐに報告できる呼び出しベルの設置など「誰でも簡単にできる化」を進めたところ、
作業は上達し、品質の安定につながった。

よると、一般企業における知的障害者の職場定着率
は、3か月の時点では85.3%で、1年の時点では68.0%と
大きく低下しています。
3か月未満で離職した知的障害者の具体的な離職理
由として、「業務遂行上の課題あり」（21.9%）が最も
多く、「労働条件があわない」（15.1%）、「人間関係の
悪化」（9.6%）、「障害・病気のため」（8.2%）と続いて
います。
また、3か月以降1年未満の具体的な離職理由とし
て、「人間関係の悪化」（16.3%）が最も多く、「障害・
病気のため」（12.8%）、「基本的労働習慣に課題あり」
（10.5%）、「業務遂行上の課題あり」（9.3%）となって
います。
全体的に離職の理由として「業務遂行上の課題あ
り」、「人間関係の悪化」の割合が高いことがわかり
ます。
こうした離職理由の課題に対応するためには、組織
内の独自の取り組みだけでは十分な対応が難しく、問
題が大きくなる前の早い段階で地域の就労支援機関と
の連携・協力が不可欠です。
地域障害者職業センターでは、民間企業に対し、職
場適応援助者（ジョブコーチ）を派遣し、職場内で発
生する様々な課題に対して支援を行っています。
また、障害者就業・生活支援センターでは、日中の
就業面の支援とあわせて、生活面における支援を、地
域の関係機関と連携しながら行っています。こうした
支援サービスを効果的に活用したいものです。
国及び地方公共団体は、民間企業と異なり、採用後
に利用できる支援機関が限定されますので、利用でき
る支援機関と支援内容（第５章、第６章参照）をよく
理解し、連携を図っていくことが特に重要となります。

⑶　採用後のキャリアアップ

一般の職員と同様に、知的障害者の場合も昇進や昇
格といったキャリアアップが大きな自信となり、それ
を契機に人間的に成長していきます。与えられた職務
が問題なくこなせて、安心して任せられるようになっ
たら、職務上の役割やポストを与えていくようにしま
す。例えば、新たに採用された知的障害者の指導担当
に当たらせることが、責任感を養い、職員としての意
識を高めることになります。また、キャリアアップを
果たした身近な人の存在が、他の知的障害者の目標や
モデルとなり、意欲的に仕事に取り組むきっかけにな
ります。
組織がこうしたキャリアアップを積極的に考えるこ
とは、人材育成に加えて、知的障害者の職場定着を高
めることになり、さらには、組織全体の活性化につな
がる効果が期待されます。� （川村　宣輝）

【参考文献】

１）内閣府：「令和３年版　障害者白書」
２）厚生労働省：「平成30年度障害者雇用実態調査」
３）厚生労働省：「令和３年障害者雇用状況の集計結
果」
４）厚生労働省：「平成28年生活のしづらさなどに関
する調査」
５）厚生労働省：「令和２年度　障害者の職業紹介状
況等」
６）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構：
「知的障害者の職場定着推進マニュアル（改訂版）」
（2015）
７）社団法人日本知的障害者福祉連盟：「就労支援担
当者の業務マニュアルQ＆A」（2002）

第
3
章
　
第
5
節



130

第３章　障害別にみた特徴と雇用上の配慮

第
3
章
　
第
5
節

８）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構：
「障害者の就業状況等に関する調査研究」（2017）
９）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構：
「多様化する特例子会社の経営・雇用管理の現状及
び課題の把握・分析に関する調査」（2012）
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6第 節
精神障害者

1 精神障害とは

⑴　精神障害の定義

精神障害者については、統合失調症、気分（感情）
障害などに代表されるような精神疾患に罹っている人、
または精神疾患が原因となって生活のしづらさを抱え
ている人という理解が一般的であると思います。しか
し、法律によって精神障害者の定義が少しずつ違って
おり、それが混乱を招く要因となっています。
「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（以下

「精神保健福祉法」という。）は医学的観点で精神障
害者を定義しており、精神障害者を、「統合失調症、
精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障
害、精神病質その他の精神疾患を有する者」と定義づ
けています。精神作用物質による急性中毒又はその依
存症とは、アルコール依存症、およびシンナーや麻薬
などの薬物依存症などをさします。この定義だと、精
神疾患に罹って、医療機関で診断を受けた人はすべて
精神障害者ということになります。国際疾病分類
（ICD-10）によると、「精神および行動の障害」の分
類の中に、認知症、脳血管障害や脳挫傷等による高次
脳機能障害、発達障害も精神障害に含まれています。
このように、医学的観点からみると、精神疾患の概念
は非常に広いものとなっていることがわかります。
「障害者基本法」の定義では精神障害に発達障害が

含まれており、さらに、障害及び社会的障壁により継
続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状
態にあるものとされています。つまり、精神疾患だけ
でなく発達障害も含むことが法律に明記され、疾患が
あるだけでは障害者とはいえず、日常生活又は社会生
活を送る上で相当な制限を受ける状態でなければなら
ないと定義されているのです。 このように、生活の
観点で精神障害を定義しています。
「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害

者雇用促進法」という。）では、精神障害（発達障害
を含む）があるため、長期にわたり、職業生活に相当
の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難
な者と定義されています。そして、同法施行規則では

精神障害について定義しており、「精神障害者保健福
祉手帳」の交付を受けている者、または、受けていな
い場合は、「統合失調症、そううつ病（そう病及びう
つ病を含む）、又はてんかんにかかっている者」で
あって、「症状が安定し、就労が可能な状態にあるも
の」となっています。つまり、職業生活の観点から障
害を定義しているといえます。

さらに付け加えると、障害者雇用率に算定できる精
神障害者を「精神障害者保健福祉手帳の交付を受けて
いるもの」に限定しています。このことから、雇用支
援策の対象となる精神障害者の範囲と、障害者雇用率
の対象となる精神障害者の範囲が違っています。この
ことは留意しておく必要があるでしょう。

さて、私たちが理解しておく精神障害者像ですが、
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者となる
と、精神疾患、てんかん、発達障害、高次脳機能障害、
認知症などが原因で職業生活を送る上で長期にわたっ
て特別な援助が必要な者ということになります。知的
障害も原因の一つに入りますが、療育手帳の交付を受
ける場合が多いので、実質的にははずして構わないと
いえます。本稿では、これらを精神障害者と位置づけ
て進めることとします。なお、発達障害、高次脳機能
障害（認知症含む）については別に項目を設け、詳細
に解説してありますので、そちらも参照して下さい。

⑵　精神障害者の状況

精神障害者の状況を示す資料ですが、医療機関にか
かっている精神疾患患者と、精神障害者保健福祉手帳
の交付を受けた者の二つが考えられます。

平成29（2017）年の患者調査によると、精神疾患の
患者数は推計で419万３千人となっています。内訳
は、多い順で、うつ病などの気分（感情）障害（127.6
万人）、不安障害など（83.8万人）、統合失調症など
（79.2万人）、認知症（アルツハイマー病）（56.2万
人）、てんかん（21.8万人）、認知症（血管性など）
（14.2万人）、薬物・アルコール依存症など（7.6万人）
となっています。高次脳機能障害は認知症（血管性な
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ど）に、発達障害はうつ病や不安障害などを中心とし
てそれぞれに分布していると考えられます。また、高
次脳機能障害は、精神疾患として分類されていない可
能性も多分にあります。

病院報告によると、精神科における精神疾患の入院
患者数はゆるやかに減少しており、令和元（2019）年
では28万1,326人となっています。また退院患者の平
均在院日数は265.8日となり、こちらも若干減少して
います。

精神障害者保健福祉手帳について見てみましょう。
令和元（2019）年度保健・衛生行政業務報告（衛生行
政報告例）によると、年度末に精神障害者保健福祉手
帳が交付されている精神障害者（交付台帳登載数）は
全国で113万5,450人となっています。この中には、入
院中や症状または障害が重く、働くことが困難な者や
働くことを希望しない者も含まれています。なお、こ
の数は毎年５－７万人ずつ増加しています

以上の統計資料からみて、精神疾患に罹っていて治
療を受けている人が約400万人、発達障害や高次脳機
能障害など精神科医療機関で治療を受けていない人も
含めて、長期にわたり日常生活および社会生活に制限
がある人が約100万人という状況がイメージできます。

⑶　精神障害の特徴

精神障害者は、障害者としてさまざまな雇用・福祉
の対象となることが、身体及び知的障害者と比べて大
きく遅れました。しかし現在は、雇用においても福祉
においてもほとんど制度上の格差がなくなりました。
その上で、精神障害者の特徴について概観します。
①　脳機能の障害であるために障害が見えにくい

精神疾患、てんかん、発達障害、高次脳機能障
害、認知症などは脳神経の機能に異常が出るという
障害です。そのため、肢体および視覚障害のように
外見で障害があることを判断することはできませ
ん。相手が話した言葉の本当の意味や相手の気持ち
を理解したり、自分の周りで起こっている状況を察
知するなど、認知機能を発揮しなければならなく
なったときにはじめて障害が見えてきます。また、
過剰なストレスに遭って混乱したときにはじめて障
害がみえてくるのです。

全般的な知的能力に障害がなく、認知機能に障害
があるということの理解は、一般市民や企業関係者
はなかなかわかりにくく、それがさらに障害の理解
を難しくしているといえます。

②�　脳機能の障害であるために自分自身で障害を把

握しにくい

自分自身に障害があるかどうかの判断・理解は自
分の脳が行います。例えば、足に障害があれば、外
見や動作から自分の脳が自己の障害を認識します。
このように、脳というのは重要な機能ですが、その
障害の有無を認識する脳の機能に障害があったらど
うでしょうか。障害がなくても、自分の性格や考え
方のクセは自分自身ではわかりにくいはずです。脳
機能に障害があるということは、それ以上に自分自
身で把握しにくいのです。
③　中途の障害が多い

発達障害や多くのてんかんを除くと、多くの精神
障害は中途の障害です。それも多くは青年期以降の
発症です。そのため、障害を受ける前の自分自身の
イメージが残っており、障害をもってしまった今の
自分自身をなかなか受け入れることができません。

また、それまでの生活が一変し、新たな人生を再
構築していかなければなりません。その精神的な負
担は相当なものであるといえます。その他、仕事、
収入、社会的地位と自尊感情、家族の役割変更など
が激変することも多々あります。このように、心理
面も含めて多様な援助が必要とされます。
④　要因となる疾患が多様である

精神障害には、統合失調症、気分（感情）障害、
不安障害、依存症などの精神疾患、発達障害、高次
脳機能障害、認知症、てんかんなど、要因となる疾
患等が非常に多様です。以前は、精神障害といえば
統合失調症のことを指していました。しかし、その
後にうつ病などの気分（感情）障害が精神疾患の多
くを占め、さらに、うつ病の疾患像も５年ほど前か
ら様相が大きく変わりつつあります。それに加えて
発達障害が大きくクローズアップされてきました。

そこからいえることは、障害のある個人によって
障害となる部分が違うことです。このことから、支
援を行う際には個別性がかなり重視されます。“精
神障害者の就労支援”と考えるのではなく、“精神
障害があるこの人の就労支援”というように考えて
支援することが求められます。
⑤　精神疾患に対する根強い偏見が残っている

一般市民が受け止めている伝統的な精神障害者像
としては、統合失調症に罹っている人があげられま
す。わが国の精神障害者支援策は統合失調症患者を
中心に考えられてきました。そして、1980年代後半
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までは、精神障害者は医療の対象とされ、福祉や雇
用の支援対象とはなっていませんでした。医療は入
院中心の治療であり、退院もあまりなかったため、
一般市民が地域で暮らす精神障害者と会ったり交流
したりする経験もありませんでした。また、その頃
のマスコミ報道も、重大事件と精神障害者を関連づ
けるようなされ方が多かったといえます。これらの
ことから、一般市民は“精神障害者を知らない”こ
とから偏見が起こったと考えられます。精神障害者
の社会復帰施設や医療施設などの建設の際には周辺
住民の反対運動が各地で起こっていたことも記憶に
あると思います。

しかし、うつ病が増加したことから、身近な人が
精神疾患に罹ることも多くなり、少しずつ偏見は薄
まってきたと感じられますが、障害がわかりにくい
こともあり、まだ依然として残っているといえるで
しょう。このことは、精神障害者自身の内なる偏見
を生み出し、彼らが障害や疾患を受け入れて、前向
きに治療やリハビリテーションに取り組むことの支
障にもなっています。
⑥　疾病と障害が併存していることが多い

精神障害者の多くは、精神科医療を継続していま
す。そのことから、医療的な面から見た“疾病”の
側面と、生活面から見た“障害”の双方を併せもっ
ているといえます。そして、疾病が悪化すると障害
が重くなり、疾病が回復していくと障害が軽くなる
というように、相互に影響を与え合うという特徴が
あります。

このことから、職業生活の支援を行う際にも、医
療機関との連携は欠かせません。疾病と障害の影響
や相互作用を良い循環にしていくような支援が理想
的です。
⑦　共通した障害

精神障害者は多様な疾患や脳機能の障害によって
引き起こされることはすでに述べました。しかし、
すべての精神障害者が必ず抱えているわけではあり
ませんが、共通した主たる障害がみられることも事
実です。特に障害としてあげられるのが、「認知機
能の障害」と「自信と自尊感情の低下」です。以下
にこの２点について述べます。
　ア　認知機能の障害

知的障害と違い、発達期に脳の全般的な機能に
障害を受けているわけではありません。目の前で
起こっている場面の状況を把握し理解すること、

投げかけられた言葉の裏に潜む意味を理解するこ
と、あいまいな状況を理解することなど、脳の受
信機能に障害があることが多いようです。そし
て、過去に見たり聞いたり体験した知識と受信し
た情報とを照合し、適切な言動を選択決定すると
いう処理機能にも障害があることが多いようで
す。最後に、決定した言動を適切に相手に伝えた
り表出する機能にも障害があることが多いようで
す。これら一連の流れを認知行動といいます。こ
の機能に障害が出ます。そのため、言葉の理解力
や記憶力に障害がなくても、コミュニケーション
などの対人技能、場に適した行動などに支障を来
します。

さらに、一つひとつの具体的な作業や行動はで
きるが、それらを組み合わせてまとまりのある一
つの作業や行動を行うことにも支障を来します。
例えば、食材を包丁で切る、鍋で茹でる、フライ
パンで食材を炒めるなどの部分的な作業はできて
も、全体を調整して“美味しいカレーを作る”と
なると困難となってしまうなどです。

このような認知機能の障害は知的障害でも起こ
ります。しかし、知的障害の場合は全体の知的能
力に障害が出るため、周りもそれを理解し、受容
する場合が多いでしょう。精神障害のように部分
的な能力に障害がある場合は、周りはなかなか理
解し受容できず、“怠けている”“意欲がない”と
捉えられてしまい、さらに対人関係に支障を来し
てしまいます。
　イ　自信と自尊感情の低下によるさまざまな影響

精神障害の多くは中途障害であることから、障
害を受ける前の自分と比較して、能力の低下を身
にしみて感じることになります。また、発達障害
など先天的な障害も含めて障害を受けたことによ
る多くの失敗経験、療養生活や庇護的な生活を送
る中での長期にわたる指示をされる生活、周りの
無理解や偏見、周囲が再発を心配してチャレンジ
させてもらえないことなどから、自信と自尊感情
が大きく低下してしまいます。

自信や自尊感情が低下すると、本来ならできる
能力があっても力を発揮できなくなってしまいま
す。それが周りの評価をさらに下げ、自信と自尊
感情がさらに低下するという悪循環に陥っている
場合が多く見られます。

これは私たちでも起こりうることです。「練習
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ではできるのに本番ではできない」「カラオケ
ボックスでは歌えるのに、多くの人が行き交う駅
前では歌えない」などがそうですね。

ただし、認知機能に大きな障害があるため、
様々な失敗経験などをしても、それをなかなか認
知できず、自信と自尊感情が低下していない精神
障害者もいます。
以上２点について述べましたが、これらの障害を

改善・軽減させるためには、服薬治療以外に、リハ
ビリテーションによる精神機能の回復、職業的諸技
能の（再）獲得等の学習、環境調整による支援、心
理的サポート、各種援助制度の整備など、総合的な
取組みが必要です。

⑷　代表的な精神障害の特徴

①　うつ病などの気分（感情）障害

典型的なものでは、気分がひどく落ち込み、ゆう
うつとなるうつ状態と、気分が高揚して異常に活発
となるそう状態があり、それが思考、行動などに障
害が生じるものです。うつ状態とそう状態のどちら
か一つであったり、双方を繰り返す（双極性感情障
害）などの場合があります。どちらにしろ、その時
期以外はほぼ正常状態に戻ります。

うつ状態にあるときは、うつ気分となり、活動意
欲も低下し、集中力がなくなって仕事も休みがちに
なります。また、自責感や罪悪感、不安感が強くな
るなど、職業生活にも支障を来します。その他、不
眠、食欲低下、頭痛、胃痛、全身の倦怠感など、身
体的な症状にも表れます。

うつ病は再発しやすいといわれています。それ
は、心身のストレスに弱いこと、さらに独特の思考
パターンになりやすいことなどから、対人関係など
余計にストレスを感じやすくなることなどが要因と
して考えられます。

先に述べたうつ状態は伝統的なうつ病のタイプで
すが、最近は新たなタイプのうつ病の出現が話題に
なっています。30代以下に多いといわれています。
同じうつ状態でも、大きな気分の落ち込みはなく、
また、リラックスした場面ではうつ状態は起きない
が、職場などストレスフルな場面では起こるなどが
特徴の一つです。つまり、職場には行けないが、気
分転換に旅行には行けるなどです。また、自責感や
罪悪感はなく、他責感が強いなど、強い自己愛があ
ることがもう一つの特徴です。「自分の都合の良い

わがまま」とうつ病との境界が曖昧になりやすく、
このことから、職場とあつれきが起こり、関係が悪
化することが多くみられます。ここからも、独特の
思考パターンがあることがわかります。

そう状態にあるときは、高揚した気分となり、多
弁、多動となり、話や思考が飛躍し、落ち着きがな
くなります。他人に干渉したり、怒りやすくなり、
対人トラブルに発展することもあります。
②　統合失調症

統合失調症は思春期から青年期にかけて発病しや
すい病気で、精神的ストレスに対して脳の神経伝達
がうまく機能しないことが原因として起こるとされ
ています。具体的な症状は、①存在しない物事が聞
こえたり見えたりと感じる幻聴や幻視、②人からど
うかされるという訴えをもつ被害妄想、③現実と思
考との混乱、支離滅裂な思考、④無表情・無感情で
自分の殻に閉じこもる感情鈍麻や無為自閉などです。

このうち陽性症状とは、幻聴・幻視などの幻覚、
被害妄想、現実と思考との混乱などの症状です。こ
れは、抗精神病薬などの薬による治療が有効となり
ます。陰性症状とは、感情鈍麻や無為自閉など、い
わゆる脳機能が低下する症状です。この症状には、
薬による治療は十分ではありません。また、陽性症
状と同じような意味で「急性期症状」とよび、陰性
症状と同じような意味で「慢性期症状」とよぶ場合
もあります。

統合失調症は、薬その他の治療により陽性症状が
改善しても、病前とまったく同じ精神状態には戻ら
ず、いわゆる陰性症状、慢性期症状が20～30％は残
るといわれています。服薬治療しても治癒しないと
いうのは、内部障害や視聴覚障害などの身体障害、
知的障害と同様にとらえられるものでしょう。この
ことから、「症状が安定」した状態のことを、治療
により、陽性症状、急性期症状が治まり、陰性症
状、慢性期症状が残っている状態と考えればよいで
しょう。

統合失調症は、再度、陽性症状、急性期症状が出
やすい（これを症状の再燃ともいいます。）のが特
徴です。そのために、医療機関において症状を再燃
させないための服薬治療等を継続して行います。職
場などでも、そのことの理解や援助が必要となって
きます。
③　てんかん

てんかんはWHO国際疾病分類では「神経系及び
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感覚器の疾患」の一部とされていますが、わが国で
は精神障害者としての施策の対象としています。て
んかんとは、脳神経の一時的な過剰放電によるけい
れんや意識の障害を伴う「てんかん発作」を引き起
こすものです。発作は一時的なものですが、繰り返
し起こります。頻度や発作の状態には個人差があり
ます。

症状としては全身がけいれんして意識を失うもの
から、身体の一部がけいれんするものまでさまざま
です。また、発作以外にも、認知機能障害やそれに
関連する性格変化（例：まわりくどい、些細なこと
に固執する、怒りやすい）を伴う場合があります。
④　不安障害など

統合失調症のような精神症状はなく、気分障害の
ような症状はありませんが、心理的な原因で不安や
恐怖などを起こすものを、ここでは不安障害などと
してまとめます。特徴的なことは、不安や強迫観念
が強いために、外出できない、ストレスに弱いなど
が起こります。自信や自尊感情が低いことも多いよ
うです。
⑤　発達障害

発達障害はWHO国際疾病分類では「心理的発達
の障害」として分類されています。全般的な知的能
力の発達の遅れはないが、心理的発達に偏りがみら
れるものをいいます。大きく分けて広汎性発達障
害、学習障害、注意欠陥多動性障害などがあります
が、いずれも認知機能に障害が起こります。詳細に
ついては本章第７節「発達障害者」を参照してくだ
さい。
⑥　高次脳機能障害

高次脳機能障害はWHO国際疾病分類では「症状
性を含む器質性精神障害」として分類されていま
す。脳血管障害や脳挫傷などが原因で脳に損傷を受
けることで、注意、知覚、学習、記憶、言語、思考
など、認知機能を含む高次の精神機能の低下があら
われたものです。高次脳機能障害の詳細については
本章第８節の２項に詳述してありますので、参照し
てください。

⑸　精神障害者の就業の実態

①　就職の状況

全国のハローワークの紹介による精神障害者の就
職件数は、平成22（2010）年度は14,555件でした
が、令和２（2020）年度には40,624件となってお

り、10年間で３倍程度に増加しています。令和２
（2020）年度の就職件数はコロナ禍の影響もあって
前年度より18.1％減でしたが、それでも障害者種別
では最多となっています。障害者全体の就職件数に
占める精神障害者の割合も、この10年間で27.5％か
ら45.2％へと増加しており、近年の精神障害者の就
職件数の伸びは驚異的です。

精神障害者の就いている仕事の内容についてみて
みましょう。運輸・清掃･包装等の職業が32.8%と多
くなっています。しかし、事務的職業に24.0%、
サービスの職業に12.5%も就いているのです。

このことから、多種多様な仕事に就いていること
がわかります。したがって、支援者は精神障害者の
職域をイメージで判断せず、多くの可能性があるこ
とを知っておく必要があります
②　雇用状況

令和３（2021）年６月１日現在、従業員43.5人
以上の民間企業で働く障害者は59万7786.0人で、
令和2（2020）年より3.4％（19,494.0人）増加して
います。内訳を見ると、身体障害者359,067.5人
（60.1％）、知的障害者140,665.0人（23.5％）、精神
障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）98,053.5
人（16.4％）となっています。

一方、国及び地方公共団体について見てみる
と、国の機関で働く障害者は、9,605.0人で、前年
より2.9％（269.0人）増加しています。内訳は身体
障 害 者5,831.55人（61 ％）、 知 的 障 害 者270.0人
（３％）、精神障害者3,503.0人（36％）となってい
ます。都道府県の機関で働く障害者は、10,143.5人
で、前年より4.6％（444.0人）増加しています。内
訳 は 身 体 障 害 者8,464.0人（83 ％）、 知 的 障 害 者
240.5人（3 ％）、 精 神 障 害 者1,439.0人（14 ％） と
なっています。市町村の機関で働く障害者は、
33,369.5人で、前年より6.2％（1,945.5人）増加し
ています。内訳は身体障害者27,273.0人（82％）、
知的障害者は1,323.5人（４％）、精神障害者4,773.0
人（14％）となっています。また、都道府県等の
教育委員会の機関で働く障害者は16,106.5人で、前
年より7.7（1,150.5人）増加しています。内訳は身
体障害者12,429.0人（77％）、知的障害者808.0人
（5％）、精神障害者2,869.5.0人（18％）となって
います。

就職後の状況を見てみると、平成30年度障害者雇
用実態調査では、障害種別の平均勤続年数が身体障
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害者10年２か月、知的障害者７年５か月に比べ、精
神障害者（発達障害のみの者を除く）は３年２か
月、発達障害者❶は３年４か月となっています。障
害者職業総合センターによる「障害者の就業状況等
に関する調査研究」（2017年４月）においても、就
職後３か月時点の定着率は、身体障害者77.8％、知

的障害者85.3％に比べ、精神障害者は69.9％となっ
ています。これらの結果から、精神障害者は就職し
た後の継続に課題があるという現状が浮かび上がっ
てきます。

精神障害者支援には、就職をめざす支援ではな
く、“働き続けるための支援”が必要といえます。

2 精神障害者に対する雇用上の配慮

⑴　採用時の留意事項

①　意欲や希望を重視する

応募してきた精神障害者の採用を検討する場合、
疾病の診断名、精神症状の重症度、入院期間、職業
前訓練の実施などを採否の判断に用いることが多く
あると思います。しかし、これらと就労達成率との
間に相関はないというのが、国内外の研究によって
明らかになってきました。唯一就労率と相関がある
のは、「本人の働きたいというモチベーションの度
合い」でした。そのため、意欲や希望を重視するこ
とが重要であるといえます。
②　就労支援機関の意見を十分に聞く

いままで述べたように、精神障害者の障害は多様
化しています。これは、障害によって表れる特徴が
多様化していること、障害のレベルに個人差が大き
いことと、（職業）リハビリテーションを受けた度
合いにも個人差が大きいことが考えられます。

そこで、採用に当たって、就労支援機関のスタッ
フに、障害状況や対処方法について聞くことが大切
です。送り出す側の就労支援機関スタッフは、組織
側に対して、助言および協力する義務があると思っ
て差し支えありません。納得するまで、わからない
ことは就労支援機関のスタッフに何でも聞くとよい
でしょう。ただし、国及び地方公共団体の場合、民
間企業と異なり、採用後に活用できる就労支援機関
に制限があります。詳細は第５章、第６章に記載し
ていますので、参照してください。

また、雇用した障害者の障害や能力に応じた合理
的配慮のためにも、具体的な配慮内容を就労支援ス
タッフに聞くことはますます必要となるでしょう。

③　スタッフ同行の職場実習を行って判断する

就労支援機関のスタッフから精神障害者の障害状
況や対処方法を聞いても、それはあくまでも予想で
あり、職場での実際の様子ではありません。また、
よほど経験豊富なスタッフでなければ、的確な助言
はできません。結局は、障害者に実際の作業場面を
体験してもらい、自己の職業能力を評価してもらう
とともに、職場の目で評価することが確実です。職
場実習は、職場側に事実を知ってもらうための有効
な方法です。特に、精神障害者の雇用が未経験で
あったり、過去にうまくいかなかった経験がある職
場の場合は、職場実習の際に就労支援機関のスタッ
フに同行してもらうと、適切に判断できる確率が大
幅に上がります。

各府省における職場実習の実施方法等について
は、「公務部門における障害者雇用マニュアル❷」
第４章第４節を参照して下さい。地方公共団体にお
いても各府省における取組を参考にしながら、各地
方公共団体の実情に応じて対応することが大切です。

⑵　採用直後の配慮事項

精神障害者に共通する障害として認知機能障害と自
信および自尊心の低下が挙げられます。ここでは、採
用直後の配慮事項として２つの障害について取り上
げ、さらに、疾患別の対処方法について知っておくべ
きことを述べることとします。
①　認知機能障害への配慮

ア　仕事の教え方と選び方
人間が状況を認知する方法は、視覚（目）、聴

覚（耳）、触覚（皮膚など）、臭覚（鼻）、味覚
（舌）です。認知機能に障害がある場合は、視覚

❶　�平成30年度障害者雇用実態調査では、障害者雇用促進法上の精神障害者の定義によらず、発達障害者の雇用の実態を把握するた
め、精神障害者と発達障害者を区分して調査している。

❷　�「公務部門における障害者雇用マニュアル」は以下URLより参照のこと。 
https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/jinji_b.html#saiyou
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と聴覚など多様な方法を活用することで、情報漏
れが少なくなり、効果的です。ですから、仕事を
教える場合は、「言葉で説明する（聴覚）」ことに
加えて、視覚からの情報として、「やって見せ
る」、「手順書」および「説明書・解説書」を渡
す、「仕上がり状況を絵や写真で見せる」などの
配慮があると理解が進みます。

さらに、認知機能に障害があると、認知した情
報を「処理する・整理する」ことがうまくできま
せん。その場合は、「わかりやすくする」工夫が
必要です。例えば、「やって見せるだけではなく
手を添えて教える」、「手順書をフローチャートに
する」「文章や説明を短くする」などの配慮があ
ると、さらに理解が進みます。

さらに、一つひとつの具体的な作業や行動はで
きるが、それらを組み合わせてまとまりのある一
つの作業や行動に支障が出ることも認知機能障害
の特徴です。その場合は、「仕事を細分化する」
「臨機応変に対処しなければならない作業や複雑
な作業をはずして、作業を構造化する」など、担
当してもらう仕事を再構築する必要が起こる場合
もあります。手順書が作成できないようなあいま
いで複雑な作業は、認知機能障害があると対応で
きない場合が多いといえます。

また、指示を出す場合も、一つずつ出すと混乱
しません。

以上の配慮があると、最初は時間がかかって
も、結局は能率が上がります。
イ　勤務時間

統合失調症や気分障害などで入院治療が長引く
と、心身の持久力が低下します。また、認知機能
に障害があることから、職場では常に緊張状態で
いることが多く、さらに休憩時間の過ごし方もど
うしてよいかわからず、上手に休憩を取れない精
神障害者は多くいます。このことから、入職当初
は休憩の回数を多く設ける、１日あるいは１週間
の勤務時間を短くするなどして、仕事に慣れても
らい、その後、休憩の回数を減らしたり、勤務時
間を長くしていくといった配慮があるとよいで
しょう。

まずは、週の所定労働時間を15～20時間から始
めてみましょう。最低でも３週間後、慣れるに従っ
て、本人や関係機関のスタッフと相談しながら増
やしていきましょう。十分可能と判断できる場合

は、30時間から始めてみましょう。当初に無理を
しないことが長く働いてもらうためのコツです。
②　自信と自尊感情が低下している場合の配慮

自信と自尊感情が低下したままだと、本来その人
が持っている能力が発揮されない、少しのきつさで
仕事に来られなくなる、退職につながるなどの問題
となります。そこで、自信と自尊感情を取り戻す配
慮が効果を発揮します。その方法として“ストレン
グスモデル”が有効であることがわかってきました。

ストレングスモデルとは、「強み・長所」に焦点
を当てた援助方法です。疾患や障害、苦手なことや
問題点ではなく、精神障害者自身及び取り巻く環境
（家族、地域、職場、仲間その他）がもっている健
康な部分や可能性に焦点を当てるものです。

精神障害者本人の関心や夢・希望もストレングス
ととらえます。対象者は精神障害者なので、できな
いことや問題点、課題などはたくさんあると思いま
す。どうしてもそこに目がいってしまいます。しか
し、精神障害があっても「何ができるのか、どのよ
うなことが得意なのか、その人の魅力は何なのか、
どのような対処法を持っているのか、どんな環境
（職場）であれば働けるのか、どのような支援があ
れば働けるのか」に焦点をあてると、見えなかった
長所や強みがいろいろと見えてきます。すると、援
助する側の見方が変わります。いろいろな可能性が
見えてきます。

そして、できていること、得意なこと、長所など
を対象者本人に言葉にして伝えることで、対象者自
身が自分の長所や強みに気づき始めます。作業中
に、できたことをほめるというのは大きな自信回復
になります。自信や自尊感情が回復してくると、意
欲が増し、課題も改善していくことが多くありま
す。改善するというよりも、本来持っている力が出
て来たということです。私たちは、できていないこ
とや失敗についてはいろいろと本人に言いますが、
できていることはあまり言わない習慣があります。
できていること、よいことをあえて言葉に出してみ
ましょう。

逆に、課題に焦点を当てるとどうなるでしょう
か。課題に焦点を当てると、対象者本人の自信と意
欲の低下、夢と希望の消失を招きます。そして、援
助する側も、本人のできない理由ばかりを考えて、
それを正当化してしまいます。それでは障害のある
職員は戦力として成長していきません。
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また、自信を失っている精神障害者は、ストレス
に弱くなっています。一般的にストレスは、細かい
判断や責任を伴う作業、生産管理や労務管理的な作
業、繁雑・複雑な作業、厳しい対人関係の職場、失
敗に対する厳しい叱責などで生じます。当初は「失
敗してもいいんだよ」など、安心感をもたせたり、
柔和な態度を示すなど、自信をもたせるような支援
は、本人の能力を十分に発揮させることになり、結
果的に職場にとっても大いにプラスになります。

⑶　長期定着に向けて

精神障害者は採用後の定着に困難性があることはす
でに述べました。そこで、長期定着に向けた支援のポ
イントについて述べることとします。
①　通院・服薬のじゅん守に配慮する

通院し、服薬を継続している精神障害者はたくさ
んいます。精神疾患は慢性疾患であるため、高血圧
症や糖尿病と同様に、通院･服薬を継続することが
基本です。それは症状の再燃を防ぐためだからで
す。職場としては、通院の時間確保や服薬のじゅん
守に配慮しましょう。慣れてくると、理解のある職
場ほど、本人のためにも「いつまでも薬に頼ってい
るからよくならない」という誤解をして通院・服薬
をやめさせてしまい、症状の再燃を招いてしまった
例がたくさんあります。
②　医療機関や就労支援機関との連携

精神障害は多様な疾患や脳機能の障害が原因で起
こっています。つまり、個別性が非常に高いことに
なります。そのため、障害者職業生活相談員が通院
時に本人の承諾を得て一緒に同行し、主治医等を交
えて情報交換を行うことや、就労支援機関のスタッ
フに来てもらって、本人を交えて情報交換を行うな
ど、関係機関と連携することが長期定着に有効です。
③　作業時間以外のつき合い方

精神に障害がない人は、休憩時間にみんなと談笑
することが休息になります。しかし、精神障害者の
場合、これがかえって負担になり、休息にならない
人も多くいます。例えば、休憩時間は１人で寝てい
たいなど、その人なりの休息方法を本人に聞き、保
障してあげましょう。業務を終えた後のつき合いも
同様です。必ず本人に聞いてからつき合い方を決め
るようにしましょう。

④　代表的な疾患等の特性に合わせた配慮事項

ア　気分（感情）障害（従来型うつ病）
うつ病は、ストレス、精神的衝撃などが発病要

因としてあげられますが、それへの対処技術が上
手でないことが発病率を高めています。例を挙げ
ると、限界を超えても頑張り続ける、「ノー」と
いえない、自尊心・プライドが高い、思考パター
ンを変更できない、過度に自責感が強いなどで
す。また、気分の波があることも特徴の一つです。

そのため、「ひとりで抱え込まないようにさせ
る」「一つの考え方だけでなく、他の見方や考え
方もさせてみる（自動思考の修正）」「あせりが感
じられる場合はそれを指摘し、コントロールする
方法を考えさせる」などの配慮が有効といえます。
イ　気分（感情）障害（新たなタイプのうつ病）

うつらしくないうつ病といわれており、うつと
なまけの境界線が曖昧な場合が多くあります。仕
事には行けないが遊びには行ける、自分を責めず
に他人・職場を責める、対人関係が上手にとれな
いなどが特徴です。

以下の援助方法が効果的です。
○　本人と約束したことは勝手に変えない
○�　許されることと許されないことの枠組みを

明確にしておき、例外を作らない
○�　障害者職業生活相談員と対象者の上司とが

頻繁にミーティングを行って情報共有を綿密
にし、職員間の信頼が揺らがないようにする

○�　対象者本人の自己責任を明確にしておく、
責任の所在を曖昧にしない

○�　対象者本人の「気持ちの変化」に右往左往
せず、落ち着いて対処する。感情的になって
対象者本人を突き放さない

○�　就労支援機関や医療機関との連携を強固に
する

○�　対象者本人の自己評価が高い場合はストレ
ングスモデルが効果的ともいえない

○�　職業能力に支障がある場合は発達障害に対
する援助と同様にする

�　診断名でアとイが明確に区別されている訳で
はありませんので、医療機関や支援機関の意見
を参考にしながら本人の状況を把握することが
大切です。
ウ　てんかん

てんかんは脳の放電によって一時的な脳機能異
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常が出現し、けいれんを起こして意識がなくなっ
て倒れる症状から、一瞬だけ意識がなくなるだけ
のレベルまでさまざまな発作が出現します。服薬
で発作が起こらないレベルから薬で抑えられない
レベルまで個人差があります。

てんかんは、発作時のみ障害者であることが特
徴です。月に１－２度発作を起こしても１年のう
ち10数時間だけの障害者といえるでしょう。

発作を起こした場合でも特別な処置は必要あり
ません。意識がなくなる発作の場合は静かなとこ
ろに移動させて、意識が戻るのを待ちましょう。
意識が戻った後、30分ほど休息すれば仕事に戻れ
ます。頭痛を訴えるときは収まるまでもう少し休
ませてあげてください。

希に繰り返し発作を起こす場合があります。こ
のときは救急で医療機関に連絡してください。

てんかん発作だけでなく、認知機能障害をあわ
せもつ人もいます。その場合は、認知機能障害に
沿った対処をしてください。

エ　不安障害など
　長期の引きこもり等を経験した不安障害の対象
者は、自信と自尊感情の低下が重篤な場合が多く
あります。その場合は徹底したストレングスモデ
ルが効果を発揮します。
　以下の援助方法が効果的です。
○�　体験したことはすべて「成功体験」となるよ

うに本人にフィードバックする。
　例：�失敗した場合→「これで一つ学べてよかっ

たね」
　　　�欠勤した場合→「あなたが職場にとって重

要であることがわかったよ」
○�　精神科医療機関にかかっている場合は連携する
○�　同じ立場の職員同士で支え合う・教え合う態

勢を作る
○�　障害者職業生活相談員は自己の感情をコント

ロールし、対象者本人を突き放さない
○�　成功体験の積み重ねが自信となっていくの

で、仕事の難易度を上げる場合は小さなステッ
プで

3 長期休業後の職場復帰における配慮

統合失調症、気分障害、高次脳機能障害などは就職
後に発病・受傷することが多くあります。また、統合
失調症、気分障害は就職した後に再発することも多々
あります。ここでは、休職して職場復帰する際の配慮
事項について述べます。

⑴　専門医への受診を勧める

採用後に精神疾患に罹る職員の多くはうつ病である
といわれています。残念なことに、うつ病の場合は、う
つ病の専門医を受診せずに、他科等を受診する場合が
多くあります。その結果、症状が悪化し、長期休職に
なってしまいます。うつ病が疑われた場合、リワークプ
ログラムなど職場復帰プログラムがある、または精神
保健福祉士が配置されている精神科医療機関への受診
を勧めることが職場復帰への近道といえるでしょう。

⑵　復職支援体制を構築する

不幸にして休職となった場合、対象者本人、上司、

人事担当者及び健康管理医などの職場内支援体制を作
ることが大切です。さらに、本人のプライバシーに配
慮しつつ、外部の専門家である主治医及び精神保健福
祉士等のスタッフ、就労支援機関のスタッフを加え
て、復職支援体制を作ることが効果的です。医療機関
等のリワークプログラム、リハビリ出勤、リハビリ出
勤時の職場適応支援者❶の活用など、さまざまな制度
の活用と復職に向けての人的支援を得ることができま
す。

また、長期休職した場合は、自信や自尊心の低下、
長期に休んでしまったという気まずさ、早く戻らなけ
ればというあせり、回復度合いの理解が不十分などさ
まざまな精神的身体的状況を引き起こします。そのた
め、以下の事項について検討が必要です。

①　リハビリ出勤の検討
復職して職業生活が再び継続できる状況まで回

復したかどうかは、正確には誰もわかりません。
そのことから、リハビリ出勤によるウォーミング

❶　�ハローワーク又は労働局には、職場適応支援に係る専門的な知識や経験等を有する相談員（職場適応支援者）を配置している。
（第２章第３節５参照）
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◇��　精神障害者の雇用事例（サービス業）　���
～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

体調が悪いと仕事のパフォーマンスに影響するため、毎日、個人日報を作成することで、パフォーマン
スの変化を見ている。体調や気分、服薬情報を記入することができる様式になっており、本人とチーム
リーダー、定着支援の担当者が確認している。体調の変化を把握した場合は、個人面談の設定により課題
事項の早期解決につなげている。精神障害のある社員の在籍割合が多いため、医療機関との連携も欠かせ
ないが、同社では医療機関と直接やり取りをすることは少なく、本人をよく知る就労支援機関を通じて情
報共有をしている。これら職場定着に向けた取組により、安定就労につながり、チームリーダーや正社員
として活躍している者もいる。

アップは有効です。しかし、職場や支援機関に
よって制度がまちまちであることから、活用につ
いての検討が必要です。

②　職務内容及び職位の検討
③　勤務時間の検討
④　復職時期の検討

⑶　復職当初の関わり

復職直後は、休職したことによる自尊心の低下、職
務遂行および職業生活の維持への自信不足、過度な緊
張感、休んだ分を取り戻そうとするあせりなどの心理
状態になります。そのため、笑顔で迎える、おだやか
な対応をするなど、緊張を和らげる対応をすると職場
適応が進みます。

⑷　障害者であることの確認・把握方法

採用時には精神障害がなく、採用後に発病や受傷し
て医療機関にかかったり休職した場合、精神障害者と
なったことが推測されます。しかし、精神障害者とし
て障害者実雇用率に算定するには精神障害者保健福祉
手帳を所持していることが条件です。

雇用側としての確認方法はどうすべきか悩むところ
でしょう。そのため、厚生労働省は「プライバシーに
配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」を作成し

ています。これによりますと、採用後に把握・確認を
行う場合には、原則として職員全員に対して、画一的
な手段で申告を呼びかけることが原則となっていま
す。その手段としては一斉メールや職場内LANの掲
示板、チラシや回覧板などです。そして、障害者雇用
状況報告のためという利用目的を明確にして、業務命
令ではないことを明らかにすることが望まれます。

� （倉知延章）
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7第 節
発達障害者

図１　通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある
　　　　　　　　　　　　　特別な教育的支援を必要とする児童・生徒

Cのみ：0.3％

Bのみ：1.3％

A＋B＋C：0.4％
A＋B：1.5％

4.5％
3.1％
1.1％

（文部科学省作成，2012より）

B＋C：0.7％A＋C：0.5％

Aのみ：2.9％

1 発達障害とは

近年、“知的発達に顕著な遅れはない”“早期発見と
適切な診断を行い、適切な対応と環境調整を行うこと
により改善が期待できる”という様々な発達障害に社
会の関心が寄せられています。このような障害とし
て、学習障害、注意欠陥多動性障害、広汎性発達障害
（高機能自閉症等）などがあげられます。決して新し
い障害ではないのですが、病因や病態の理解だけでな
く“呼称”も変遷してきた歴史があり、診断基準や治
療方法の確立という点では、今後の検討課題が大きい
障害であるといえます。平成14年に文部科学省は、こ
のような特性のある子どもたちを「通常学級に在籍し
ている」が「特別支援教育を必要とする」子どもたち
と位置づけ、学校教育での支援を開始するという方針
を打ち出しました。また、平成19年４月からは、「特
別支援教育」を法的に位置づけた改正学校教育法が施
行されています。この対象者は、平成17年４月から施
行されている発達障害者支援法の対象者と重なってい
ます。この法では支援体制の整備や専門家の確保など
により、発達支援、保育、教育、就労支援、その他生
活支援などを進めていくこととされています。

⑴　学齢期の特別な教育支援の対象者�
―文部科学省の調査結果から―

「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特
別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」
（文部科学省，2012）は、学習面、行動面（「不注
意」又は「多動性－衝動性」と「対人関係やこだわり
等」）のそれぞれの著しい困難について把握した調査
です。調査結果は、質問紙に記載されたチェック項目
に「該当」した項目数が基準として定めた項目数を上
回った児童・生徒について集計されています。

対象は全国（岩手･宮城･福島の３県を除く）の公立
小学校（１～６年）及び公立中学校（１～３年）の通
常の学級に在籍する児童・生徒53,882人で、学級担任
が記入し、特別支援コーディネーターまたは教頭（副
校長）の確認を経て提出された回答です。

発達障害の可能性のある児童・生徒が6.5％を占め
る（図１）という結果ですが、このことが、障害の出
現率を示すものではない点には注意が必要です。

学校教育における対応は義務教育を中心として充実
してきたところですが、指導上の困難は、教育的対応
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によってどのように改善されるのか、あるいはどのよ
うに深刻になっていくのか、障害との関連をどのよう
に推計していくのか、について注目していく必要があ
ります。あわせて、職業リハビリテーションの支援を
必要とする場合には、特に、高等学校や専修学校、大
学･大学院における進路指導やキャリアガイダンスで
計画・実施される移行支援について注目していく必要
があります。

⑵　発達障害者支援法の対象者

平成17年４月施行の発達障害者支援法では、“「発達
障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広
汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他
これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低
年齢において発現するものとして政令で定めるものを
いう”とされています。

これまで、診断に携わる医学はもとより、療育や教
育、福祉、職業リハビリテーションの関係者におい
て、“知的障害は、発達障害に含まれる”と受けとめ
られてきました。しかし、知的障害はすでに教育・福
祉・障害者雇用等の施策の対象として法的に位置づけ
られていることから、発達障害者支援法の対象はこれ
までの施策の対象に該当しないとされた障害を中心と
して定められた経緯があります。したがって、発達障
害者支援法が定める発達障害の範囲は、いわゆる発達
障害の範囲から知的障害を除いたものとなっています
が、これらの障害と知的障害の合併の有無について明
記されているわけではありません。知的障害について
は発達障害に区分される障害ですが、すでに雇用対策
上の障害としてまとめられていますので、第５節を参
照してください。

⑶　障害者施策における発達障害

我が国における障害者施策は、障害者基本法等によ
り、障害者の自立及び社会参加の支援等、基本的に
ノーマライゼーションの理念に沿った社会を実現する
こととされています。また、障害者の定義について
は、障害者基本法の一部改正（平成23年）により「身

体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）そ
の他の心身の機能障害（以下「障害」と総称する。）
がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的
に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に
あるもの」とされています。

これを受けて、障害者総合支援法や障害者の雇用の
促進等に関する法律でも発達障害は「障害者の範囲」
の中に同様に位置づけられています。

⑷　本節で扱う発達障害の範囲　�
―知的障害との関係―

発達障害は、“発達期”に“様々な原因によって中枢
神経系が障害された”ために“認知・言語・学習・運
動・社会性のスキルの獲得に困難が生じる”と説明さ
れています。損傷部位や損傷時期が明確でない点が脳
損傷や脳血管障害とは違いますが、中枢神経系の障害
が推定される点では高次脳機能障害（第８節の２）と
類似した特徴をもつ場合があるという見方もあります。

また、発達障害とは、発達期に起こる“様々な障
害”を包括する概念ですが、どのような障害を包括す
るのかについては、未だに明確な分類基準はありませ
ん。しかし、療育や教育をはじめとする対応や処遇に
関する類似性並びに共通性からみると、知的障害、広
汎性発達障害・学習障害・注意欠陥多動性障害などを
包括するものとして概念化が進んでいます。

ここでとりあげている障害の場合、学習障害の定義
では“知的障害はない”と明記されていますが、注意
欠陥多動性障害では、診断基準に知的障害の合併の有
無は明記されていません。また、知的障害と合併する
ことの方が多いとされている広汎性発達障害では、合
併しない場合を「高機能」自閉症や「高機能」アスペ
ルガー症候群などと呼んで区別することがあります。
一方、知的障害の場合の「軽度」は「中・重度ではな
い」を意味します。

発達障害のある生徒への教育対応としては、通常学
級や高等学校において特別な支援を行う場合だけでな
く、特別支援学級（心障学級など）や特別支援学校
（盲・聾・養護学校など）でも特別な支援を行ってい

〈注〉�発達障害の診断はアメリカ精神医学会のDSM-5（診断統計マニュアル第5版）かWHO（国際保健機関）のICD-10（疾病・傷害及
び死因の統計分類第10版）のいずれかで行うことが一般的です。これらの診断分類や基準はそれぞれに改訂の歴史があります
が、発達障害については2015年にDSM-5が公表され、大きく改訂されました。一方のICD-11は2019年に改訂が採択され、DSM-5
に共通した構成となりました（自閉症圏の多様な診断名が「自閉スペクトラム症」に統合される等）。なお、発達障害者支援法
の発達障害の定義はICD-10によっていますので、日本語版が発行する予定の2022年までは現行の条文で説明される見込みです。
当面、従来の診断名が混在する状況があることに注意が必要です。
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ます。そこで、通常学級や高等学校に在籍する発達障
害のある生徒に対して、“知的障害はない”と受けと
めることが多いのですが、現実には、“知的障害が軽
度”という生徒も含まれます。

本節では、知的障害を伴わないか、伴ったとしても

知的な障害の程度が軽度である、広汎性発達障害、学
習障害、注意欠陥多動性障害のある人を中心的な対象
としています。この場合、発達障害者支援法の範囲よ
りも狭くなります。

2 発達障害の障害特性

発達障害は、その定義から診断の時期の多くは子ど
も時代です。早期からの適切な対応で問題が改善され
る場合もありますが、反対に深刻になる場合もありま
す。いずれにしても、成長とともに症状が変わってい
くことになるので、まず診断される時期のことをまと
めておくことにします。知的障害を伴う発達障害につ
いては第５節をあわせて参照してください。

なお、平成25年５月にアメリカ精神医学会の診断･
統計マニュアルが第５版に改訂されました。診断基準
が改定され、従来の診断名や診断基準とは異なる点も
あります。大きく異なる点は「広汎性発達障害」とい
う分類が「自閉症スペクトラム障害」に変わったこ
と、広汎性発達障害の中に位置づけられたアスペル
ガー症候群という診断名も「自閉症スペクトラム障
害」に統合されたことなどです。このため、従来の基
準で診断された人と新しい基準で診断されることにな
る人がおり、当面、診断名は混在することになりま
す。ただし、診断名や診断基準等の日本語版が確定・
整備されるまでの間、本節では、新しい基準の概要を
紹介しつつも、従来の診断名にも配慮し、過渡的な段
階に対応させています。

⑴　学習障害／限局性学習障害・限局性学習症�
（Learning Disability（LD）／�
　Specific Learning Disorder（SLD））
医 学 で 障 害 を 診 断 す る 場 合、「LD」 はSpecific 

Learning Disorderを意味しています。教育、臨床の
関係者をはじめとして、保護者の多くが使うような
「学習上の困難のある児童・生徒」、もしくは「教育
上の特別な配慮を必要とする児童・生徒」を想定した
広い範囲の問題を抱えた対象者を含む用語とは異なっ
ていることになります。

【診断基準：DSM-５　アメリカ精神医学会の診断・統
計マニュアル第５版】

読字・算数・書字の特定の領域における困難を踏ま

え、学力における問題について、個々人の発達・医療・
教育の経過及び家族歴並びにテストの成績と教師の観
察評価、教育的介入とその効果等を通して総合的に診
断されます。その際、年齢や知能から期待される水準
で達成できない状態であることなどが重視されます。
【問題への対処】

読字や書字の困難がある場合、成人の失語症の言語
訓練法として考案されたリハビリテーションの応用が
効果的であるとされています。書字の問題では、「か
な」に関しては50音表を利用した練習方法により、
「漢字」に関してはワードプロセッサーの使用により
書字の問題は解消されると考えられています。

また、算数の問題では「数概念の形成」の問題なの
か、「計算」の問題なのか、「文章題」の問題なのかに
よって練習方法が違います。特に計算のみが苦手な場
合には電卓の利用なども提案されています。
【教育用語としてのLD】

学習上の諸問題によって学習障害であることを判断
する場合の「LD」は、Learning Disabilitiesにも対
応しており、これが教育用語としての「LD」にあた
ります。表１は文部科学省が示している学習障害の定
義です。

学習障害とは、基本的には全般的な知的発達に遅
れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又
は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著
しい困難を示す様々な状態を指すものである。

学習障害は、その原因として、中枢神経系に何ら
かの機能障害があると推定されるが、視覚障害、聴
覚障害、知的障害、情緒障害などの障害や、環境的
な要因が直接の原因となるものではない。

表1　現行の文部科学省の定義

この定義では、「読む」「計算する」「書く」のいず
れかの困難に、「聞く」「話す」「推論する」の困難を
加えています。さらには、教育並びに臨床の関係者の
中で、さらに広い範囲を認める立場もあります。こう
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した立場に立つ人々は、発達性協調運動障害（不器
用）、注意欠陥多動性障害（ADHD）をこれに加えて
いる場合があります。最も広い範囲を認める立場で
は、“社会性に困難がある子ども”をも含めていま
す。これは、主として「教育的な対応が必要な子ども
たちの問題を考える」ということを意味しています
が、多様な発達障害の特性をどこまで含めるかという
問題でもあります。教育用語としての「LD」は広い
範囲の多様な学習上の困難を想定しているという見方
も あ り ま す の で、 医 学 で 診 断 さ れ るLearning 
Disorderが「読字」「計算」「書字」に焦点をあてる
のとは対照的です。

教 育 用 語 と し て 使 わ れ て い る「 学 習 障 害 」 は 
Learning Disabilitiesを翻訳した時にあてられた用語

のうちの１つです。しかし、教育、臨床の関係者をは
じめとして、保護者も本人も、この用語を適切でない
として「LD」と称する場合が多いのです。「LD」と
いう呼称には、根底に“障害が学習に関する能力の限
定的な障害であり、その点について配慮し、その障害
の克服を手助けしていけば、健常児と同じように知的
な能力を発揮できる”という考え方があります。

このような考え方を背景として、「障害児と健常児
の間の子ども」「グレーゾーンの子ども」であるため
に、適切な支援をうけることができないという「学習
障害」観が成立することになりました。したがって、
義務教育のみならず、高等学校以降の学校教育におい
て特別な教育的支援が充実するに伴い、教育の効果に
対する期待が一層高まっているといえます。

　

⑵　注意欠陥多動性障害（注意欠如・多動症／
注意欠如・多動性障害）（Attention-Deficit/
Hyperactivity Disorder : ADHD）

【診断基準：DSM-５】

不注意もしくは多動性・衝動性について、発達水準
に照らして相応しない不適応症状が長期（６ヶ月以
上）にわたって継続した場合に診断されます。

下記の表２のうち、不注意については６項目以上で
頻発する場合に診断される対象となります。また、多
動性・衝動性については６項目以上で頻発する場合に
対象になります。

ただし、不注意も多動性･衝動性も、青年、成人
（17歳以上）では５つの項目を満たす場合に診断され

ます。また、症状は、反抗、挑戦、敵意、または課題
や指示が理解できないなどによるものではないとされ
ています。

さらに、多動性・衝動性または不注意の症状のいく
つかが12歳以前に存在し、障害を引き起こしているこ
と、これらの症状による障害が２つ以上の状況（例え
ば学校〔または仕事〕と家庭）に存在すること、社会
的・学業的または職業的機能を損なっている、もしく
は減少させているという明確な証拠が存在しなければ
ならないこと、とされています。
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表２　注意欠陥多動性障害の診断

不注意 多動性／衝動性

ａ）綿密に注意することができない、また
は、不注意な過ちをおかす

ｂ）注意を持続することが困難である
ｃ）直接話しかけられたときに聞いていない

ように見える
ｄ）指示に従ってやり遂げることができない
ｅ）課題や活動を整理することが困難である
ｆ）精神的努力を継続する課題を避ける、嫌

う、または、いやいや行う
ｇ）課題に必要なものをなくす
ｈ）外からの刺激によって注意をそらされる
ｉ）日課を忘れる

ａ） 手足をそわそわと動かし、またはいすの上でもじもじする
ｂ） 座っていることを要求される状況でじっとしていられない
ｃ） 不適切な状況で、走り回ったり高い所へ上ったり、過度に動き回っ

たりする
ｄ） 過度に大声で騒々しい
ｅ） ＂じっとしていない＂ または、まるで ＂エンジンで動かされるよ

うに＂ 行動する。他の人からは落ち着きがなく、じっとし続けるの
が困難なように見える。

ｆ） しゃべりすぎる
ｇ） 質問が終わる前に出し抜けに答え始めてしまう
ｈ） 順番を待つことや並んで待つことが困難である
ｉ） 他人の邪魔をしたり干渉する

【問題への対処】

ADHDは「行動抑制」と「実行機能」の障害であ
ると理解され、改善のために、薬物療法や行動療法が
提案されています。このような対応により、成長とと
もに問題が改善されていく傾向があるとされていま
す。しかし、近年、成人期のADHDの課題について
もとりあげられるようになってきています。

⑶　知的障害のない広汎性発達障害（高機能広
汎性発達障害／高機能自閉症／高機能アスペル
ガー症候群）／自閉症スペクトラム障害�
（High Functioning Pervasive Developmental 
Disorders：HFPDD／Autism Spectrum 
Disorder：ASD）

【自閉症スペクトラム障害について】

新しい診断分類では、「広汎性発達障害」にかわっ
て、自閉症圏の障害としての共通性を重視した診断名
として「自閉症スペクトラム障害」が使われることに
なります。「スペクトラム」という言葉は、連続して
いるという意味で使います。

図２では、「自閉症スペクトラム障害（Autism 
Spectrum Disorder：ASD）」という用語について、
定型発達から典型的な自閉症までを自閉症の強弱で一
続きのものとみなす点で、広汎性発達障害を広く統合

する概念であるという考え方を表しています。ここで
は従来の診断分類による「特定不能の広汎性発達障
害」「アスペルガー症候群」なども自閉症圏の障害で
あること、しかし、「自閉症」という診断名に比べる
と自閉症の特徴は軽度であることが示されています。

ただし、自閉症の要素（社会コミュニケーション及
び対人的相互作用の問題・行動や興味、活動の制限の
問題）は共通していても、その現れ方は多様です。自
閉症圏の障害にもさまざまあって、見た目には違う症
状のように見えても自閉症として連続しているのだ、
というものです。また、「スペクトラム」は、知的に
障害のある場合もあるが、ない場合もあり、それは連
続しているという場合にも使います。

高機能自閉症や高機能アスペルガー症候群という表
し方をするときには、「自閉症スペクトラム障害」の
高機能（知的障害を伴わない）者をさしています。
【診断基準：DSM-５】

自閉症スペクトラム障害は、自閉症圏の障害として
２つの基準にそって診断されます。
Ａ　社会コミュニケーション及び対人的相互作用の問題
Ｂ　活動や興味の範囲の著しい制限・変化への抵抗な

どの問題
これまでと異なる点としては、感覚に対する反応の

乏しさや過度の反応に関する点が着目されたことがあ
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げられます。
なお、症状は児童期早期に存在しなければならない

が、社会的な要求が制限された能力を超えるまで、十
分に顕在化しない可能性もあるとされています。
【問題への対処】

自閉症スペクトラム障害は、認知的・社会的そして
行動上の機能に重大な混乱と影響を及ぼす複合的な障
害であると理解されています。このため、治療・教
育・支援に際しては、薬物療法や行動療法をはじめと
してさまざまな方法が試行されてきましたが決定的な
治療法は未だないというのが実状です。個別の重症性

や複合性に対応した包括的なアプローチが必要とされ
ており、現実にプログラムも提案されています。しか
し、このような対応によっても、長期的予後を含め、
問題解決の困難な障害であるとされています。

高機能の自閉症スペクトラム障害者の場合、言葉の
遅れが目立ちにくいことから、一見、コミュニケー
ションに困難が少ないと受け取られることがありま
す。これは、知的機能の障害を伴わないことによるも
のですが、基本的には自閉症圏の障害の特性の問題と
認識することが重要であると考えられています。

　

表３　自閉症スペクトラム障害の診断

A　�全般的な発達遅滞では説明できない、社会的コミュ
ニケーション及び社会的相互作用の持続的障害（以
下の３点すべてに該当）

B　行動、興味、活動の限局的、反復的な様式
　　（以下の４点のうち２点以上に該当）

ａ）社会及び感情の相互性の障害

ｂ）社会的相互作用で用いられる非言語的コミュニケー
ションの障害

ｃ）発達レベル相応の関係を築き、維持することの障害

ａ）常同的または反復的な話し方、運動、ものの使用

ｂ）習慣や儀式化された言語的あるいは非言語的行動パ
ターンへの過剰な執着、あるいは変化への過度な抵抗

ｃ）強度または対象において異常な、限局的に固定化され
た興味

ｄ）知覚の入力への反応の亢進、あるいは減弱、あるいは
環境の感覚的側面に対する独特の興味

図２　自閉症スペクトラム障害　(井上，2011）

定型発達 特定不能の
広汎性発達障害

アスペルガー
症候群

高機能
自閉症 自閉症

3 相談の際の留意事項

⑴　二次障害について

子ども時代に、基本症状によって「学習障害」と診
断されたとしても、読み、書き、計算、推論といった
知的活動で失敗経験を繰り返すと、二次的症状として
自信や意欲の低下、情緒不安定、対人・集団不適応な
どを引き起こし、緘黙や不登校、攻撃性、非行などの
問題が引き起こされる場合があります。また、「注意
欠陥多動性障害」「広汎性発達障害」や「自閉症スペ
クトラム障害」と診断された場合にも、対人スキルの
問題や行動抑制など行動上の問題によって失敗経験を
繰り返すと、同様に二次的症状が引き起こされること

があります。
最近の国内外の調査では、精神科を受診する発達障

害児・者において複数の精神障害が併存する場合が多
いことが明らかとなっています。特に自閉症スペクト
ラム障害のある成人では、気分障害、不安障害、注意
欠陥多動性障害などを併存する割合がいずれも５割前
後という調査結果や、注意欠陥多動性障害にうつ病や
双極性障害が高い割合で併存するといった調査結果も
あります。

障害が併存する場合、その独特な現れ方を適切に評
価し、必要な対応や支援について検討することが求め
られます。
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　発達障害については、二次的に発生する問題を含め、発達に伴う状態像の変化に対応する必要がある。
　症状は在学中に現れるとされるが、職業選択や職場適応の時点で、どのような支援の課題があるかについ
て、再検討する必要がある。

Point !

⑵　職業リハビリテーションのサービスの利用に
ついて

通常学級で課題の克服に努め、学校は卒業したもの
の「一般扱い」の求人ではうまくいかない発達障害青
年の場合、職業リハビリテーションサービスの利用を
勧めたとしても受け容れがたい事例も多いのです。障
害特性については、特に慎重に本人の受けとめ方に配
慮する必要があります。
「発達障害」といわれて成長した青年の中には、学

校教育その他の配慮で課題をクリアし、職業リハビリ
テーションのサービスを必要とせずに通常教育から職
業的自立を達成する事例もあるでしょう。しかし、入
職に際して職業リハビリテーションの支援を利用した
事例もあります。彼らは、療育手帳・知的障害判定に
よるサービスを利用した事例と、精神障害者保健福祉
手帳によるサービスを利用した事例にわけられます。

これは発達とともに求職活動をする際の課題が変化し
ていったという事例です。

ハローワークの専門援助部門における障害者の紹介
就職・職場定着の実態調査（障害者職業総合セン
ター，2017）では、2015年７月からの２ヶ月間に就職
した発達障害者242名の８割強が障害者求人に応募し
て就職していました。

また、障害者求人への就職者の定着率の方が一般求
人への就職者に比して高く、就職時の機関連携や職場
適応援助者（ジョブコーチ）による支援❶、就職後の
定着支援などは定着を支える要因とされています。

しかし、職業リハビリテーションサービスの利用を
勧めたとしても「一般扱い」の求人にこだわり、求人
条件の変更を受け容れがたい事例も多いのです。障害
特性の理解に関する支援については、採用後において
も特に慎重に本人の受けとめ方に配慮する必要があり
ます。

4 就職・定着促進のための配慮事項、支援策

学校時代は何とか過ごしても、職場ではうまくいか
ないという場合に求められる配慮と支援策について考
えておきたいと思います。

⑴　職場に適応するうえでの問題の把握

「作業中に問題とされる行動は何か」「いつ・どのく
らいの頻度や強さでおこるのか」「その行動がどのよ
うな状況（環境や人）でおこるのか」「その行動の後
でどのようなことがおきたのか」などを把握すること
が重要です。

また、学習能力の確認も必要です。特に「障害され
ている学習技能を明らかにすること」「誤り方のパ
ターンの整理・分析をすること」は、問題を改善して
いく可能性と深く関わります。

その他、健康状態を把握し、「体調管理にどのよう

な配慮が必要か」を確認することも重要です。

⑵　作業条件の配慮

障害特性に合わせて、作業を効果的・効率的に行う
ことを支援するうえで、作業時間の調整（課題時間の
延長など）が必要になる場合があります。また、作業
量の調整（課題の数の限定など）が必要になる場合も
あります。加えて、作業内容の調整（理解度に合わせ
た内容への変更など）は特に重要です。

その他に、電卓やワープロ、メモ帳など、障害特性
にあった補助具の利用が有効な場合もあります。

⑶　指示理解に関する配慮

指示に際しては、スモールステップに分けて順に指
示することが有効な場合もあれば、指示の単純・明快

❶　�国及び地方公共団体の場合、ジョブコーチによる支援を受けることはできませんが、国の機関においては、労働局又はハローワー
クに配置された職場適応支援者を利用することで同様の支援を受けることができます。地方公共団体については、国の機関の対
策に支障がない範囲で利用することが可能です（第２章第３節５参照）。
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化（一度に一つの指示など）や強調化（色分けして指
示を示すなど）、障害特性に対応した指示方法の選択
（話し言葉で指示を出す方がよいか、指示書など文字
情報の方がよいか、など）、コンピュータなど興味を
引く媒体の使用などが有効な場合もあります。

⑷　環境整備の課題

落ち着いて作業に集中できるためには､ 障害特性に
あった環境整備が必要になります。音や人の気配など
の刺激に敏感な場合には、過剰な刺激を遮断すること
が有効な場合もあります。

また、こうした環境調整を行う場合、特性や配慮に
ついて、職場の同僚や上司と情報を共有することも必
要となります。ただし、本人のプライバシーや意向に
十分配慮することが何より重要です。

⑸　家族との連携

問題への対処については、家族との連携がとても重
要になります。家族は経験豊富な支援者でもあります
し、また、相談者でもあります。特性理解においても
行動理解においても、また、健康管理においても、家
族と十分に連携することが重要です。

本人への期待や指導方針については、家族にも十分
フィードバックしながら目標を設定していくことが必
要です。

⑹　関係機関との連携

障害特性を理解した担当者の配置が重要です。それ
は職場でのキーパーソンである場合だけではなく、生
活面の支援をするバックアップ機関との連携も必要に
なる場合があります。しかし、何よりも学校との連携
あるいは学校卒業後に利用する機関や移行を支える機
関との連携が重要となります。

支援者が対応や支援の考え方を探索する際に参考と
なる具体例は、「発達障害者就労支援レファレンス
ブック（課題と対応例）（障害者職業総合センター，
2015）」にまとめられています。就労支援の場面で現
れる発達障害者のさまざまな職業生活上の課題を「業
務遂行」「対人関係・コミュニケーション」「ルール・
マナー」「行動面の課題」「自己理解や精神面の課題」
の５つに分類したうえで、支援の場で現れることの多
い143項目の行動が掲載されています。これらの課題
への対応策は、「課題の要因の把握と目指すべき行動
の確認」→「目指すべき行動につながる支援」→「周
囲の理解促進と環境調整」の流れで示されています。
「発達障害のある職員への具体的な支援方法が知りた
い」「就労支援の効果的な進め方を知りたい」といっ
た場合のヒントとなります。

◇��　発達障害者の雇用事例（製造業）　���

～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

発達障害者の受け入れが初めてであり、どのように指導したらよいか、どのようにコミュニケーション
を取ったらよいか不安だった。障害者本人が自分の特徴やセールスポイント、配慮を依頼したいことにつ
いてとりまとめた「自己紹介書」を提出してくれたため、それに基づき社内の障害特性理解に役立てた。
入社にあたっては、地域障害者職業センターのジョブコーチ❶の支援を活用した。同時並行で作業をこな
すことが苦手であったため、当日の作業を朝礼時に「作業計画書」をもとにわかりやすく指示したり、口
頭での質問や相談が苦手だったため、業務日報を導入し作業の理解度や質問の有無を把握したりできるよ
う工夫した。これらの取組により、作業の手順を習得し、雇用継続につながった。

〈注〉	�平成23年４月より精神障害者保健福祉手帳診断様式が改訂され、発達障害の状態像を記載する項目が設けられています。この改
訂により、発達障害の診断がある者は障害者手帳の対象となることが示されています。また、平成30年４月より発達障害を含む
精神障害者が雇用義務の対象となり、その確認は精神障害者保健福祉手帳で行うことが示されています。

〈注〉	�「発達障害者就労支援レファレンスブック（課題と対応例）」は下記の研究部門ホームページアドレスからダウンロードすること
ができます。

	 https://www.nivr.jeed.go.jp/research/kyouzai/kyouzai48.html
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第７節　発達障害者

⑴　一般扱いの就職をした事例

短大卒 40 代Ａさん（自閉症（アスペルガータイプ / 知的に遅れを伴わないタイプ）・診断５歳・障害開示）
　短大卒業にあたり両親が学歴にこだわらず対人関係の少ない「モノ相手の仕事」を探すことを勧め、障害を開
示したうえで、縫製工場で採用となった。入社当初、社員らは自閉症への対応がわからず接し方に悩んだが、熱
心で専門的知識のある両親（母親が特別支援学級の教師）と頻繁に連絡を取ることで関わり方や指導方法を探索し、
６年の OJT を経て社員らも関わり方のコツを共有し、A さんも作業に慣れたことでベテランとして勤続 30 年に
至っている。

高卒 30 代の B さん（高機能自閉症・診断５歳・障害非開示）
　経済的な自立に関心の高いB さんは高校卒業後、親の強い勧めもあり対人関係の少ない工場を選んだ。ところが、
B さん自身は障害を受け容れておらず、あくまで一般扱いでの職であった。会社都合で離職の後、親から勧めら
れた地域障害者職業センターの職業準備支援を利用することになった。障害者対象の支援であることに戸惑いな
がらも職場のルールやマナーの学習等は再就職後、役立っていることを感じたという。再就職の活動は本人の強
い希望で一般扱い（障害非開示）で行われ、食品工場の在庫管理として採用となった。企業による障害に対する
合理的配慮はないものの職業準備支援で得た学びが対人関係のトラブルを回避する基礎となっている。

大卒 40 代 C さん（高機能広汎性発達障害・診断 38 歳・精神障害者保健福祉手帳を利用）
　就職活動で大卒後の仕事を決めたが、人の視線が気になったり仕事を覚えられないなどで不安が昂じて離職に
至った。正社員として再就職するもうまくいかず 20 社以上の離転職を繰り返した。精神的に不安定になり精神科
を受診し、発達障害と診断される。精神科のデイケアを利用しつつ、配送事務・実務の仕事でトライアル雇用を
経て再就職、ジョブコーチ支援を活用❶し、仕事と気持ちのコントロール方法を学び、自信を持つことができた。
平日を休業日として通院に充て、土日に働く勤務体制が C さんのニーズと一致している。同僚・上司の理解も進み、
特段の配慮はなく安定して仕事をしている。

高卒 40 代 D さん（自閉症（知的に遅れを伴わないタイプ）・診断 35 歳・療育手帳を利用）
　高卒後、就職したものの、カっとなる自分をおさえられず離職に至った。福祉作業所に通うことになったが、
作業所ではなく事業所で働きたいという希望を保ち続けていたという。その後、就労支援機関を利用する中で「感
情コントロールの方法」を学んだ。診断時に療育手帳を取得して就職を目指すこととし、ジョブコーチや障害者
就業・生活支援センターの支援❶❷を得て、商品管理の仕事に採用された。20 年間の福祉作業所経験が今を支えて
いる（D さんの居住地では自閉症の診断により知的障害を伴わないケースにも療育手帳を交付している）。

特別支援学校卒 30 代 E さん（自閉症（カナータイプ / 知的な遅れを伴うタイプ）・診断２歳・療育手帳を利用）
　特別支援学校の紹介により、物流倉庫の管理業務で就職した。当初は、経験がない作業に混乱が大きかったが、「職
場での動線」を床に貼ったテープで確認することにより作業に慣れた。工程を明確化、単純化することで E さん
自身、担当作業を理解でき、次第に慣れて仕事に自信を持てるようになった。さらに、貴重な戦力として評価され、
意欲的に仕事をしている。

5 就労支援利用状況からみた事例（広汎性発達障害･自閉症スペクトラム障害を中心に）

下記の事例では、いずれも旧基準による診断名が示
されています。現在、診断名は「自閉症スペクトラム
障害」に統合する方向が示されていますが、一方で、
就職の際の支援制度の利用の仕方や職務の選び方、事

業所への障害開示の有無、特性といった状況は多様で
す。ここでは、支援の利用について特徴的な4つのタ
イプを示しました。各個人の選択に応じた対応を検討
していくことが重要といえます。� （知名　青子）

❷　�障害者就業・生活支援センターの事業のうち、厚生労働省（都道府県労働局）の委託事業による就業支援については、採用後も
引き続き同センターで支援を受ける場合を除いて、国又は地方公共団体の機関に採用された障害者を対象として実施することは
できませんが、国又は地方公共団体の機関に採用された障害者を対象とした職場定着支援を有償で実施できる場合があります（第
２章第３節５参照）。

〈注〉厚生労働省において所要の修正を加えております。

⑵　障害者雇用で就職をした事例

短大卒 40 代Ａさん（自閉症（アスペルガータイプ / 知的に遅れを伴わないタイプ）・診断５歳・障害開示）
　短大卒業にあたり両親が学歴にこだわらず対人関係の少ない「モノ相手の仕事」を探すことを勧め、障害を開
示したうえで、縫製工場で採用となった。入社当初、社員らは自閉症への対応がわからず接し方に悩んだが、熱
心で専門的知識のある両親（母親が特別支援学級の教師）と頻繁に連絡を取ることで関わり方や指導方法を探索し、
６年の OJT を経て社員らも関わり方のコツを共有し、A さんも作業に慣れたことでベテランとして勤続 30 年に
至っている。

高卒 30 代の B さん（高機能自閉症・診断５歳・障害非開示）
　経済的な自立に関心の高いB さんは高校卒業後、親の強い勧めもあり対人関係の少ない工場を選んだ。ところが、
B さん自身は障害を受け容れておらず、あくまで一般扱いでの職であった。会社都合で離職の後、親から勧めら
れた地域障害者職業センターの職業準備支援を利用することになった。障害者対象の支援であることに戸惑いな
がらも職場のルールやマナーの学習等は再就職後、役立っていることを感じたという。再就職の活動は本人の強
い希望で一般扱い（障害非開示）で行われ、食品工場の在庫管理として採用となった。企業による障害に対する
合理的配慮はないものの職業準備支援で得た学びが対人関係のトラブルを回避する基礎となっている。

大卒 40 代 C さん（高機能広汎性発達障害・診断 38 歳・精神障害者保健福祉手帳を利用）
　就職活動で大卒後の仕事を決めたが、人の視線が気になったり仕事を覚えられないなどで不安が昂じて離職に
至った。正社員として再就職するもうまくいかず 20 社以上の離転職を繰り返した。精神的に不安定になり精神科
を受診し、発達障害と診断される。精神科のデイケアを利用しつつ、配送事務・実務の仕事でトライアル雇用を
経て再就職、ジョブコーチ支援を活用❶し、仕事と気持ちのコントロール方法を学び、自信を持つことができた。
平日を休業日として通院に充て、土日に働く勤務体制が C さんのニーズと一致している。同僚・上司の理解も進み、
特段の配慮はなく安定して仕事をしている。

高卒 40 代 D さん（自閉症（知的に遅れを伴わないタイプ）・診断 35 歳・療育手帳を利用）
　高卒後、就職したものの、カっとなる自分をおさえられず離職に至った。福祉作業所に通うことになったが、
作業所ではなく事業所で働きたいという希望を保ち続けていたという。その後、就労支援機関を利用する中で「感
情コントロールの方法」を学んだ。診断時に療育手帳を取得して就職を目指すこととし、ジョブコーチや障害者
就業・生活支援センターの支援❶❷を得て、商品管理の仕事に採用された。20 年間の福祉作業所経験が今を支えて
いる（D さんの居住地では自閉症の診断により知的障害を伴わないケースにも療育手帳を交付している）。

特別支援学校卒 30 代 E さん（自閉症（カナータイプ / 知的な遅れを伴うタイプ）・診断２歳・療育手帳を利用）
　特別支援学校の紹介により、物流倉庫の管理業務で就職した。当初は、経験がない作業に混乱が大きかったが、「職
場での動線」を床に貼ったテープで確認することにより作業に慣れた。工程を明確化、単純化することで E さん
自身、担当作業を理解でき、次第に慣れて仕事に自信を持てるようになった。さらに、貴重な戦力として評価され、
意欲的に仕事をしている。
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第３章　障害別にみた特徴と雇用上の配慮
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第８節　その他の障害者

8第 節
その他の障害者

1 難病等による障害

医学の進歩にかかわらず完治が困難な「難病」と呼
ばれる病気は多くあり、誰もが発症する可能性があり
ます。我が国では1972年から難病対策を進めてきまし
た。その結果、多くの難病は、治療を続けながら就労
を含む暮らしを送れるまでに症状を抑えることができ
るようになりました。
しかし、多くの難病は未だ最新治療によっても完治
させることが困難であるため、安定した勤務継続や障
害悪化の防止や早期対応等のためには、職場での治療
と仕事の両立支援への理解と協力が不可欠です。治療
で障害の進行が抑えられていれば障害者手帳制度や障
害者雇用率制度の対象ではないこともありますが、
「難病等による障害」は障害者手帳の有無にかかわら
ず、すべての事業主の障害者差別禁止と合理的配慮提
供義務の対象です。
ここでは、難病等による障害のある人（以下「難病
のある人」という。）が、治療の継続と両立しなが
ら、能力を発揮して継続して働ける職場づくりのポイ
ントを紹介します。具体的には、「難病」についての
先入観や誤解にとらわれず、意欲があり適性の高い人
材を採用する、本人や主治医等とのコミュニケーショ
ンにより多様で個別性の高い難病を正しく理解し、通
院や体調管理を応援するなどです。

⑴　難病等による障害の特徴

仕事による疲労は適度の休憩や勤務時間外の体調管
理や睡眠、休日を使って疲労回復し、疲労と回復のバ
ランスをとることが職業生活を継続できる大前提で
す。難病のある人の場合、仕事による疲労の蓄積と休
養による疲労回復のバランスが、障害のない人よりも
多かれ少なかれ崩れやすくなっています。難病等の症
状が悪化した場合の症状は疾病により多様ですが、症
状の悪化を防ぎ職業生活を安定させる雇用管理の課題
は疾病にかかわらず共通しています。体調悪化の兆し
（疲れ、痛み、集中力の低下等）は外見からは分かり
にくいことが多いため、雇用管理のためには職場での
コミュニケーションが重要になります。

　①�　難病対策による難病の慢性化に伴う新たな障害

�　我が国では難病対策として、国の研究班による治
療研究、医療費助成、さらに長期の治療を続けなが
らの社会参加を支援しています。「難病等による障
害」はすべての事業主の障害者差別禁止と合理的配
慮提供義務の対象であり、「障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律」（以下
「障害者総合支援法」という。）やハローワーク等
による職業リハビリテーションの対象でもあります。
　ア　難病とは

1970年代に国の難病対策が開始された時には医
療費助成の対象となる難病は８疾病でしたが、そ
の後、新たな難病が特定され診断治療も進んだ結
果、医療費助成の対象となる「指定難病」は令和
７年４月から７疾病追加され、348疾病となって
おり、その患者数は約100万人強となっています。
難病には全国の患者数が数万人になるパーキン
ソン病や潰瘍性大腸炎のような疾病だけでなく、
全国の患者数が10人未満という疾病も多く、専門
医以外の一般の医師や健康管理医にも知られてい
ない疾病も多くあります。
平成27年施行の難病法では、難病を「発病の機
構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立してい
ない希少な疾病であって、当該疾病にかかること
により長期にわたり療養を必要とすることとなる
もの」としています。特に、15歳以上65歳未満お
いて患者数が多い疾病の例としては、消化器疾患
（潰瘍性大腸炎、クローン病等）、免疫疾患（全
身性エリテマトーデス、全身性強皮症、皮膚筋炎
／多発性筋炎等）、神経・筋疾患（もやもや病、
多発性硬化症／視神経脊髄炎、重症筋無力症等）
があります。その他、難病は患者数の少ない多様
な疾病を含むものであり、血液疾患（原発性免疫
不全症候群等）、内分泌疾患（下垂体前葉機能低
下症等）、視覚疾患（網膜色素変性症等）、循環器
疾患（特発性拡張型心筋症等）、呼吸器疾患（サ
ルコイドーシス等）、皮膚・結合組織疾患（神経
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線維腫症等）、骨・関節疾患（後縦靭帯骨化症
等）、腎・泌尿器疾患（多発性嚢胞腎等）等、多
種多様です。
難病の各疾病の詳細は、難病情報センター
（http://www.nanbyou.or.jp）が一般向けに提供
しています。
　イ　難病等による障害への法制度の整備

障害者総合支援法では、難病等を「治療方法が
確立しておらず、その診断に関し客観的な指標に
よる一定の基準が定まっており、かつ、当該疾病
にかかることにより長期にわたり療養を必要とす
ることとなるもの」としており、難病法よりも広
く376疾病を「難病等」としてサービスの対象と
しています。
障害者の雇用の促進等に関する法律において
も、障害者手帳のある難病のある人が障害者雇用
率制度上の障害者であることはもちろん、障害者
手帳のない場合でも、難病のある人は、同法第２
条における「障害者」にあたり、専門的職業紹介
等の職業リハビリテーション全般の対象であり、
障害者差別禁止や合理的配慮の提供義務の対象で
もあります。

　②�　固定しない障害：無理なく活躍できる仕事内容

と職場調整の重要性

難病等による障害の最大の特徴は、治療により症
状は抑えられているものの、病気が完治していない
ことによる、全身的疲れやすさ等の体調変動の起こ
りやすさそのものです。良くも悪くも障害が固定し
ておらず、医学的な重症度は同程度でも、症状が少
なく仕事が問題なくできる場合もあれば、体調が悪
化して退職になる場合もあり、それは仕事内容や勤
務条件による場合が多いのです。
ア�　健康管理、通院に無理のない仕事内容や勤務条件

難病のある人にとって「無理のない仕事」と
は、身体的に無理がない、休憩が比較的自由に取
りやすい、疲労回復が十分にできる勤務時間や休
日、通院のための業務調整が可能ということで
す。「難病のある人に適さない仕事」といった固
定的な見方は適切ではなく、あくまでも、個々の
仕事による疲労の蓄積とその回復に必要な休憩・
休日・通院等のバランスが重要です。
例えば、デスクワークならフルタイムで働けた
り、立ち作業の軽作業ならパート等の短時間で休
日も多ければ働けたりする一方で、同じ軽作業で

もフルタイムで週５日の勤務は続けられないとい
う場合があります。一方、運搬や労務作業、長時
間の立ち作業等の体力を要する仕事、時間的拘束
が厳しく休憩が取りにくい作業、頻繁なトイレや
急な体調の変化に対応しにくい業務に関わる相手
との約束の多い仕事等、難病のある人が続けにく
い場合がある仕事もあります。ただし、固定的な
見方は禁物です。
イ　通院や休暇等のための柔軟な業務調整

難病のある人は、最低でも数か月に１回の定期
的通院が必要であったり、体調悪化時には早めに
休憩や通院が必要であったりします。多くの場
合、有給休暇等のスケジュール調整で十分です
が、難病の一部では現時点での医療管理の限界か
ら体調変動が起こりやすく、実際の事例でも、突
発休が年に数回もあると、業務評価や職場の人間
関係への影響が大きくなっている状況も認められ
ます。しかし、そのような場合でも、育児中や介
護中の職員の多い職場等、突発休を前提とした引
き継ぎを意識した仕事の進め方やチーム担当制が
導入されていれば、無理なく仕事を継続できる場
合もあります。

　③�　外見から分かりにくい障害：職場のコミュニ

ケーションの重要性

難病等の症状が悪化した場合の症状は疾病により
多様ですが、体調悪化の兆し（疲れ、痛み、集中力
の低下等）は疾病にかかわらず共通しています。た
だし、そのような体調悪化の兆しは外見からは分か
りにくく、本人や主治医から正しい情報を得ること
が重要です。難病のある人が必要としている職場の
理解や配慮の具体的内容を正しく理解できれば、そ
の実施自体は、我が国の多くの職場では決して難し
いことではありません。
ア　難病の先入観でない最新の正しい知識

「難病」という言葉の印象や、症状悪化時の症
状等の限られた情報から、「働くことが難しいの
ではないか」といった誤解を生じやすくなってい
ます。症状が悪化した状況での治療や医療の課題
と、症状が安定している状況で職場において理
解・配慮すべき課題は異なります。
難病についての誤解や偏見は差別の原因となる
だけでなく、難病のある人が差別の懸念から必要
な配慮の申出が困難になる等、職場での理解や配
慮のためのコミュニケーションの大きな妨げと
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なっています。職場においては、後述する治療と
仕事の両立支援の流れに沿って、主治医から正し
い情報を得たうえで、職員本人と人事担当者、健
康管理スタッフ、上司等との関係者間で話し合
い、関係者ができるだけ納得を得られるような形
で対応することが重要です。
イ�　体調悪化の兆しの自覚の職場で申出のしやすさ

体調悪化の兆しとして、痛みや倦怠感、疲労や
発熱などの症状として本人に自覚されますが、そ
のような症状の有無や程度は外見からは分かりに
くいものです。主治医から正しい情報を得たうえ
で、上司等から職員本人に声掛けを行うなど、本
人が体調の変化について申出をしやすくし、体調
管理を確実に行える職場環境を整えることが重要
です。
ウ�　症状のない場合でも定期的通院等が必要であ

ることへの理解と協力

難病等は病状や体調が安定している場合であっ
ても、完治しているわけではなく、定期的な通院
で診察や検査を継続することが不可欠です。特別
な検査のために別途通院が必要となる場合もあり
ます。外見からは何も問題がないように見えるこ
とから、職場の同僚や上司に通院の必要性が理解
されにくく、本人が通院しにくくなったり、職場
での人間関係の悪化等の原因にもなったりしま
す。難病のある人が健康かつ安全に働き続けるた
めには、定期的通院の確保が必要であることにつ
いて、必要に応じて上司や同僚に説明する等、理
解や協力が得られるようにすることが重要です。
エ�　進行性の難病の発症初期から相談しやすい環

境づくり

難病等の中には、進行性で現在の医療では進行
を止めることが困難な疾病があります。在職中に
進行性の難病等を発病しても、通勤や職務遂行等
に影響が出る程度に症状が進行するまでには数年
〜10年以上かかることが一般的です。現状では、
症状がかなり進行してから職場に相談があること
が多いのですが、今後、進行性の難病のある人が
より早期に職場に相談しやすくし、発症初期に職
場に相談があった場合、本人も職場も将来不安か
ら過剰反応することなく、進行の見通しを確認
し、現在と当分の間の対応と将来への長期的プラ
ンを分けて考えることが重要です。進行の早い時
期に職場に相談があれば、長期的視点でのタイム

リーな対策も可能であり、在宅勤務の導入等の検
討の準備も行いやすくなります。進行に伴う設備
改善等や配慮の必要性に応じて、障害者手帳の取
得についても本人と相談し、医師の意見を確認す
るとよいでしょう。

　④　多様な身体障害等の原因疾患としての難病等

専門的に言うと、「難病等」とは医学的な診断治
療の対象である疾病のことであり、一方「障害」と
はそれによる生活機能（心身機能、活動、参加）の
問題状況を意味します。難病等は多様な身体障害等
の原因疾患となり、その一部は障害者手帳制度の対
象となります。一方、「難病等による障害」には障
害者手帳制度の対象となっていない生活機能の問題
状況も多く含まれ、障害者手帳の有無にかかわらず
職場の理解や配慮が重要です。代表的な難病で例を
示します。
ア　消化器疾患（潰瘍性大腸炎、クローン病）

下痢や下血、腹痛で入院し診断されることが多
く、それをきっかけとした退職が多くなっていま
すが、実際は治療により数ヶ月で症状は安定する
ため、勤務継続（休職と復職）の支援が重要で
す。小腸や大腸の炎症に対して、手術で腸を切除
して身体障害者手帳の対象となっている人もいま
すが、現在では治療・服薬と自己管理で症状を抑
えている人が多く、その場合は身体障害者手帳の
対象になりません。難病の中でも最も就労例の多
い疾病です。
イ�　免疫疾患（全身性エリテマトーデス等）

免疫機能が自分自身の体に対して反応してしま
い、体の様々な部位で炎症が起こる病気で、様々
な種類があります。免疫疾患の一つである全身性
エリテマトーデスは、紫外線やウイルス感染等が
きっかけとなり、症状が悪化することがある疾患
です。湿疹、口内炎、腎臓・心臓・呼吸器等の臓
器障害、関節症状、発熱や全身倦怠感などを認め
ます。症状が進行して関節障害等や腎臓機能障害
の程度が大きくなった場合では、障害者手帳制度
の対象にもなりますが、ステロイド剤等の服薬や
自己管理によって症状を抑えている人の多くは障
害者手帳の対象ではありません。
重労働はもちろん、運搬等の中程度の肉体労働
も、筋肉痛や関節痛が起きやすいため、膠原病の
ある人たちには苦痛となりやすくなっています。
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ウ　重症筋無力症

神経と筋の間の伝達の障害により、普通よりも
筋肉が疲労しやすく休憩をとると回復するという
特徴の病気です。働いている人も多くいます。病
名から全身麻痺になる難病と誤解しないように注
意が必要です。筋肉が疲労しやすいため、例えば
ビンのふたを開けるのに手助けを必要としたり階
段を上るのに困難があったり、休憩なく１日働く
と、まぶたが落ちてきたり、声がかすれてきたり
することを典型的な症状とします。休憩がないと
短時間勤務しかできない人でも、途中で横になれ
る短時間の休憩を組み込めばフルタイムで働くこ
とができる場合もあり、一日の仕事の組み方や休
憩の取り方によって無理なく働けるかどうかが大
きく左右されます。これらの症状が重い一部の人
の場合、上肢・下肢あるいは視覚障害等で身体障
害者手帳の対象となる場合があります。
エ�　神経・筋疾患（パーキンソン病、脊髄小脳変

性症等）

パーキンソン病は高齢者に多い病気ですが、そ
の10%程度は40歳未満で発症し若年性パーキンソ
ン病と呼ばれます。症状を一時的に抑える特効薬
があり、薬が効いている時には障害のない人と全
く変わらないのに、数時間で薬効が切れると体を
動かせなくなるという「ON－OFF症状」という
特徴があります。10年以上かけて病気が進行し、
薬が効きにくくなったり、薬の副作用が現れたり
します。周囲に病気を隠してストレスを抱えてい
る人も多くいます。
脊髄小脳変性症は、病気のタイプによっては、

より若い年齢での発症があり、発症時が就職活動
と重なることもあります。特効薬はなく、運動障
害が10～25年程度かけて、ゆっくりと進行します。
この他、進行性の神経筋疾病には、発症から数
年で全身麻痺に病状が進行する場合もあり、症状
の軽いうちに主治医や本人と集中的な情報交換を
行い可能な対策をとることが重要になります。
オ　多発性硬化症／視神経脊髄炎

多発性硬化症／視神経脊髄炎は、脳や脊髄の中
枢の神経の炎症が起こりやすい病気です。様々な
部位の神経が炎症を起こすと、対応する様々な感
覚（視覚等）、運動機能が障害を受けるため、症
状は多様で、炎症の度に障害が悪化し、中年以降
に身体障害者手帳の対象となっている人が多く

なっています。その一方、最新の治療、服薬や自
己注射、自己管理（過労を避ける、保温、栄養
等）によって、無症状に近い状態で長期に生活で
きる人も増えています。過労等が症状悪化のきっ
かけになりやすいため、仕事内容や勤務条件を検
討し、休憩をとりやすくし、必要な通院ができる
ようにして、神経の炎症をなるべく起こさないよ
うにし、後遺症を残さないようにすることが大切
です。
カ　皮膚・結合組織疾患（神経線維腫症等）

皮膚・結合組織疾患である神経線維腫症等で
は、皮膚の傷つきやすさによる直接の職務遂行上
の制限だけでなく、目立つ外見の変化により周囲
からの「感染するのではないか」等の無理解によ
る制約を受ける場合があります。神経線維腫症
は、皮膚等の腫瘍（できもの）や色素班（しみ）
を特徴とする病気で、職務遂行に影響するような
身体的、精神的な機能障害は基本的になく、病気
が感染するおそれもありません。顔面等の腫瘍が
大きくなると手術が必要になることがあります。
キ　網膜色素変性症

最初は夜間や夕方、薄暗い部屋でものが見えな
くなる症状が現れ、その後、一部の視野が見えな
くなる等、視覚障害が進行していくため、通勤時
間の配慮等が必要になってくることもあります。
状況に応じて視覚障害者用の支援機器等を早めに
検討するとよいでしょう。支援機器を活用すれ
ば、たとえ失明しても、文書を読んだり書いたり
といった事務的仕事も十分に続けることができま
す。また、視覚障害関係の団体に相談する等、本
人の生活設計や支援機器の訓練や職業訓練等、勤
務継続を総合的に支えることが大切です。
ク　もやもや病

脳のウィリス動脈輪という太い血管の代わりに
細い血管が網の目のようにできる病気です。激し
い運動をした時や過呼吸になった時に、脳の血流
が不足して突然崩れるように倒れる脱力発作が起
こりやすく、また、30～40歳以降では脳卒中が起
こりやすくなります。脱力発作は数分でおさま
り、脳卒中も軽度のことが多いのですが、発作が
重なると、脳に障害が蓄積し、身体の麻痺や言語
障害、高次脳機能障害により、障害者手帳の対象
となります。発作を起こさない予防的な対策や、
発作で突然倒れる危険性を考慮するために、健康
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管理医等も入れて仕事内容を検討することが必要
です。
ケ　後縦靱帯骨化症

背骨を縦につなぐ靱帯は柔軟性があり、首、胴
体、腰を自由に動かすことができますが、これが
肥大・骨化して首等のこわばりや痛みが生じ、さ
らに、骨化が進行し脊髄を圧迫するようになる病
気です。病気が進行して、脊髄麻痺と同様の下半
身等の麻痺になると身体障害者手帳の対象になり
ます。しかし、そこまで進行していない場合も、
首等の痛みや、手足のしびれ等があり、疲労が溜
まりやすく、また、転倒しやすく、脊髄損傷を起
こしやすいので、仕事内容を健康管理医等と検討
する必要があります。
コ　原発性免疫不全症候群

原発性免疫不全症候群は、体内に侵入した細菌
やウイルスを排除しようと働く「免疫機能」のい
ずれかの部分が生まれつき機能しない病気です。
この疾患で問題となるのは、感染症に対する抵抗
力が低下し重症化しやすいことです。免疫機能を
高めるための通院への配慮と、その人の免疫機能
に無理のない職場や仕事内容に主治医や健康管理
医と相談して留意することで、基本的に勤務は十
分可能です。具体的には、デスクワークの仕事で
人ごみを避けることや日頃から職場の同僚の手洗
い・うがい励行や空気清浄器の設置等の協力が必
要な場合があります。

 ⑵　差別禁止と合理的配慮の提供

「難病等による障害」は障害者手帳の有無にかかわ
らず、障害者差別禁止と合理的配慮提供義務の対象で
す。「難病」についての先入観や偏見によらず、意欲
があり適性の高い人材を採用し、本人や主治医とのコ
ミュニケーションと正しい理解に基づき、能力を発揮
して継続して働いてもらえる職場づくりの取組が重要
です。「難病等による障害」は必ずしもすべてが障害
者手帳制度や障害者雇用率の算定の対象にはなりませ
んが、適切な仕事内容と職場の理解・配慮があれば無
理なく活躍できる難病のある人の公正な採用は雇用す
る側の義務です。
①　「難病」の正しい知識の普及と差別防止

難病医療の進歩は急速であったため、正しい最新
の知識の普及が十分でなく、「難病＝働けない、雇
用できない」という先入観が一般的にみられます。

そのような先入観による採用拒否や退職勧告、その
他の不利な扱いを懸念して、難病のある人の中に
は、病気を隠して働くことも多くあります。このよ
うな状況は、本人の治療と仕事の両立が困難になる
だけでなく、職場の健康や安全への配慮上も問題と
なる悪循環をつくっています。
そのような悪循環を断つためには、募集採用時だ
けでなく、就職後の職場内の職員向けにも、治療と
仕事の両立支援や障害者差別禁止等の基本方針を明
示し、難病のある人が差別をうける心配なく、職場
で必要な配慮について相談しやすい環境を整えるこ
とが重要です。難病というだけで不採用にしたり勤
務禁止にしたりすることは、合理的理由のない差別
的取扱となります。
また、障害者雇用率に算入されない難病のある人
について「採用のメリットがない」等の発言が職場
や支援者から聞かれることがあるようです。「障害
や難病のある人は働けない」「職場の負担が大き
い」という先入観を除き、障害者が職業人として活
躍する機会を保障し、その能力を正当に評価すると
いう、障害者差別禁止や合理的配慮提供の義務化の
趣旨を再確認することが重要です。
②　募集採用時の合理的配慮

難病のある人は、就職活動において、就職後に必
要となる配慮を確保するための説明と、意欲や能力
のアピールの両立が困難になっています。難病のあ
る人が無理なく活躍できる仕事は一般求人のデスク
ワーク等にも多いことから、難病のある人が一般求
人に応募することは稀ではありません。難病のある
人の募集採用時には、難病のある人が安心して病気
や必要な配慮について開示できる環境整備や、十分
なコミュニケーションのための時間を確保すること
が合理的配慮になり得ます。
ア　治療と仕事の両立支援等の方針の明示

偏見や差別のおそれから、難病や配慮につい
て就職活動で説明するかどうかを迷っている人
が多くいます。治療と仕事の両立に向けて職場
の理解と協力の必要性を認識していても、募集
採用時の雇用する側の「難病」への反応を予測
できず迷う人が多いのが現実です。このような
人たちは「健康状態」を一般的に聞かれても回
答に困っています。
現在、難病に限らず、がん等の治療と仕事の両
立支援の普及が進んでいます。がんや難病は誰も
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がかかりうる病気です。組織として、治療と仕事
の両立支援に取り組んでいたり、障害者差別禁止
や合理的配慮提供に取り組んでいるならば、それ
を募集採用時に明示すること自体が合理的配慮に
なり得ます。優れた人材を確保するためには、そ
のような方針を明示した方が有利であるという考
え方もあります。
イ�　能力や適性と必要な配慮を理解するための時

間確保

難病のある人の中には、採用面接時に、病気の
ことばかりを聞かれて、適性や意欲をアピールで
きなかったという経験を持つ人がいます。適性や
意欲等に加え、必要な配慮等について十分に理解
するために面接時間を延長することも合理的配慮
となり得ます。なお、仕事とは関係のない病気自
体について聞く必要はありませんし、プライバ
シーや人権の観点からも不適切です。
ハローワーク等からの紹介の場合、支援者が事
前に主治医等に病気の内容や必要な配慮等につい
て確認を行っている場合もあります。そのような
支援者が面接に同伴することを認めることも、理
解を進めるための合理的配慮となります。
また、面接だけで判断が困難と感じる場合で
も、職場実習、職場体験、プレ雇用制度等を活用
することで、仕事による負荷や疲労、休憩や休日
による体調の維持等について、職場で調整を進め
るとともに、難病のある人の主治医等とも疾病管
理上の情報交換も可能となり、本人、職場、支援
者等の納得につながる採用への合理的配慮となり
ます。
③　就職後の合理的配慮

「⑴難病等による障害の特徴」で記したように、
難病のある人の治療と両立した勤務継続のために
は、無理なく活躍できる仕事内容や、休憩や通院等
がしやすい職場での調整が本質的に重要です。その
ためには、外見からは分かりにくい症状等も含め本
人等との情報交換が重要です。
ア　休日・休憩・通院等の条件のよい仕事内容

難病のある人が働きやすい身体的負担の少ない
仕事は、障害者雇用に特化した仕事に限らず、デ
スクワークやパート等のむしろ一般の仕事に多く
あります。本人の適性に適合し職業人として活躍
できる業務配置が、個別の弱点への配慮に先立っ
て重要です。

単に本人の弱点にだけ注目し、例えば、休憩・
休暇時や特定の業務を上司や同僚がその都度カ
バーするだけでは、「職場の迷惑になっている」
と本人の心理的負担が大きくなったり、「なぜ、
あの人だけが特別扱いなのか」と職場の人間関係
が悪化しやすくなり、離職の大きな原因となりま
す。また、単に仕事の負担を減らすように業務調
整をすると、本人は「閑職に追いやられた」と仕
事上の不満を高めやすくなります。
イ　上司・同僚の病気の正しい理解

治療と仕事の両立に関係する職場の人間関係の
ストレスは、難病のある人に多い離職原因です。
休憩や通院、個別の業務調整等は、病気について
の正しい知識がなければ、周囲の同僚には理解が
困難で不公平感を抱く原因となることがありま
す。後述する治療と仕事の両立支援での主治医等
からの情報活用や、日常の職場で本人が説明しや
すくしたり、上司や同僚が疲労等について声かけ
を行う等、適切な理解と協力ができる職場環境の
整備が重要です。
ウ　仕事内容や勤務時間等の配慮や調整

職場での健康管理・通院・休憩がしやすいこ
と、通院等への出退勤時刻や休憩等の職場配慮・
調整が可能なこと、体調悪化につながる無理な仕
事内容を避ける必要等については、後述する治療
と仕事の両立支援において、職場と本人で納得で
きる両立支援プランをつくるとよいでしょう。
その一方で、多くの難病のある人は、繁忙期の
通院や休憩の確保、職場の上司・同僚との理解を
促進しやすいコミュニケーションの取り方等に悩
んでいます。障害者職業生活相談員としては、職
場風土の醸成だけでなく、本人の相談にも対応す
るとよいでしょう。例えば、「繁忙期でも必要な
通院を自覚的に行うことは結局は勤務が安定して
職場のためになる」「できないことばかりを言う
のではなく、病気でも何ができるかを積極的に上
司等とも相談して考えていく」「職場の配慮につ
いては、お互い様であっても、感謝の気持ちを伝
えるようにする」といった助言は、障害者職業生
活相談員からもあるとよいでしょう。
エ　休職後の復職支援

難病は働き盛りでの突然の発症も珍しくなく、
最初の激しい症状で入院し、難病という診断・告
知に本人も職場も情報不足のまま自主退職等とな
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り、その後数ヶ月で症状が安定し、十分復職が可
能であったことが分かったという例が少なくあり
ません。したがって、職員が難病で入院・休職と
なった時には、早めに主治医等から治療の見通し
や勤務の可能性について情報を収集するとともに、
組織の休職規程等を踏まえ、不必要な退職を防止
し、スムーズな復職につなげる支援が重要です。
オ　弱点よりも得意分野を中心とした業務配置

難病のある人は職務上の経験を積み、判断力等
の管理的な仕事能力の高い人も多くいます。症状
が進行する病気で身体機能が障害されても、知的
能力には影響がない病気も多くあります。情報通
信技術の進歩により、通勤の負担の少ない働き方
や、仕事の進め方にも多くの可能性があります。
10年以上かけてゆっくりと症状が進行する病気も
多く、本人の得意分野を活かせるように、本人、
主治医、職場等でよく情報交換し、長期的視野で
働き方の多様化に向けた勤務規程の改正も含め、
支援機器の導入、キャリア計画や職業訓練、テレ
ワークの導入等、多様な方策を検討するとよいで
しょう。

⑶　治療と仕事の両立支援の効果的活用

難病のある人への合理的配慮の提供のためには、難
病の症状による仕事への影響や必要な配慮事項を正確
に理解する必要があります。難病医療は日進月歩であ
り、また難病による症状は多様かつ個別的であるた
め、正確な情報は専門の主治医から得る必要がありま
す。主治医、職場、健康管理医等のコミュニケーショ
ンを促進し、治療と仕事の両立支援をスムーズに実施
するためには、厚生労働省の「事業場における治療と
仕事の両立支援のためのガイドライン」３）に沿うと
よいでしょう。がんの両立支援が先行していますが、
難病についても対象となっており、2020年３月からは
その参考資料としての「企業・医療機関連携マニュア
ル」の事例編にも難病が追加されています。
①　主治医への勤務情報提供と意見書の要望

両立支援の枠組みでは、まず、労働者である患者
本人から勤務情報を主治医に提供し、両立支援のた
めという目的を明確にして本人の同意の下で主治医
の意見書を求めます。仕事内容や職場の状況が分か
らなければ主治医としても適切な判断は困難です。
また、職場としての両立支援の取組に必要な情報や
疑問点を明確にして意見を求めることで、必要な情

報を得ることができます。特に、外見からは分かり
にくい難病の症状や留意事項については、専門の医
師から具体的な情報提供を得ることが、職場の理解
と協力を促進するために不可欠です。主治医の意見
を求める際には、機微な健康情報を取り扱うことに
なるので、健康管理医等がいる場合には、健康管理
医等を通じて情報のやり取りを行うとよいでしょう。
ア　特に禁止や留意すべき業務等

疾病の種類や重症度により、個別の機能障害
や、失神・脱力発作、突然の不動状態、免疫低
下、皮膚の障害等、個別の症状による、本人の健
康状態の悪化、職場での安全確保の観点を踏まえ
て、特定の業務を禁止したり、特別な留意をした
りする必要がある場合があります。
イ�　定期通院等のために休暇や出退勤時刻の調整

の必要性

たとえ体調がよく、特に問題がない場合でも、
定期的検査や服薬の調整、医療的な相談等は、急
な体調悪化や入院、休職、障害の悪化等を予防す
るために重要な意義があります。専門病院では休
日診療が受けられないことも多く、受診予約日に
無理なく通院ができるような配慮が必要な場合も
あります。
ウ　勤務中の休憩や疾病管理等の配慮の必要性

疲労や痛み等は本人の自覚症状以外では分かり
にくいので正しい理解が重要です。
エ　症状の進行や治療の見通し

進行性の疾病なのかそうでないのか、進行性の
場合は現在の仕事がいつごろまで継続可能なの
か。進行性でない場合は、どの程度症状が安定し
ているのか。休職後の復職については、どれくら
いの期間で復職が可能なのか、原職復帰は可能な
のか。これらについて専門の主治医から必要な情
報を得ることが必要です。
②　主治医の意見書を踏まえた両立支援プランの作成

主治医の意見書を踏まえて、職場と本人で、具体
的な両立支援プランを検討します。その内容は話し
合いの結果を共有するものとして、職場として、本
人、所属長、人事担当者、健康管理医等の同意を得
て作成します。
治療の方針や見通しを確認し、休職後の職場復帰
や体調管理と両立できる仕事内容や勤務条件の調整
スケジュール、職場としての具体的な勤務上の配慮
事項、フォローアップ面談のスケジュール、その
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〈注〉厚生労働省において所要の修正を行っております。

他、同僚への説明の方針、突然の体調悪化にも対応
できるように、チームで引き継ぎを意識した仕事の
仕方にすること、上司が異動する時には引き継ぎを
すること等、話し合いの結果を文書として確認し共
有します。
両立支援プランは、本人や職場の状況の変化に応
じて、見直すことも必要です。特に、治療の見通し
が分かりにくい状況の場合は、当初の両立支援プラ
ンについて一定期間後に見直すことを前提として作
成することが適切な場合もあります。
③　専門的支援や制度の活用

治療と仕事の両立支援は、就職後の職員を対象に
実施されるもので、職場の関係者としての健康管理
医・保健師・看護師等の健康管理スタッフや医療機
関の関係者、さらに、地域の産業保健総合支援セン
ターが専門的支援を提供します。また、両立支援
コーディネーターがこれらの関係者の連携を促進し
ます。
一方、難病のある人の就職採用時においても、早
めに治療と仕事の両立支援を想定した、本人や支援
機関との情報交換が重要です。ハローワーク等から
の職業紹介の場合には、その前提として、主治医等

の確認が済んでいる場合もあります。
また、難病法により、各都道府県には難病相談支
援センターが設置され、ハローワークや医療・保
健・福祉機関、患者会などとの連携により就労を含
めた相談や支援を行う拠点ができています。また、
ハローワークには、難病患者就職サポーターが配置
され、その他、医師や医療ソーシャルワーカー等も
難病のある人の就労支援を行っています。
� （春名由一郎）
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2 高次脳機能障害

高次脳機能障害は、脳血管障害（脳梗塞や脳出血）
や脳外傷（事故や転倒）等がきっかけとなり生じる認
知機能の障害です。職業生活を送っている私たちに
とって、いつ、誰が、どこで受障してもおかしくない
身近な障害です。
しかし、高次脳機能障害は脳機能の障害であるが故
に外見上その特性が見えにくく、やる気や性格の問題
といった誤解を受けてしまう可能性もあります。職業
生活を共にする者が基本的な障害特性を理解しておく
ことは、職場内での誤解に端を発した悪循環を防ぐこ
とに繋がります。また、高次脳機能障害は、周囲の環
境によってもその状態像が大きく変わる場合がありま
す。周囲の関り方やちょっとした配慮がきっかけで職
業生活に適応できるようになることも少なくありませ
ん。
ここでは、高次脳機能障害の基本的な特性及び職場

でできる基本的な配慮について述べます。

⑴　高次脳機能障害とは

高次脳機能障害の状態像は様々です。脳の損傷部位
等により認知機能の障害の出方が様々であるだけでな
く、受障年齢、生活（就業）環境等の影響によって
様々な課題や支援ニーズがあります。一人ひとりの特
性や状況を理解した上で、個人に合った対応や配慮を
検討していくことが重要です。
　①　高次脳機能障害の定義

医療等の領域で高次脳機能障害とは、脳の損傷や
機能不全によって生じる認知機能（言語、思考、記
憶、行為、学習、注意、判断など）の障害全般を指
します。ここには失語症、失認、失行症が含まれ、
認知症、発達障害を含む場合もあります。

第
3
章
　
第
8
節



159

第８節　その他の障害者

一方、「行政的」には、それまで福祉サービスの
活用ができなかった高次脳機能障害者を支援するこ
とを目的に、「高次脳機能障害支援モデル事業」に
より作成された診断基準に基づく定義があります。
その診断基準には「現在、日常生活または社会生活
に制約があり、その主たる原因が記憶障害、注意障
害、遂行機能障害、社会的行動障害などの認知障害
である」と記されています。身体障害として認定可
能な失語症や、他の枠組みでの支援が推奨された発
達障害、認知症等が除外されているところに違いが
あります。
このように、高次脳機能障害には医療的な定義と
行政的な定義があり、用語が示す範囲に違いがある
ことから、注意する必要があります。
　②　高次脳機能障害の原因

高次脳機能障害の原因は様々ですが、代表的なも
のは、脳血管障害、脳外傷、低酸素脳症、脳炎、脳
腫瘍などになります。この中でも多いのは、脳血管
障害と脳外傷です4）。
脳血管障害は脳梗塞、脳出血、くも膜下出血であ
り、中高年齢者に多くみられますが、若年者でもみ
られる場合があります。脳外傷は、事故や転倒が原
因で脳に損傷を受けたものを指します。誰にでも受
障の可能性があり、場合によっては、幼いころの事
故が原因という場合もあります。
　③�　高次脳機能障害の発症から就職（復職）までの

経過

高次脳機能障害の原因である脳血管障害や脳外傷
等を発症した際、多くの場合は入院治療や緊急手術
を受けます。生命を取り留めた後も、しばらくは意
識がぼんやりとして意思疎通が難しく、生活の大半
に介助が必要であることが珍しくありません。時間
の経過やリハビリテーション治療により、少しずつ
心身の機能を取り戻していきます。
このように、治療やリハビリテーションを受け、
主治医と相談をしながら就職（復職）を目指しま
す。活用可能な社会資源がある場合には、医療リハ
ビリテーションの後に職業リハビリテーションを受
ける場合もあります。リハビリテーションにかける
期間は、障害の程度や活用可能な社会資源の内容、
復職先の就業規則等の規定、本人の家計の事情等に
よっても異なります。
なお、リハビリテーションに時間をかけたとして
も、脳の損傷がごく軽微であった場合を除き、発

症・受傷前の身体機能や認知機能を完全に取り戻す
ことは難しい現状があります。大半の人は後遺症と
つきあいながらその後の社会生活を送っていくこと
になります。苦手になったことを補いながら職業生
活を始める／再開するためには、本人の努力だけで
はなく、周囲の理解に基づく環境の整備と適切な配
慮が必要です。
　④　様々な障害特性

高次脳機能障害において比較的多く見られる認知
機能の障害特性を以下に示します。いずれも、外見
からは分かりにくく、本人自身も自覚しにくい特性
のため、本人も周囲も戸惑うことがあります。同時
に、職業上の代表的な課題と基本的な対応について
も記述します。これらの障害特性は、どれか１つだ
けが特異的に生じることよりも、いくつか組み合わ
さって広範に見られることが多くあります。なお、
どの障害特性がどの程度生じるのかというのは、脳
の損傷部位や受傷の程度、周囲の環境によっても異
なるため、一人ひとり違います。本人を通して医療
機関や就労支援機関からの情報を得るなどし、理解
を深めることが重要です。
　　ア　注意障害

注意障害があると、注意を「続ける」、「適切に
向ける」、「切り替える」、「配る」ことに障害が生
じます。職業生活上の場面では、集中力が続かず
ミスが生じる、必要な情報に注意を向けることが
苦手で説明のポイントが押さえられない、注意を
上手く切り替えることが苦手なため言葉をかけら
れても気が付かない、注意が次から次に切り替わ
るため話題が点々としてまとまらない、複数の情
報に上手く注意を配ることが苦手なため人の話を
聞きながら要点をメモすることができない、など
の課題が生じます。
脳機能の障害ですので、「気を付けるように」
と注意を促すという対応だけでは上手くいきませ
ん。注意力を適切に維持できる環境やスケジュー
ル及び作業内容を見つけ出し調整することや、ミ
スを防ぐ方法を本人に実践してもらうことがカギ
となります。例えば、周囲の気になる刺激（騒
音、人通りなど）が少ない場所で仕事をしてもら
う、休憩をこまめにとれるようスケジュールを設
定する、複雑な作業は集中しやすい時間帯（人に
より異なるが、例えば午前中）に行うようにする
などの環境やスケジュールの設定の工夫で課題が
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軽減することがあります。作業内容に関しては、
同時並行作業を少なくする、他の人のチェックが
入る作業を担当してもらうなどの方法がありま
す。また、本人には、チェックリストを活用して
もらい手順の抜けを防ぐ、入力した文字は必ず声
に出して読んでもらう、逆からも読み上げてもら
うなどのミスを防ぐ具体的な確認方法を実践して
もらうことが有効です。

　　イ　半側空間無視

左右どちらかの特定の空間方向に対する注意の
障害です。多くの場合は、左側のみ注意が向かな
くなります。このような場合、本人から向かって
右側にある物や情報は認識できても、左側にある
物や情報を見落としてしまうという問題が生じま
す。なお、本人は注意が特定の方向に向けられて
いないということに気づいていない場合も多いで
す。
職業生活場面では、作業台の左（右）側にある
ものを見逃し忘れてしまう、書類の左（右）側に
気が付いておらず読み飛ばしているなどが考えら
れます。
基本的な対応として、重要な物や情報を、注意
が向けられなくなった方向（左あるいは右）と逆
の方向（左側の注意障害の場合は右側）に配置す
るよう工夫することが重要です。手順書や道具は
本人から向かって右（左）側に置くなどです。

　　ウ　記憶障害

記憶とは、日々の出来事や情報を「取り込む」
→「頭の中で保持する」→「必要な情報を思い出
す」という一連の過程を指します。記憶障害と
は、脳の損傷によりこの一連の過程が上手く機能
しなくなる障害です。すなわち、日々の出来事や
情報を「取り込めていない」、「忘れる」、「思い出
せない」といった状態が生じます。なお、多くの
場合は受障後の出来事や情報を覚えることが苦手
になりますが、受障前の出来事や情報を（部分的
に）思い出せないという場合もあります。障害の
程度は様々で、全く覚えていないという場合もあ
れば、曖昧ではあるが覚えているという場合もあ
ります。
職業生活場面では、仕事の手順やルールを覚え
られない場合があります。指示や説明の内容を記
憶することが苦手なため、「何度も指示を受けて
も同じところを忘れてしまう」、「何度も説明を受

けても同じ質問を繰り返してしまう」、「依頼を受
けたことを忘れている」という例があります。
基本的な対応は、覚えなくてもできるように工
夫することです。大きく分けると、高次脳機能障
害者本人ができる工夫と、周囲の人ができる工夫
があります。
本人ができる工夫として、メモを取ることがあ
ります。しかし、必要なことを自発的にメモが取
れるようになるまでには時間がかかることから、
何度も周囲から言葉をかけ習慣をつけてもらう必
要があります。また、メモした場所や、メモした
こと自体を忘れてしまうこともあり、せっかくメ
モを取っても参照できない場合があります。した
がって、メモの書き方のルールを決めることやメ
モを見るための工夫をする必要があります。メモ
を参照するための工夫として、普段から必ず見る
ところにメモをするという方法や、スマートフォ
ン等の電子機器を使用するという方法がありま
す。電子機器は、アラーム機能等を活用すること
で、必要なタイミングで本人に気づかせることが
できるため、有効な場合があります。
周囲の人ができる工夫として、覚えなくてもで
きるような職場環境の配慮があります。例えば、
本人の１日の作業スケジュールをホワイトボード
等に書いて示す、連絡事項はメモやメールで渡
す、重要事項は普段から見るところに貼ってお
く、マニュアルを作成する、仕事で使う道具の場
所が分かるように保管場所にラベルを貼りできる
だけ変更しないようにするなどが考えられます。

　　エ　遂行機能障害

遂行機能とは、目的を持った一連の活動を適切
に行うための能力です。私たちは、物事を成し遂
げる際、目標を立て、計画し、実行した上で、そ
の結果が上手くいっているのかどうか評価しつつ
行動を修正するということを頭の中で行いながら
物事を遂行しています。遂行機能障害とは、これ
らの一連の手順が上手く出来なくなってしまう状
態を指します。遂行機能は非常に高度な能力のた
め、日常生活を送る中では障害が目立たない場合
もあります。就職（復職）して初めて問題が明ら
かになるということも少なくありません。
遂行機能障害は、職業生活の様々な場面で影響
します。例えば、一週間後までに資料の作成を依
頼されたとします。依頼を受けると、通常は、時
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間の見積もりを立て、他の仕事との優先順位も考
えて遂行します。また、途中で順調に進んでいる
かどうかを評価しながら、もし順調に進んでいな
いと感じた際には、仕事の仕方や優先順位などを
再考し、取捨選択などの問題解決も図りながら遂
行していくことで、締め切りまでに、一定の水準
の成果を上げることができます。ここに挙げた、
時間の見積もりを立てる、優先順位を立てる、よ
りよい問題解決策を検討する、臨機応変に遂行し
ている計画を変更するといった能力は、遂行機能
によるものです。したがって、これらが上手くで
きないと、締め切りに間に合わない、要領が悪
い、計画性が無い、融通が利かないといった印象
をもたれることがあります。
基本的には、臨機応変な判断が必要な場面を減
らすため、ルール化、マニュアル化、ルーチン化
することが効果的です。普段と違うことがあった
ら〇〇に相談するというルールを決めるなど、イ
レギュラーなことが起こったときの対応も含めて
ルール化しておくと良いでしょう。

　　オ　社会的行動障害

対人場面においてみられる障害を総称して社会
的行動障害と呼びます。高次脳機能障害の影響に
より、感情のコントロールや相手の気持ちの読み
取りが苦手、場面にふさわしくない言動をとって
しまう、周囲に依存的になる、自分から進んで行
動を開始できないなどの特徴が生じる場合があり
ます。
このような対人場面での特徴は、個人の性格や
気持ちの問題とみなされ、職場での問題に繋がり
やすいのですが、受障後に起こっている場合には
障害特性の影響の可能性を考える必要がありま
す。
基本的な対応として、どのような状況で、問題
となる特徴が見られやすいのかということを把握
することが必要です。例えば、忙しい場面、慣れ
ない場面、疲労が蓄積したとき、特定の作業場面
などで見られるといった傾向がつかめる場合があ
ります。把握する際は、様子を観察するだけでな
く、本人と話し合ってみると、きっかけが理解で
きる場合もあります。なお、話し合いをする際
は、職場のルールを一方的に説明するのではな
く、本人の気持ちや考えをよく聴き、一緒に対応
策を検討する姿勢で対応することが望まれます。

このようにして傾向を把握した上で、できる限
りそのような状況が起こらないようにスケジュー
ルの変更や環境調整を行うもしくは本人にこれら
の状況を避けるための工夫を検討してもらうと
いった対応を行います。ただし、職場での対応で
は手に負えない場合や、メンタルヘルスの問題が
疑われる場合には、医療機関や就労支援機関など
に相談することが必要です。

　　カ　失語症

言語を話す、聴く、読む、書くことが困難にな
る障害です。いくつかのタイプがありますが、代
表的なものとして、発話は流暢だが理解が上手く
できないタイプと、理解面は良好だが発話が上手
くできないタイプがあります。
職業生活場面で言語を扱う場面は非常に多く、
様々な場面で影響が考えられますが、コミュニ
ケーションの取り方を工夫することで、仕事に適
応できる可能性があります。
多くの場合、長く複雑な言葉や文章でやり取り
するよりも、単純で短い単語や文章でやり取りし
た方が上手く意思疎通できます。また、なるべく
ゆっくり話しかけ、返答にも十分な時間を与える
こと、はい・いいえで答えられる質問をすること
でやり取りしやすくなります。また、話し言葉よ
りも絵や文字を使った方が理解しやすく、話し言
葉を使う際はジェスチャーを交えた方が理解しや
すい場合が多いようです。

　　キ　失認症

視覚・聴覚などの感覚そのものに異常はないの
に、対象となる物が何なのかわからなくなる障害
を指します。視覚失認では、見えている物が何な
のか分からない、顔が認識できない、ものの位置
や配置、距離が分からないなどの特性が、身体失
認では触れたものが何なのか分からないなどの特
性が、聴覚失認では聞いた音が何の音なのか分か
らないなどの特性が見られます。
失認の種類や職場環境によって問題が生じる場
面が異なるため、まずは問題が生じる場面を特定
し、１つ１つ対応策を検討する必要があります。
基本的には、障害されていない感覚で補う方法を
検討します（例えば、視覚失認がある場合は、触
覚や聴覚で理解できるよう工夫する等）。

　　ク　失行症

運動障害があるわけではないのに、動作が稚拙
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になる、道具が上手く使えなくなるなど、受障前
はできていた行為が上手く行えなくなる障害で
す。職務内容や環境によって問題になることが異
なるため、医療機関や就労支援機関と相談して対
応を検討すると良いでしょう。できない動作には
あまりこだわらず、できる方法や現実的な職務内
容を検討することが重要です。

　⑤　受障後の様々な経験や環境の影響

高次脳機能障害は後天的な障害であり、自身の障
害を受け容れていくには、本人が様々な経験をとお
して自身の現状を理解していくことに加えて、周囲
の人々に受け入れられているかどうかといった環境
的な側面が大きく影響します。
受障時の年齢によっても事情は異なります。例え
ば、幼少期に受障した場合、社会人になるころに
は、障害と付き合いながら社会経験を積んだ期間が
長くなることから、障害について自分なりに受け入
れ、必要な対処法などが身についている場合もあり
ます。一方で、障害者として生活する中でネガティ
ブな経験を積み重ね、自信や意欲の低下を招いてい
る可能性もあります。
社会人になってから受障した場合でも、長年の
キャリアを積んだ時期に受障した場合と、入職後ま
もなく受障した若年層の場合では、状況が異なるこ
とが考えられます。例えば、キャリアを重ねてから
受障した場合、就職（復職）の際に、これまで経験
した職種（業務内容）を継続するのか、転換するの
かという課題への対応が重要になります。一方、若
年層の場合、積み重ねてきた職業的なスキルの積み
重ねが少ないことから、受障後に新しく積み重ねな
ければならないところが大きく、職場適応に苦労す
る場合もあると考えられます。
これらは一例であり、必ず示したとおりの経過を
たどるというわけではありませんが、受障前と受障
後の経験が状態像に大きく影響することを理解して
おくことは、本人の特性をより深く理解することに
繋がります。

⑵　支援制度

　①　障害者手帳

高次脳機能障害者が取得できる可能性がある障害
者手帳は、精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手
帳、療育手帳です。同じ高次脳機能障害者であって

も、個々の障害特性や状況、事情により、異なった
種類の手帳を所持している場合があります。
まず、「行政的」な定義による高次脳機能障害に
該当する場合は、精神障害者保健福祉手帳の申請が
できます。ただし、申請に必要な主治医の診断書
は、発症・受傷（初診）から６ヶ月以上経過してか
ら作成することとされています。
身体障害者手帳は、失語症がある場合や、重複障
害として片麻痺、視野障害などの身体障害がある場
合に申請ができます。
最後に療育手帳ですが、発達期（概ね18歳まで）
に受障しており、日常生活に支障が生じているとい
う場合には対象になる場合があります。
なお、障害者手帳は本人の意志により申請を行う
ものです。本人に取得を奨める場合には、そのメ
リット・デメリットを丁寧に説明する必要がありま
す。
　②　医療機関・支援機関

　ア　医療機関

高次脳機能障害を受傷した直後は医療機関にか
かっていることが殆どですが、継続的に通院をし
ているとは限りません。なお、受傷直後は外科手
術が可能な医療機関にかかりますが、リハビリ
テーションの段階では当該施設のある機関に転院
しているケースが多く見られます。また、脳血管
障害等が原因の場合は、生活習慣病に係る治療を
受けるため、内科等の機能のある医療機関を受診
している場合もあります。医療的な知見から職場
での対応について相談したい場合には、本人を通
して主治医に相談してみると良いでしょう。
　イ　就労支援機関

障害者就業・生活支援センター等の就労支援機
関で、高次脳機能障害のある従業員に関する相談
をすることができます。高次脳機能障害者本人が
もともと利用している場合はもちろんですが、現
時点では利用していない場合でも職場定着又は新
規雇い入れ等の相談をすることができます。ただ
し、本人への直接的な支援を必要とする場合に
は、本人の同意が必要です。

⑶　職場でできる基本的な配慮

個別の障害特性に対する対応は前述しましたが、高
次脳機能障害全般に共通する配慮事項もあります。
　①　脳疲労の影響を考慮する
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脳損傷の影響により身体の疲労ではなく、脳が疲
れやすくなっている場合があります。程度は様々で
すが、高次脳機能障害に広く見られる特性です。
脳が疲れると、ボーっとする、あくびが多くな
る、全体的に普段より行動が遅くなる、注意力散漫
になりミスが増える、いらいらした様子になるなど
の問題が生じることがあります。高次脳機能障害は
脳の障害ですので、脳が疲れると様々な症状に影響
します。したがって、普段と比較して障害特性の影
響を強く感じたときには、まず脳疲労を疑い対応を
考えると良いでしょう。
基本的な対応として、疲労の原因となっている事
柄を見つけ、取り除きます。例えば、仕事内容の難
易度が疲れの原因になっていると考えられた場合
は、休憩を入れる、違う仕事を任せるなどの対応を
取ります。その他にも、周囲の雑音等の環境的な要
因が疲労の原因になっている場合もありますので、
その場合は可能な範囲で集中しやすい配置などを検
討します。　
脳疲労が普段から生じやすい場合は、休憩のタイ
ミングや時間を検討すると良いでしょう。作業に集
中していると疲れに気づかないこともあります。疲
れを感じてから休むのではなく、定期的にとるよう
工夫が必要です。また、休憩の取り方を工夫するこ
とで変わることもあります。休憩時間に深呼吸やス
トレッチをしてみる、昼休みに短時間の睡眠をとる
など試してみるのも有効な手段となり得ます。
なお、悩みや不安などから睡眠や食事が十分にと
れていないといった可能性もありますので、そのよ
うな兆候を感じた場合には、本人に主治医や就労支
援機関、家族等との相談を促す等の対応が必要で
す。
　②　障害を補う方法を一緒に考える

高次脳機能障害の最も基本的な対応は、障害を補
完する方法を検討して実行するということです。障
害を補完する方法は、本人が努力して補う方法もあ
れば、周囲の者ができる方法もあります。詳細は前
述した障害特性に対する対応のとおりですが、例え
ば、記憶障害を補完する方法は、本人がメモを取り
参照するという方法もあれば、周囲がスケジュール
を書いて渡すという方法もあります。このように、
お互いにできることを見つけて対応していくという
ことが重要です。また、本人１人だけでは適切な方
法が見つけられない場合もありますので、一緒に考

える姿勢で相談を行うと効果的です。
　③　自他評価のギャップの生じやすさを理解する

高次脳機能障害者と働くと、本人の自己評価と周
囲の評価にギャップがあるとしばしば感じるかもし
れません。この原因の１つは、自身の考えや行動を
第３者の視点で評価するという脳機能の損傷の直接
的な影響と考えられます。このため、自身の障害に
も（部分的に）気づいていない場合があります。こ
のような場合、記憶が苦手であることは自覚してい
ても、不注意であることには気が付いていないとい
うことがあります。また、障害があること自体は理
解していても、実際に生じている（または生じるで
あろう）現象と結び付いていないという場合もあり
ます。このような場合、自身に記憶障害があると開
示しているにもかかわらず、仕事の説明内容を忘れ
ていることに気づいていないということがありま
す。または、自身に記憶障害があり、メモを取る必
要があると開示しているにもかかわらず、仕事の手
順の説明を受けるときにメモを取る様子がないと
いったことが起こります。
このような自他評価のギャップや障害に対する気
づきの問題が生じる理由には、心理的な影響もあり
ます。高次脳機能障害を受障すると、急に以前でき
ていたことができないという現実に直面することに
なります。このような状況下で心理的に強い不安を
引き起こすため、無意識的に障害を否認するという
場合があります。このような否認の状態を解消する
には、周囲に受け入れてもらい、障害があっても認
められるという肯定的な経験を積むことが必要で
す。
もう１つ自他評価のギャップを生じさせる要因と
して社会環境的な要因があります。例えば、受障後
の社会経験の少なさが考えられます。高次脳機能障
害を受障してから就職（復職）する直前まで、長ら
く家庭と病院を行き来する生活を送っていたという
ケースも多々あります。そのような生活環境の中だ
けでは、仕事に必要な能力の変化に気づくことは難
しいでしょう。このような場合は、職場で段階的に
経験を積みながら、少しずつ時間をかけて自身の状
態を理解してもらうことが必要であり、そのため、
周りが焦らないようにすることが重要です。また、
社会環境的な要因のもう一つの例として、周囲の環
境変化による影響が考えられます。例えば、就職
（復職）後に職場での立場が変化することにより、
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周囲にどのように受け入れられるのか、自身がどの
ようにふるまえばよいのかということに気を使い、
上手く自己開示できないこともあります。
このように、自他評価のギャップが生じる背景は
様々であり、これを完全に把握することは難しいか
もしれません。脳機能の障害の影響ということを主
眼に置きつつ、心理的な背景や社会的な背景もあり
うることを理解しようとする姿勢が重要です。少な
くとも、本人に現実を突きつけるといった方法は上
手くいかないことが多いと考えられます。本人を認
める言葉かけを行う、できていないところの指摘だ
けでなく対応策を一緒に考えるなどを意識的に行う
必要があります。
　④　重複することが多い障害を考慮する

高次脳機能障害は脳機能の障害であることから、
損傷部位によっては認知機能の障害だけでなく身体
障害やてんかんが生じる場合があります。
　ア　身体機能の障害

代表的な障害として、右又は左の上下肢の運動
麻痺である片麻痺、温度や痛みなどの感覚が低下
する感覚障害、視野の一部が欠損する視野障害な
どがあります。認知機能の障害と同時に、身体的
な障害の影響を考慮した職務配置の工夫や通勤経
路又は時間帯への配慮が必要な場合もあります。
　イ　てんかん

脳損傷が原因でてんかん発作が起きる場合があ
ります。てんかんがある場合には、継続的な服薬
が重要であることから、医療機関に定期的に通い
やすいよう休暇を取りやすくするなどの配慮が必
要な場合もあります。

　⑤　メンタルヘルスの問題を考慮する

高次脳機能障害者は、うつや不安を抱える場合が
多いことが知られています。脳損傷の直接の結果と
してこれらの症状が出現する場合と、日常生活や社
会生活でのストレスが関係している場合の両方が考
えられます。気がかりな場合は、産業保健スタッフ
や医療機関への相談を勧めると良いでしょう。

⑷　最後に

ここに述べたように、高次脳機能障害の状態像は多
様で、外見上分かりにくい障害であるという点は、対
応の難しさを感じるところかもしれません。しかし、
コミュニケーションの仕方や環境、担当職務の範囲を

少し変えることで状況が改善できる場合があります。
冒頭で述べたように、高次脳機能障害はいつ、誰
が、どこで受障してもおかしくない障害です。高次脳
機能障害者が働きやすい環境を考えることは、誰もが
安心して働ける職場を考えることに繋がるという視点
で取り組むことも重要だと思われます。
� （竹内　大祐）
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◇��　高次脳機能障害者の雇用事例（卸売業・小売業）���

～障害者雇用職場改善好事例の入賞事例から～

　在職中に高次脳機能障害を受障した社員の職場復帰に際して、配置転換及び職務の見直しが必要となっ
た。受障前、顧客先での製品修理に従事していた経験を活かし、現場の後方支援業務を担当してもらうこ
ととした。高次脳機能障害の影響により、記憶することの苦手さがあったため、顧客からの電話による修
理依頼に対して抜けが生じないよう、業務スケジュールノートを用いて、依頼内容、経過を記録し、参照
することを徹底した。また、これまでの経験を活かし、現場のサービス員に必要な部品の助言を行うな
ど、後進の育成や技術の継承の面でも貢献している。

　

3 若年性認知症

⑴　若年性認知症とは

はじめに

認知症は“物忘れ”という症状を起こす病気の総称
であり、年齢を重ねるとともに発症しやすくなり、一
般的には高齢者に多くなっています。しかし、年齢が
若くても認知症になることがあり、65歳未満で発症し
た場合には「若年性認知症」とされます。
高齢であっても若年であっても、病気としては同じ
で、医学的には大きな違いはありませんが、「若年性
認知症」として区別するのは、この世代が働き盛りで
あり、家庭や社会で重要な役割を担っているので、病
気によって支障が出ると、本人や家族だけでなく、社
会的な影響が大きいためです。
本人や配偶者が現役世代であり、認知症になると仕
事に支障が生じ、結果的に失職して、経済的に困難な
状況に陥ることになります。また、子供が成人してい
ない場合には、親の病気が子どもに与える心理的影響
が大きく、教育、就職、結婚などの人生設計が変わる
ことにもなりかねません。
　①　認知症の定義と症状

認知症は、脳の神経細胞が十分に働かなくなるた
めに起こる病気です。脳が縮んで小さくなったり、
血管が詰まったり切れたりして脳が変化し、記憶な
どの知的な働きが低下していきます。記憶以外に
も、時間や場所の感覚（見当識）、計画的に段取り
よく物事を進める力（実行機能、遂行機能）、判断
力、言葉をうまく使う、ものを見分けるなどの働き
が障害されます。その結果、日常生活や仕事などの

社会生活がうまく送れなくなります。
認知症になると、新しい記憶、つまり最近の出来
事が思い出せなくなります。しかし、以前のことや
身についた記憶（手続き記憶）は思い出せます。ま
た、見当識の障害により、道に迷ったり、「今日は
何日？」と何回も聞いてくることがあります。さら
に、実行機能が障害されると、料理のようにいくつ
かのことを同時に段取りよく行う作業がうまくでき
なくなりますが、野菜を切ったり、皿を並べたりと
いう１つ１つのことは今まで通りにできます。職場
においても、同時に複数の作業をすることは苦手に
なりますが、１つ１つ、順番に行うことはできま
す。これらの症状のあらわれ方は、原因疾患によっ
ても異なり、個人差もあります。原因疾患によって
は、暴言や幻覚・妄想などの認知症の行動・心理症
状と言われる症状が現れることがあります。特に前
頭側頭型認知症やレビー小体型認知症では、行動・
心理症状が目立つとされています。
認知症の原因が変性疾患（アルツハイマー病な
ど）の場合は、いつの間にか始まって、ゆっくりと
進んでいくことが多いです。症状の進み方は人に
よってさまざまです。進み方に影響する要因として
は、病気の原因疾患が大きいですが、治療法や対応
の仕方、周囲の人との関係性など、本人を取り巻く
環境も重要です。
　②　若年性認知症の実態

若年性認知症の全国疫学調査はこれまでに３回行
われており、最新の結果が令和２年３月に公表され
ました（基準日は平成29年１月１日）。それによる
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と、全国の若年性認知症の人は35,700人であり、人
口10万人（18～64歳）当たりの有病率は50.9人でし
た。前回平成21年の調査1）ではそれぞれ、37,800人、
47.6人でしたので、有病率は若干増加しているのに
有病者数が減少しており、当該年代の人口が減少し
ているためと考えられます。高齢者の認知症では、
年齢階級が５歳あがるごとに有病率が倍増する傾向
がみられますが、若年性認知症においても40歳代以
降で、このような傾向がみられました。また、男性
に多い傾向は同様でした。発症年齢は平均で54.4歳
であり、前回の51.3歳より３歳ほど上がっています
が、働き盛りの年代であることには変わりありませ
ん2）。
日常生活自立度は、Ⅲ（日常生活に支障を来すよ
うな症状・行動や意思疎通の困難さが日中を中心と
して見られ、介護を必要とする：Ⅲa、日常生活に
支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが
夜間を中心として見られ、介護を必要とする：Ⅲ
b）が約３割と最も多く、次いでⅡ（日常生活に支
障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが家
庭外で多少見られるが、誰かが注意していれば自立
できる：Ⅱa、日常生活に支障を来すような症状・
行動や意思疎通の困難さが家庭内でも多少見られる
が、誰かが注意していれば自立できる：Ⅱb）が約
２割でした。基本的な日常生活動作では、歩行と食
事では約６割が自立していましたが、排泄、入浴、
着脱衣では自立は５割以下であり、２割以上の人が
全介助を必要とし、介護者の負担が大きいことが明
らかになりました。
　③　原因となる疾患

前２回の調査では、原因疾患の中では脳卒中が原
因である血管性認知症が最も多いとされましたが、
今回の調査では、アルツハイマー型認知症が最多で
した（図１）。次いで、血管性認知症、前頭側頭型
認知症、外傷による認知症、レビー小体型認知症/
パーキンソン病となりました。
アルツハイマー型認知症と血管性認知症の順位が
入れ替わった要因としてはいくつか考えられます
が、１）脳血管障害に対する予防啓発が進んだこ
と、２）アルツハイマー型認知症をはじめとする神
経変性疾患による認知症の診断精度が向上したこと
などが挙げられます。
さらに、脳血管障害に基づく若年者の認知機能障
害を認知症としてではなく、高次脳機能障害として

取り扱い、そのための制度やサービスにつなげる傾
向にあることも影響しているかもしれません。
　④　老年期認知症との違い

若年性認知症は、65歳以上で発症する老年期認知
症と、医学的にはほぼ同じですが、いくつかの特徴
がみられます。すなわち、１）発症年齢が若い、
２）男性に多い、３）異常であることには気がつく
が、認知症と思わず受診が遅れる、４）初発症状が
認知症に特有でなく、診断しにくい、５）経過が急
速である、６）認知症の行動・心理症状（BPSD：
Behavioral and Psychological Symptoms of 
Dementia）が目立つと考えられている、７）経済
的な問題が大きい、８）主介護者が配偶者である場
合が多い、９）親の介護などと重なり、重複介護と
なることがある、10）子供の教育・結婚など家庭内
での課題が多いことです。

⑵　若年性認知症者の雇用の現状

65歳未満で発症する若年性認知症は現役世代特有の
課題を抱えることがあります。それは、本人や家族の
問題であるだけでなく、勤労者や社会人としての役割
を果たす上で社会に対する影響が大きく、疾患の進行
により退職すると経済的問題が生じるだけでなく、居
場所がなくなり、社会的な役割が果たせなくなるなど
個人の尊厳に関わることにもなります。
認知症は進行する疾患であり、治療薬はあるものの
根本治療にはいたっておらず、診断されれば、仕事が
できなくなると考える人も少なくありません。しか
し、一旦退職してしまうと、再就職ができたとして
も、同等の収入額を維持することは困難であることか
ら、可能な限り現在の職場で継続して勤務することが

図１　若年性認知症の原因疾患の内訳

アルツハイマー型
認知症
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脳血管性認知症
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よる認知症
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望ましいといえます。
一方、雇用する企業や国及び地方公共団体の若年性
認知症に対する理解や勤務継続する上での配慮等につ
いては、十分であるとは言い難い状況です。
著者らは、愛知県内の産業医に対して行った調査
で、57人の若年性認知症の人を把握し、診断方法や
診断後の対応等について明らかにし、報告していま
す２）。また、田谷らは、国内の上場企業上位３,100社
を対象に調査を行い、９名の該当者を把握していま
す３）。しかし、これら以外には、同種の調査の報告は
なく、企業における若年性認知症の就労状況は不明
な点が多い状況です。
そこで、著者らは、平成29年度、全国の従業員500
人以上の企業6,733か所に対して、「企業等における障
害者（若年性認知症を含む）の就労継続支援に関する
調査」を行い、938件（有効回収割合：13.9％）の有
効回答を得ました（表１、表２，図２）。
若年性認知症に関する認識は、「知っていた」と
「聞いたことはある」を合わせると96.2％と高く、そ
のうち、「聞いたことはある」が半数以上でした。業
種別では、製造業＋卸売り・小売業で「知っていた」
の割合が他の２業種に比べ低く、従業員数別では大き
な違いはありませんでした。
従業員に「若年性認知症」「若年性認知症の疑い」
「軽度認知症障害❶」の人がいる企業は、以前にいた
企業が39社（4.2％）、現在いる企業が26社（2.8％）で
あり、合わせて63社（6.7％）（２社で重複）でした。
業種別では、公務が最も多く23社（２社は重複）、次
いで製造・卸・小売業15社でした。従業員別では2000
人以上の企業が最も多く、31社（２社重複）でした。
若年性認知症の人等が以前にいたと回答した企業で
は、その人数はいずれも１人ないし２人でした。ま
た、現在いると回答した企業では、若年性認知症と軽
度認知障害の人は、１人ないし２人であり、若年性認
知症疑いの人は１人ないし数人でした。現在いる若年
性認知症の人の実数は13人、若年性認知症疑いの人は
10人、軽度認知障害の人は６人でした。
現在も若年性認知症の人等がいると回答した企業で
は、若年性認知症の就労中の人は５人（38.5％）、休
職中が７人（53.8％）であり、若年性認知症疑いの就
労中の人及び休職中の人はそれぞれ４人（40.0％）で
あり、軽度認知障害の就労中の人は３人（50.0％）、

休職中は１人（16.7％）でした。

⑶　若年性認知症者に対する雇用上の配慮

会社の対応の中で、業務内容については、「他の業
務・作業に変更した」がもっとも多く、約６割であ
り、次いで「労働時間の短縮・時間外労働削減」「管
理職業務からの変更」が同じ割合（約16％）でした。
その他としては「休職とした」が多く、「退職した」
も見られました。課題としては「本人の状況を把握
し、今後の対応を検討するため、医療機関受診時の同
席を求めているが、本人の同意が得られていない」
「仕事を継続する為に、周囲にどこまで開示して理解
を得るかが難しい」ことがあげられました。取り組み
としては「通勤方法を家族と相談し、車の運転をさせ
ない」「業務は必ず２人以上で実施する」「営業部門か
ら人事部へ異動」「ジョブコーチ❷の協力により業務
変更」などでした。
報酬・雇用に関しては、「作業能力低下でも報酬維
持した」がもっとも多く６割以上であり、次いで「話
し合いで合意退職」でした。課題として「鉄道業なの
で危険な作業もある。配置換えも納得しない人もい
る」「通勤中及び勤務中の本人の安全確保及び事故防
止」が挙げられ、取り組みとしては、「契約期間が満
期となったら、契約更新を行わない事とする」「休職
とせず、業務継続を図り、給与を維持したが、１年
後、症状進行により給与を見直し、降級を実施した」
「作業内容を変更したが、業務定着が不可能となり、
合意退職した」などがありました。

⑷　相談機関や制度・サービスの認知度

若年性認知症の人の就労継続支援に関する相談機関
についての知識では、約５割の企業で、市町村の相談
窓口を把握しており、次いで、地域障害者職業セン
ターが約４割でした。その他として、「従業員に認知
症サポーターがいる」「認知症110番」「民生委員」な
どが挙げられました。
若年性認知症と診断された従業員が利用できる制度
やサービスに関しては、知っていると答えた企業が
もっとも多かったのは「障害者手帳」であり７割以上
でした。次いで、「高額療養費制度」「障害年金」「傷
病手当金」「確定申告による医療費控除」「介護保険制
度」「障害者雇用率制度」が６割以上でした。一方

❶　�軽度認知症障害（MCI）：一部の認知機能が低下しているが認知症とは言えず、日常生活や社会生活には支障がない状態をいう。
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で、これらの制度を実際に利用している企業は少な
く、もっとも多かった「傷病手当金」でも8.2％で、
無記入の企業が多くみられました。その他の制度とし
て「成年後見制度」が挙げられました。

⑸　接し方のポイント

認知症が進行すると、次第に言葉で意思を伝えるこ
とが難しくなり、対応に苦慮するでしょう。言葉によ
るコミュニケーションは私たちの日常で最も重要であ
り、言葉が通じないと、認知症の人とのコミュニケー
ションは難しいと考えてしまいがちです。しかし、言
葉以外でもコミュニケーションは可能であり、認知機
能が低下しても、この「非言語的コミュニケーショ
ン」は保たれているのです。また、単に情報を伝える
だけでなく、コミュニケーションを通じて、お互いを
信頼し、仲間意識を分かち合い、その人の存在を認め
るという意味もあります。
具体的には、認知症の人は注意障害のため、集中で
きないことが多いので、きちんと向き合い、アイコン
タクトをとることで、話し手に集中してもらいます。
目の高さを合わせ、名前を呼んだりして注意をひきま
す。周囲が雑音などでうるさかったり、照明が明るす
ぎたりする場合はなるべくそれらの原因を取り除きま
す。静かな環境に移動してもよいでしょう。また、言
葉だけでのコミュニケーションが難しくなってきた場
合には、質問や会話の内容に関連した実際の品物を示
すとよいでしょう。言葉に身振り（ジェスチャー）を

付けたり、わかりやすい文字で書いたり、スマート
フォンなどの画面に表示したりすることも有効です。
視覚以外にも、音や、においなどが理解の手掛かりに
なることもあります。伝える側の態度や顔の表情も大
切です。表情が重苦しかったりすると、認知症の人は
敏感に反応します。また、話し方も早口にならないよ
う、ゆっくりと穏やかなトーンで話します。
会話の時には、ものの名前がなかなか出てこないと
いうことがよくあります。質問の時には「おやつは何
がいいですか？」といった開放型の質問には「さ
あ・・なんでもいいです」としか答えられなくても
「お饅頭とケーキはどちらがいいですか？」といった
選択型の質問には答えられます。わかりやすい言葉を
使うこと、会話の途中で否定したり、中断しないこ
と、事実と異なることを言ったら、さりげなく自然に
訂正することなどを心がけると、会話が円滑にできる
ようになります。
認知症の人とのコミュニケーションは、その人の尊
厳を取り戻し、自信をつけるようなポジテイブな言葉
かけが効果を生みます。

⑹　今後の課題

近年は、障害のある人、がんなどの慢性疾患の治療
を受けている人などが働きやすいよう、職場における
治療と仕事の両立支援が重要視されてきています。適
切な治療を受けながら仕事を続けることができれば、
職員にとっても組織にとってもメリットがあります。

全体

上段：実数
（下段）：％

知っていた 聞いたことはあった 知らなかった 無記入

429
（45.7）

474
（50.5）

33
（3.5）

2
（0.2）

業
　
種
　
別

製造業＋卸・小売業
	 （n=241）
医療・福祉
	 （n=138）
公務
	 （n=190）

87
（36.1）
86

（62.3）
117

（61.6）

140
（58.1）
47

（34.1）
72

（37.9）

13
（5.4）
4

（2.9）
1

（0.5）

1
（0.4）
1

（0.7）
0

（0.0）

従 

業 

員 

別

999人以下	 （n=358）

1000～1999人（n=279）

2000人以上	 （n=300）

151
（42.2）
127

（45.5）
151

（50.3）

192
（53.6）
144

（51.6）
137

（45.7）

14
（3.9）
7

（2.5）
12

（4.0）

1
（0.3）
1

（0.4）
0

（0.0）

表１　若年性認知症の認知度（n=938）

❷　�国及び地方公共団体の場合、ジョブコーチによる支援を受けることはできませんが、国の機関においては、労働局又はハロー
ワークに配置された職場適応支援者を利用することで同様の支援を受けることができます。地方公共団体については、国の機関
の支援に支障がない範囲で利用することが可能です（第２章第３節５参照）。
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しかし、これらの対象となる疾患とは異なり、若年性
認知症は人数も少なく、認知度が低いだけでなく、現
時点では治癒・回復することが困難で、進行する疾患
という特徴があります。そのため、企業や国及び地方
公共団体においては、若年性認知症に対する理解がま
だ乏しく、職員に該当者がいた場合の対応にも遅れが
出ていると考えられます。
退職すると収入が減り、若年性認知症の人のいる世
帯では、経済的に困難な状況になります。既に報告し
たように、家族調査において、認知症になってからの
世帯収入は６割で減っており、家計状況は、「とても苦

しい」と「やや苦しい」が合わせて４割でした５）６）。
さらに調査時の困りごととして、今後の生活や経済状
態に不安がある」が上位に挙げられており、経済的な
問題が不安の要因として大きいことは明らかです。
わが国では、若年性認知症対策は常に認知症施策の
柱の1つとして挙げられてきており、近年は、特に就
労継続支援に焦点が当てられ、若年性認知症の人や家
族のための相談窓口を各都道府県に設置し、ニーズに
合った関係機関やサービス担当者との調整役としての
若年性認知症支援コーデイネーターを配置するなどの
施策が行われています。

全体
上段：実数
（下段）：％

いない 以前いた 現在いる 把握していない 無記入

385
（41.0）

39
（4.2）

26
（2.8）

488
（52.0）

2
（0.2）

業
　
種
　
別

製造業＋卸・小売業
	 （n=241）
医療・福祉
	 （n=138）
公務
	 （n=190）

104
（43.2）
79

（57.2）
38

（20.0）

8
（3.3）
4

（2.9）
14

（7.4）

7
（2.9）
1

（0.7）
11

（5.8）

120
（49.8）
54

（39.1）
129

（67.9）

2
（0.8）
0

（0.0）
0

（0.0）

従 

業 

員 

別

999人以下 （n=358）

1000～1999人 （n=279）

2000人以上 （n=300）

199
（55.6）
125

（44.8）
61

（20.3）

10
（2.8）
12

（4.3）
17

（5.7）

5
（1.4）
5

（1.8）
16

（5.3）

144
（40.2）
135

（48.4）
208

（69.3）

0
（0.0）
2

（0.7）
0

（0.0）

表２　若年性認知症の従業員の有無（n=938）

図２　相談機関の認知度（複数回答）（n=938)
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図３　制度、サービスの認知度と利用状況
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企業においては、障害者雇用については一定の理解
があり、対応が可能となってきており、特に身体障害
者は今回の回答企業のほとんどで雇用されていました
が、それ以外の障害者を雇用している企業の割合はこ
れより低い傾向にありました。若年性認知症に関して
も、障害者と捉えて、今後、就労継続への取り組みを
進めていくことが期待されます。
今後、企業だけでなく国及び地方公共団体において
も、疾患としての認知症についての理解を深め、治療
と仕事の両立支援を行うことや、障害者雇用の面から
も就労継続支援に対応できる体制がとられることが望
まれます。� （小長谷陽子）
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